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出典： World Economic Forum Global Risks Perception Survey 2018-2019
注：  調査回答者に、個々のグローバルリスクの発生の可能性と影響を７段階で評価するように求めた。１は発生の可能性が低いリスク、５は発生の可能性が非常に高い
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はじめに 世界経済フォーラムの『グローバル
リスク報告書2019年版』を重要な時
期に刊行する運びとなりました。世
界の成長減速や根強い経済格差から
気候変動や地政学上の緊張、第４次
産業革命の加速に至るまで、世界は
ますます多くの複雑で相互に連関す
る数多くの課題に直面しています。
個々に対峙するとなると、これらは
相当に手強い相手であり、複数に直
面すれば、我々が共働しない限りも
がき苦しむことになります。今ほ
ど、世界で共通する問題に対する協
働かつマルチステークホルダーの観
点でのアプローチが急務とされる時
はありません。

グローバル化された現在の世界で
は、貧困は歴史的な減少を見せてい
ます。しかし、変化が必要である
ことも、ますます明白になってい
ます。多くの国々において二極化が
進行しているのです。場合によって
は、社会を支える社会契約がほころ
びつつあります。現代は、かつてな
いほどの資源とテクノロジーの進歩
が存在する時代であるものの、非常
に多くの人々にとって不安定な時代
でもあります。このような不安定性
に対応したグローバル化の新しい手
法が求められます。たとえばテクノ
ロジーや気候変動から貿易や課税、
移民、人道主義に至るまでの様々な
問題に対応する新たなアプローチの
導入に際して、分野によっては、国
際レベルで一層の努力をして対処し
なければ解決には至らないでしょ
う。前述した以外の分野について
は、新たな意気込みや資源の投入が
国内レベルでは求められるでしょ
う。それらの分野とは、社会の格差
是正への取り組み、社会保障の強化
や国家として一致して問題を対峙す
ることです。

国内政治および国際政治、そして経
済システムの構造を新たにし、改善
を加えることは、現役世代における
極めて重要な課題です。それは途方
もなく大きな課題ですが、避けるこ
とができないのです。『グローバル
リスク報告書』はそれぞれのリスク
の高さを明確に示していますが、今
年の報告書が行動を起こさなければ

いけないという機運が高まる一助
になれば幸いです。まず、グロー
バルリスクの展望を概観し、自覚の
ないままに危機に向かって進み行く
ことの危険性に警鐘を鳴らします。
つぎに、地政学・地経学上の混乱や
海面上昇、新たな生物学的な脅威、
多くの人々が経験している感情的・
心理的緊張の高まりといったリスク
について詳細に考察します。未来の
衝撃のセクションでは、我々が依存
するシステムにおける急速かつ劇的
な変化の可能性に再び焦点を当てま
す。今年のテーマとして、量子コン
ピューティングや人権、経済ポピュ
リズムなどを挙げています。

『グローバルリスク報告書』は、世
界経済フォーラムの協働を大切に
し、マルチステークホルダーとして
の精神を具現化しています。本報告
書は、各国政府や国際機関との重要
な協力関係を推進するために新設し
た地域・地政学情勢センターの中枢
となるものです。しかしながら、世
界が直面する課題に対するシステム
ベースのアプローチを支える、本
フォーラムの業種別・テーマ別チー
ムとの活発な対話によって、幅広く
掘り下げた分析を実現しています。
本報告書の制作にあたり、多くの職
員の多大な協力に感謝いたします。
特に、本報告書の諮問委員会の見識
と尽力に対し、ここに謝意を表しま
す。さらに、我々の長年にわたる戦
略パートナーであるマーシュ・ア
ンド・マクレナン・カンパニーズ
とチューリッヒ・インシュアラン
ス・グループ、そして学術界のアド
バイザーとして協力をいただいてい
るシンガポール国立大学、オックス
フォード大学マーティン校、ペンシ
ルベニア大学ウォートン校リスクマ
ネジメント・アンド・デシジョンプ
ロセスセンターにも感謝申し上げま
す。例年通り、今年の報告書も、年
次グローバルリスク意識調査をもと
に作成しています。この調査は、本
フォーラムのマルチステークホル
ダーのコミュニティから約1,000名
の参加を得て実施しました。また、
本報告書は、本フォーラムの世界に
広がる専門家ネットワークの多くの
方々の助言を取り入れています。

ボルゲ・ブレンデ
世界経済フォーラム 総裁
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エグゼクティブ・
サマリー

世界は自覚のないまま、危機に突入
しようとしているのか。今日、高ま
るグローバルリスクに対して、総意
をもって対峙する意思は欠けている
ように見受けられ、むしろ分断が広
がっているといえる。強固な国家中
心主義の政治といった新たな局面に
移行する世界動向については、昨年
のグローバルリスク報告書でも取り
上げたが、2018年中もその傾向は
続いた。国内の政敵に対してであ
れ、多国籍あるいは超国家的な組織
に対してであれ、「支配権を取り戻
そう」という考えが多くの国で広が
り、さまざまな課題への取り組みに
も波及している。国家が国内統制の
強化や回復に費やすエネルギーは、
新たに浮上する世界的な課題に取り
組むための国際協力を弱体化させる
リスクも引き起こしている。私たち
は、今後解決していかなければなら
ない世界の問題に直面している。

マ ク ロ 経 済 リ ス ク は、2018年 中
に、より明確な懸念事項となった。
金融市場は不安定さを増し、世界経
済への逆風が強まり、また世界的な
成長率はピークに達したと見られ、
国際通貨基金（IMF）の最新の予測
では、今後５年間で徐々に減速する
と指摘されている1。これは、先進
諸国の動向によるところが大きいも
の の、2018年 の6.6%か ら2019年 に
6.2%、2022年 ま で に5.8%ま で 落 ち
込むと予想される中国経済の減速に
も関わる。また、GDP債務比率も世
界的な金融危機以前よりもはるかに
高い225％にまで上昇し、世界全体
で債務負担が重い状態にある。さら
に、世界的な金融情勢の締め付けに
より、利率の低いドル建ての債務を
積み上げた国々に特有のゆがみが生
じている。

また、主要国間で地政学的・地経学
的な緊張が高まっている。こうした

緊張関係は、現時点で最も緊急を要
すグローバルリスクであり、世界の
政治経済の様相を大きく変えたグ
ローバリゼーションの時代を経て、
世界は分断の時期を迎えているとい
える。強く結合していた国々の関係
性を再構築することで政治リスクが
高まり、2018年は多くの主要国間
の貿易や投資関係が難局に直面。こ
うした状況を受け、環境保護から第
四次産業革命の倫理的課題に至るま
で、世界的な課題の解決を共同体と
して進めていくことがより困難にな
る可能性があると考えられる。国家
間システムに生じた亀裂が深まって
いるという事実は、システミックな
リスクが生じている可能性も示唆し
ている。仮に世界的な危機が発生し
た場合、果たして必要な協力や支援
が得られるのだろうか。世界経済の
グローバル化と世界の政治において
高まる国家主義との間に生じる緊張
関係は、恐らく、深刻なリスクとな
る。

世界経済フォーラムが毎年実施し
ているグローバルリスク意識調査
（Global Risk Perception Survey/ 
GRPS）において、前年に引き続き、
大半の回答者が懸念するのは環境リ
スクであった。今年の調査では、
〈発生の可能性が高いグローバルリ
スク〉と〈影響の大きいグローバル
リスク〉の上位５位のうち、環境リ
スクは〈発生可能性が高いリスク〉
のうち３つと〈影響が大きいリスク〉
のうち４つを占めた。最も懸念さ
れるリスクは〈異常気象〉であり、
調査回答者は環境保護政策への失敗
に対して憂慮している。パリ協定以
降、「気候変動の緩和や適応への失
敗」は順位を落としたものの、今年
の調査において〈影響が高いリス
ク〉の第２位に順位を上げた。気候
変動への対策を怠った結果がますま
す鮮明になっていることは明白だ。

1 International Monetary Fund (IMF). 2018. World Economic Outlook, October 2018: Challenges to Steady 
Growth. Washington, DC: IMF. https://www.imf.org/en/publications/weo



7The Global Risks Report 2019

また、生物多様性の喪失が加速して
いることも特に懸念されている。
1970年以降、生物種の数は60％減
少している。食物連鎖において、人
間の健康や社会経済の発展は生物多
様性の喪失の影響を受け、福利、生
産性、そして地域安全保障にも波及
することが懸念されている。

〈テクノロジー〉は、引き続きグ
ローバルリスクの顕在化に重要な役
割を果たしている。データの不正利
用やサイバー攻撃への懸念もGRPS
において突出したリスクであり、そ
の他多くの技術的な脆弱性も顕著に
表れた。調査回答者の約３分の２は
「フェイクニュース」や「なりすま
し」に関連したリスクが2019年に
高まり、また調査回答者の約５分の
３は企業や政府によるプライバシー
の侵害が発生すると予測している。
2018年には数多くの情報漏洩が発
生し、ハードウェアの新たな弱点が
露呈し、また、人工知能をエンジニ
アが活用することにより強力なサイ
バー攻撃のリスクにつながると指摘
した。昨年はサイバー攻撃が重要イ
ンフラに対して脅威となるという証
拠も多く提示され、各国は国家安全
保障に基づいて国境を超えたスク
リーニングの協力体制を早急に強化
しなければならない。

現在進行形のさまざまな構造的変化
の重要性に目を奪われ、グローバル
リスクが人間にもたらす影響から目
を背けてはならない。多くの人々に
とって、世界とは、不安が増え、不
幸せで、孤独な場所と化している。
世界で７億人がメンタルヘルスの問
題に直面していると言われ、社会、
テクノロジー、仕事に関連する複雑
な変革が人々の実生活に深刻な影響
を与えている。不確実性に直面する
と制御が効かないという感情に関連
付いた心理的ストレスが共通のテー
マで、こうした問題はより注視しな
ければならない。心理面・感情面で

健康を害すことはそれ自体がリスク
であり、特に社会的一体性や政治へ
の影響を通じて、より大きなグロー
バルリスクへ発展していくのであ
る。

地球規模の変化により増大するリス
クには、生物学的な病原体に関連し
たものも挙げられる。私たちの生活
様式の変化は、感染症の大流行が自
然発生するリスクを高めており、意
図的であれ偶発的なものであれ、新
興テクノロジーは、そうした病原体
を創造・拡散し、いとも簡単に新た
な生物学的脅威を発生させることも
できる。しかし私たちは、さほど深
刻ではない生物学的脅威に対応する
準備すらできておらず、個人の生活
や社会的な幸福度、経済活動、国家
安全保障において起こり得る大きな
影響に対して無防備である。画期的
な新しいバイオテクノロジーは奇跡
的な発展をもたらすが、それは同時
に監視や管理といった困難な課題を
生む。これは、2018年に世界で初め
て遺伝子操作を受けた双子の赤ちゃ
んが誕生したことに対する苦言にも
表れている。

急成長する都市ととどまることを知
らない気候変動の影響を受け、多く
の人々が海面上昇の被害に遭いやす
い状況下にある。2050年までに世
界人口の３分の２が都市に居住す
るとの予測から、その年までに海面
が0.5m上昇すると570以上の沿岸都
市に住む８億人が影響を受けると
試算されている。人的・物的な被害
を受けたり、破壊される可能性のあ
る地域での都市化が集中するのみな
らず、沿岸部に生息するマングロー
ブのような天然資源のレジリエンス
（復元力）の破壊や地下水への影響
といったリスクが深刻化する悪循環
を生み出す。それらの影響が大きく
なれば、人間が暮らすことができな
い土地が増えることになるだろう。
海面上昇に適応するための3つの主

要な戦略として、(1)海水を取り除く
プロジェクトエンジニアリング、(2)
自然を活用した防御策、そして(3)人
間を中心に考えられた戦略として安
全な土地への住居や企業の移転また
は洪水リスクのあるコミュニティの
レジリエンスを高めるための社会資
本への投資が挙げられる

今年の未来の衝撃では、引き続き閾
値効果の可能性に注目している。閾
値効果とは、劇的な崩壊の引き金と
なり、目のくらむような速さで連鎖
するリスクを顕在化させるものであ
る。提示する10種類の衝撃は「仮定」
のシナリオに基づくものであり、予
測を示すものではない一方で、リス
クについて創造力のある思考と想定
外を想定することの必要性を喚起し
ている。今年取り上げるトピック
は、〈量子暗号〉、〈金融ポピュリズ
ム〉、〈感情コンピューティング〉、
そして〈人権の死>である。また、
リスクの再評価のセクションでは、
リスクの管理方法についてリスク専
門家の見識を紹介する。ジョン・
グラハムは異なるリスクのトレード
オフを比較検討し、またアンドラー
シュ・ティルシックとクリス・クリ
アフィールドは、経営者は組織内で
いかにしてシステミックな失敗のリ
スクを最小化することができるかに
ついて執筆している。最後に、振り
返りの視点のセクションでは、過
去の報告書で取り上げた、〈食料安
全保障〉、〈市民社会〉、〈インフラ投
資〉の３つのトピックにあらためて
着目している。
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2019年の

世界は自覚のないまま、危機に突入しようとしてい
るのか。今日、高まるグローバルリスクに対して、
総意をもって対峙する意思は欠けているように見
受けられ、むしろ分断が広がっているといえる。強
固な国家中心主義の政治といったあたらな局面に
移行する世界動向については、昨年のグローバルリ
スク報告書でも取り上げたが、2018年中もその傾
向は続いた。国内の強敵に対してであれ、多国籍あ
るいは超国家的な組織に対してであれ、「支配権を
取り戻そう」という考えが多くの国で広がり、さま
ざまな課題への取り込みにも波及している。国家が
国内統制の強化や回復に費やすエネルギーは、新た
に浮上する世界的な課題に取り組むための国際協
力を弱体化させるリスクも引き起こしている。私た
ちは、今後解決していかなければならない世界の問
題に直面している。

次のセクションでは、今年のグローバルリスク意識
調査（Global Risk Perception Survey/ GRPS）で焦
点を当てた、懸念される以下の５つの領域を取り上
げるが、後続の章における分析の大部分はこれらに
関係する。⑴ 経済的脆弱性、⑵ 地政学的緊張、⑶ 
社会的および政治的緊張、⑷ 環境の脆弱性、⑸ テ
クノロジーの不安定性

グローバル
リスク
制御不能

(REUTERS/Lucy Nicholson)
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政 治 の 二 極 化 と と も に、 不 平 等
は、一国の社会的組織を損ない、
経 済 的 損 失 を も た ら す。 す な わ
ち、協力と信頼感が低下し、経済
実績も同じ道をたどる可能性があ
る6。ある研究で、様々な国におけ
る信頼感のレベルが仮にスウェー
デン並みに高くなれば、１人当た
り所得がどれほど増加するかを数
量化する試みがなされた7。豊かな
先進国においてさえ、推定増加率
は大きく、英国で６%、イタリア

第２章（力と価値）で論じられて
いるように、2018年中に地経学的
緊張が徐々に高まった。GRPS回答
者は、短期的な国際的経済環境の
悪化を懸念しており、大多数は、
2019年に「主要国間の経済的対立」

（91%）や「貿易協定や合意の侵食」
（88%）に関連するリスクが増加
することを予想している。

昨年の報告書では、成長著しい時
期 で あ っ て も、 マ ク ロ 経 済 の 脆
弱性の拡大について警告した。そ
れ以降、経済リスクが一層明確に
なってきている。2018年に金融市
場のボラティリティが上昇し、世
界経済への逆風が強くなった。世
界の成長率はピークに達した感が
ある。国際通貨基金（IMF）の最
新予測では、今後数年間にわたっ
て緩やかな減速が示されている1。
こ れ は 主 に 先 進 国 経 済 の 成 長 鈍
化に因るところであり、IMFは先
進国の実質GDPの成長について、
2018年 の2.4%か ら 今 年2.1%へ、
さらに2022年までに1.5%に減速す
ると予測している。開発途上国の
全体的な成長はほとんど変化しな
いと予測されている一方で、中国
は2018年 の6.6%か ら 今 年 が6.2%
へ、さらに2022年までに5.8%に減
速すると予測されていることは、
懸念材料の一つである。

高水準の世界の債務は、我々が昨
年焦点を当てた具体的な金融の脆

弱性の１つであった。この懸念は
収まっていない。世界のGDP債務
比率が約225%となり、今や世界
金融危機以前よりも著しく増大し
ている2。IMFの最新の『国際金融
安定性報告書』によれば、システ
ム 上 重 要 な 金 融 セ ク タ ー を 有 す
る国々の債務負担はGDPの250%
と、2008年 数 値 の210%と 比 較 し
て依然として高い3。さらに、世界
の金融情勢の逼迫は、金利は低い
ものの、ドル建て債務が増えてき
ている国々に著しい緊張をもたら
している。昨年10月までに、低所
得国の45%以上（2016年には３分
の１）が過剰債務の状態にあった4。

グ ロ ー バ ル リ ス ク の 展 望 に お い
て、不平等が依然として重要な要
因になっていると見られる。「所
得と富の格差の拡大」が、GRPS回
答者のリスクトレンドにおいて４
位であった。この千年で世界の不
平等は減少しているが、国内にお
ける不平等は引き続き拡大してい
る。昨年公表された新たな調査で

は、経済的な不平等は過去40年間
の公的資本と私的資本所有者の差
異が拡大したことによるものとさ
れている。「1980年以降、豊かな
国であるか新興国であるかを問わ
ず、ほとんどすべての国で、公共
財から私的財へ非常に大規模な移
転が生じた。豊かな国々おいて、
国全体の富が相当増加している一
方、公共財については、今や、マ
イナスかほとんどゼロとなってい
る」5（図1.1参照）

経済的不安
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で17%であった。その他の国々で
は、次のように増加率は更に大き
か っ た。 チ ェ コ 共 和 国（29%）、
メキシコ（59%）、ロシア（69%）。
こ の よ う な 結 果 を 考 慮 す る と、
2018 エデルマン・トラストバロ
メーターが、調査対象28か国のう
ち20か国を「不信感を抱かせる存
在」と分類しているのも不思議で
はない8。信頼感の低下は、経済
的影響以外に、多くの国々におい

出典：World Inequality Database. https://wir2018.wid.world

て拡大しつつある社会契約を損な
う要因の１つとなっている。現代
は、強力な国家による政治の時代
であるとともに、国民の共同体が
弱体化している時代でもある。

個人的な目標と共同体の目標を調
和させる上で、道徳論と社会心理
学に軸足を置いた経済学および金
融へのアプローチに対する関心が
高まっている。例えば、経済学者

(REUTERS/Damir Sagolj)

図1.1：私的利益
1970～2015年の正味の私的財および公共財（国民所得に対する割合（%））

であり哲学者のアダム・スミスに
多くの注目が集まるようになって
おり、市場資本主義の「見えざる
手」に関する彼の著作を、道徳的
義務や共同体に関する彼の考えの
文脈に置くよう意識されるように
なっている。「『国富論』の「欲求」
が、『道徳感情論』の「当為」よ
り強調されすぎてきた」と主張す
る者もいる9。簡単な解決策は存
在しない。すなわち、第２章（力
と価値）で論じる地政学的相違が
グローバル資本主義を再考する大
胆な試みに関する合意を見出す取
り組みを難しくする一方で、党派
間の相違に関する道徳心理学は、
様々な価値に対する妥協に資する
ものではない10。しかしながら、
これは新たな課題であり、世界経
済フォーラムがダボスで開催する
2019年年次総会で重点的に取り上
げるテーマの１つである。

私的資本

公的資本

ドイツ 
フランス 

スペイン
英国

日本
米国
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主要国間の経済的対立・摩擦

貿易協定や合意の侵食

主要国間の政治的対立・摩擦

サイバー攻撃（データ・金銭の窃盗）

サイバー攻撃（オペレーションやインフラの破壊）

安全保障同盟の信頼失墜

人民主義者と移民排斥主義者の指針

メディア・エコーチェンバー現象および「フェイクニュース」

国内政治の二極化

なりすまし

気候変動における世界レベルの政策協議の侵食

不平等（国内）

プライバシーの喪失（対企業）

主要国における地域紛争

自然生態系の破壊

外国人労働者に対する保護主義

エリートに対する大衆の怒り

水危機

高水準の若年者失業

プライバシーの喪失（対政府）

貿易および投資に関する保護主義

国内政治に対する外国の干渉

大気汚染

テクノロジーに起因する失業

経済成長の弱さ

権威主義的リーダーシップ

企業権能の集中

危機または経済を原因とする高水準の移住

債務不履行（公的または私的）

国家間の軍事対立あるいは侵略

政府に対する立憲的または市民社会による抑制の侵食

社会不安（ストライキおよび暴動を含む）

言論・集会の自由の侵食

株式その他資産価格のバブル

貧困の深化または拡大

通貨危機

企業と政府間の関係腐敗

異人種間または異宗教間の暴力

人権の侵害

暴力的犯罪

グローバル化の現状

テロ攻撃

中国と米国の関係の変化は、昨年
の『 グ ロ ー バ ル リ ス ク 報 告 書 』
において「多極的であり、多様な
概念が存在している」と解説され
た新たな地政学の展望の一部であ
る。言い換えれば、拡大しつつあ
る不安定性は、パワーバランスの
変化だけでなく、冷戦後の、特に
西側における、世界は西側の規範
に収斂するという想定が単純とい

昨年は、世界の主要国間において
地 政 学 的 緊 張 の 高 ま り が 見 ら れ
た。これらは、第２章（力と価値）
で論じるように大部分が経済分野
で生じたが、より根本的な波及効
果が政治分野にも起こり得る。今
年のGRPSの回答者は、悲観的で
ある。すなわち、85%が2019年に
「主要国間の政治的対立」のリス
クが増大することを予想している
（図1.2を参照）。

出典：World Economic Forum Global Risks Perception Survey 2018–2019
注：回答者に対する質問の詳細については、付録Bを参照されたい。

二極化と弱いガ
バナンスによっ
て多くの国々の
政治的健全性に
深刻な疑問が投
げかけられてい
る

図1.2：短期的リスクの見通し
2019年にリスクが増大することを予想した回答者の割合

主要国間の緊張
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世界において地政学的な不安定性
の高まりは、国内で継続する政治
的緊張と呼応しており、また、そ
れにより悪化の道を辿ることが多
い。GRPSの回答者は、グローバル
リスクの展望を変化させる根底的
な要因として、「社会の二極化の
進展」を気候変動に次いで第２位
に位置づけている。多くの欧米民
主主義国は、安定した効果的な統
治を確保するプロセスを複雑にし
ている政治的な分裂および二極化
という危機後のパターンと今なお
闘っている。しかし、これは「第
一世界（非社会主義の先進工業諸
国）の問題」であるにとどまらず、
世界的な問題である。昨年発行さ
れた世界経済フォーラムの新たな
報告書『Regional Risks for Doing 
Business』 は130か 国 以 上、 約
12,000人のビジネスリーダーに対
する調査に基づいたものであり、
「国家統治の失敗」は、世界の中
で第２位、ラテンアメリカおよび
南アジアでは第１位となった13。

二極化と統治の弱体化は、多くの
国々の政治的健全性に深刻な疑問
を投げかけている。多くの場合、
党 派 間 の 相 違 は 従 来 よ り も 拡 大
している。社会的結束の低下が、
政治機関にかつてない緊張をもた
らし、社会的な課題を予測しまた
はそれに対応する能力を損ねる悪
循環が進行する可能性がある。こ
の問題は、世界的課題が多国間の
協 力 ま た は 統 合 を 必 要 と す る 場
合、一層深刻なものとなる。すな
わち、正統性や説明責任の水準の
低下が、反エリート主義の反動を
招いている。多国間の政策および
制度設計の失敗についても同様で
ある。例えば、グローバル化によ
る敗者の保護または救済を確保す
るためにより多くのことをなすべ
きであったことは、今や広く認め
られている14。危機を招く前に、
このことを認識すべきであった。
GRPS回答者の59%が、「エリート
に対する大衆の怒り」に関連する
リスクが2019年に増加することを
予想している。

えるほど楽観的であったことが明
らかになってきた事実も反映して
いる。第２章（力と価値）で論じ
るように、基本的規範における相
違が、今後数十年間の地政学の発
展において重要な役割を演じる可
能性がある。このような相違は、
安全保障同盟の弱体化から国際公
共財を保護する努力の放棄まで、
グローバルリスクの展望に相当影
響することになる。

多国間主義が弱体化し、世界の主
要国間の関係性が流動化するにつ
れ、現在の地政学的な背景は、世
界中に存続する多くの長期的紛争
の解決にとって不都合となる。例
えば、国連によると、2018年上半
期のアフガニスタンにおける民間
人の死亡者数がこの10年間で最も
多くなった一方で、米国の支持を
受けてアフガニスタン政府が支配
している地域の割合は、2015年の
72%から2018年には56%に低下し
た11。シリアでは、現在、複数の
州が内戦に巻き込まれており、数
十万人が死亡している。 また、
2018年10月の国連が出したレポー
トによれば、イエメンでは、戦争
の直接的犠牲者が10,000人と推定
されており、食糧やその他の必需
品の供給が途絶した結果として、
1,300万人もの人々が餓死するお
それがある12。

本報告書の前年版発行以降の前向
きな地政学の発展として、米国、
韓国および北朝鮮が関与する外交
の 進 展 に 続 く、 北 朝 鮮 の 核 開 発
に関連する緊張およびボラティリ

の回答者が
主要国の
政治的対立を予想

ティの低下がある。このことは、
「国家間の軍事衝突または侵略」
のリスクが翌年にわたり増加する
と 予 想 す る 調 査 回 答 者 の 割 合 が
79%から44%に急激に低下したこ
とからも明らかになっている。そ
れにもかかわらず、起こり得る影
響という点で、大量破壊兵器が３
年連続してグローバルリスクの第
１位となっている。

政治的緊張
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性同一性、性的指向といった特徴
により定義される、拡大する社会
的マイノリティ集団に対する認知
および平等の確保に向けた取り組
みが、選挙でますます重要になっ
てきている。例えば、米国におい
て、アイデンティティ政治に対す
る姿勢が、ますます共和党および
民主党の組織票間の激しい分裂を
招いている15。2018年11月の中間
議会選挙では、記録的な数の女性
および非白人候補者が選出された。

米国において、ジェンダー、性差
別および性的暴行が新たに政治問
題として露呈した時期があった。
2017年10月 に 始 ま り、2018年 も
継 続 し た#MeToo運 動 に よ り、
性 的 暴 力 に 対 す る 同 様 の キ ャ ン
ペーンにも注目が集まり、時には
#MeToo運動を超える注目を集め
ることもあった16。女性に対する
暴力への関心が世界的に高まった
背景には、紛争の戦略としての性

第３章（理知と感情）では、怒り
や他の感情的・心理的苦痛の上昇
の原因および起こり得る結果を考
察している。

アイデンティティ政治は、引き続
き 世 界 に お け る 社 会 や 政 治 の 潮
流をけん引し、また、移民や保護
政策は、政界における構図の抑制
への根本的な疑問を呈している。
近年、アジアやラテンアメリカか
らヨーロッパ、米国に至るまで、
移民に伴う政治的混乱が生じてい
る。人口動態予測から気候変動に
至る世界的な傾向は、更なる危機
を約束したのも同然であり、指導
者によっては、主要な国内文化を
保護するためにより厳しい姿勢を
とる可能性がある。GRPS回答者の
72%が「人民主義者と移民排斥者
の指針」に関連するリスクが2019
年に増加することを予想している。

国によっては、人種、民族、宗教、

暴力撲滅に向けた取組みを行った
ナ デ ィ ア・ ム ラ ド と デ ニ・ ム ク
ウェゲにノーベル平和賞受賞が決
定したことがある。世界中の女性
は、暴力や差別の直接の対象とさ
れてしまうほか、時として、激し
い貧困を経験し、また、育児、食
糧 お よ び 燃 料 の 調 達 を 一 手 に 担
うため、『グローバルリスク報告
書』で論じられる多くのリスクの
影響を不均衡に受けている。例え
ば、気候変動は、水を確保するた
めに多くのコミュニティーの女性
が一層遠くまで歩かなければなら
ないことを意味する。女性は、自
然災害の後に安全を確保するため
の自由や財産を男性と同じように
は持っていないことが多く、スリ
ランカ、インドネシアおよびイン
ドの一部で2004年の津波の後に生
き残った男性の数は、女性の約３
対１で上回った17。国際通貨基金
（IMF）によれば、自動化により
職を失う可能性も、女性の方が男

(REUTERS/Yannis Behrakis)
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環境関連のリスクは、３年連続で
GRPSにおいて他を圧倒しており、
発生の可能性では上位５のリスク
のうち３つを、影響では４つを占
め て い る（ 図IVを 参 照 ）。2019年
のグローバルリスクの展望におい
て、異常気象が再び、他を引き離
して右上の象限（可能性が高く、
影響が大きい）に位置づけられて
いる（図Ⅰを参照）。

2018年は、再び、暴風雨や火災、
洪水に見舞われた年であった19。
すべてのリスクのうちで、世界が
自覚のないまま破局に向かってい
ることを最も明確に示すものは、
環 境 分 野 に 関 連 し て い る。2018
年10月、気候変動に関する政府間
パネル（Intergovernmental Panel 
on Climate Change ／ IPCC）は、
パリ協定の世界の平均気温上昇を
1.5℃未満に抑制する目標を達成
するための必要な劇的かつ前例の
ない変化を遂げるには、最大で12
年しか残されていないことを単刀

性よりも高い18。 直入に報告した。同年11月、米国
の第４次全米気候評価は、排出量
を著しく削減しない限り、世界の
平均気温は今世紀の終わりまでに
５℃上昇する可能性があると警鐘
を鳴らした20。GRPSの回答者は、
環境政策の失敗への懸念を深めて
いるように見受けられる。すなわ
ち、「気候変動の緩和および適応
への失敗」は、パリ協定後、影響
と発生の高さに関するリスク順位
付けではその順位を落としていた
が、今年、第２位に戻った。また、
最も引用の頻度が高かったリスク
の相互連関は、「気候変動の緩和
および適応への失敗」と「異常気
象」の組合せであった。

生物多様性の喪失の加速は、特に
懸念される。生きている地球指数
（Living Planet Index/LPI）は世界
中の4,000以上の種を追跡してい
るが、1970年以降、個体群のサイ
ズが平均して60%減少しているこ
とを報告している21。気候変動は
生物多様性の喪失を悪化させてい
るが、その因果関係は２通りであ
る。すなわち、影響を受けている
多くの生態系（海洋、森林など）
は、排出炭素の吸収に重要な役割
を果たす。ますます脆弱になって
いる生態系は、社会的・経済的な

安定にリスクをもたらしている。
例えば、第５章（闘うか、逃げる
か）で論じているように、２億の
人々が、嵐による大波や海面上昇
から生活や食糧を守るために、沿
岸のマングローブ生態系に依存し
ている22。「生態系サービス」の国
内経済価値（飲用水、花粉媒介、
洪水被害の防止などの人間に対す
る便益）を年間125兆米ドル（世
界のGDPより約３分の２大きい）
としている推計がある23。

人間の食物連鎖において、生物多
様性の喪失は、福利、生産性さら
には地域安全保障をも含む健康や
社会経済的発展に影響を与える。
微 量 栄 養 素 の 欠 乏 は、20億 も の
人々に影響を与える。これは、通
常、 十 分 な 種 類 と 質 の 整 っ た 食
品 を 摂 取 で き な い こ と に 起 因 す
る24。世界の植物由来カロリーの
概ね半分が、たった３種類の作物
（米、小麦、トウモロコシ）によ
るものだ25。気候変動は、このよ
う な リ ス ク を 悪 化 さ せ る。2017
年、気候関連の災害は、23か国の
約3,900万人の人々に深刻な食糧
不足を引き起こした26。あまり明
らかになっていないが、大気中の
二酸化炭素濃度の上昇は、米や小
麦といった主要作物の栄養組成に
影響を与えつつある。ある研究に
よ れ ば、 こ の 影 響 に よ り、2050
年までに１億7,500万人が亜鉛不
足、１億2,200万人がタンパク質不
足に陥り10億人相当の食物鉄分が
損なわれる可能性がある27。

環境関連リスクが、発生の可能性
では上位５のリスクのうち３つを、
影響では４つを占めている

気候災害
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テクノロジーは、個人、政府およ
び企業に関するグローバルリスク
の展望の形成にあたり、引き続き
重要な役割を果たしている。GRPS
において、向こう10年間に生じる
可能性の高いグローバルリスクと
して、「大規模なデータの不正利
用および窃盗」が第４位に、「サ
イバー攻撃」が第５位に位置づけ
られた。これは、昨年の傾向を維
持しており、サイバーリスクは環
境リスクとともに、グローバルリ
スクの展望（図Ⅰ）の影響が大き
く可能性が高い象限に位置付けら
れ て い る。 大 多 数 の 回 答 者 が、
2019年にサイバー攻撃のリスクが
増大すると予想している（金銭お
よびデータの窃盗につながるもの
（82%）、操業の混乱を招くもの

（80%））。このような調査結果は、
生活のあらゆる面でデジタル技術

のさらなる進化によって引き起こ
されつつある、新たな不安定性を
反映している。回答者の約３分の
２が、2019年にフェイクニュース
や個人情報の窃盗に関連するリス
クが増大することを、また、５分
の３が企業や政府に対するプライ
バシーの喪失に関連するリスクが
増大すると予想している。人々の
生活がデジタル技術の介在が増加
することへの起こり得る心理的影
響については、第３章（理知と感
情）で論じる。

2018年、悪意のあるサイバー攻撃
やサイバーセキュリティ・プロト
コルの甘さにより、再び、大規模
な個人情報の漏えいが発生した。
最大の個人情報漏えい事件はイン
ドで発生し、報道によれば、政府
の個人情報データベースであるア
ドハー（Aadhaar）が複数の個人
情報漏えい被害に遭い、登録され
ていた11億人の市民全員分の記録
に被害が発生した可能性がある。
１ 月 の 報 道 に よ れ ば、 犯 人 は10
分間につき500ルピーでこのデー
タ ベ ー ス へ の ア ク セ ス 権 を 販 売
し、また、３月には国有ユーティ
リティ会社での漏洩事件により、
誰もが氏名やID番号をダウンロー
ドすることが可能となった34。そ
のほか、MyFitnessPalアプリケー
ションの約１億5,000万ユーザー 35

とFacebookの約5,000万ユーザー
の 個 人 情 報 漏 え い 事 件 が 発 生 し
た36。

2018年にMeltdown（メルトダウ
ン）およびSpectre（スペクター）

環境リスクが頻度や深刻さの増大
とともに明確になるにつれ、世界
のバリューチェーンに対する影響
が強まり、全体のレジリエンス（復
元力）を弱める可能性がある。環
境災害による食糧やサービスの生
産 お よ び 配 給 の 混 乱 は、2012年
以降29%増加した28。北アメリカ
が、2017年 の 環 境 に 起 因 す る サ
プライチェーンの混乱により最も
ひどい影響を受けた地域であり、
これらの混乱は、特にハリケーン
や山火事によるものであった29。
例えば、米国の自動車産業では、
サプライチェーンを混乱させた要
因としてハリケーンより大きなも
のは、工場火災と会社合併のみで
あった30。個々の事象の数ではな
く、影響を受けたサプライヤーの
数でこのような混乱を測定した場
合、2017年における最も重大な４
つの要因は、ハリケーン、異常気
象、地震および洪水であった31。

2018年 中 の 世 界 の 廃 棄 物 処 理 お
よび再資源化サプライチェーンの
混乱は、予兆かもしれない。中国
は、国内の環境体系の汚染や歪み
を削減するために、外国の廃棄物
（約900万トンのプラスチックご
みを含む）の輸入を禁止した32。
この禁止により、多くの欧米諸国
の国内再資源化能力の弱さが露呈
した。プラスチックごみが、英国
やカナダ、ヨーロッパ数カ国で積
みあがった。2018年上半期に、米
国は、従来、中国に送られていた
廃プラスチックの30%を埋め立て
に回し33、残りをタイやマレーシ
ア、ベトナムといった国々に送っ

た。しかしながら、それ以降、こ
の３か国すべてが、廃プラスチッ
クの輸入に対する新たな制限また
は禁止を発表した。これは、環境
リスクの影響が増大したことによ
り、それらのリスクを無視あるい
は自国の外に持ち出せば解決でき
ていたことがより困難になること
を意味する。自然体系に対する人
間の活動の影響を自国で対応し軽
減するためには、国内および国際
的の協調行動が必要となろう。

テクノロジーの
不安定性
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の 脅 威（ コ ン ピ ュ ー タ ー ソ フ ト
ウェアではなくハードウェアの弱
点を含むもの）において示された
ように、サイバー脆弱性は、予想
していない方向からやって来る可
能 性 が あ る。 こ の 脅 威 は、 過 去
10年間に製造されたすべてのIntel
プロセッサーに影響を与えた可能
性がある37。昨年は、サイバー攻
撃が重要インフラに対するリスク
をもたらしている継続的な証拠も
明らかになった。７月、米国政府
は、ハッカーが米国のユーティリ
ティ会社のコントロールルームに
ア ク セ ス し て い た こ と を 発 表 し
た38。重要技術インフラに起こり
得る脆弱性が、国家安全保障上ま
すます懸念されるようになってい
る。今年のGRPSで２番目に多く引
用されたリスク相互連関は、サイ
バー攻撃と重要情報インフラの障
害との組合せであった。

機械学習や人工知能（AI）が一層
洗 練 さ れ 一 般 的 に な り つ つ あ る
が、特にモノのインターネットが
数十億台のデバイスと接続する中
で、既存のリスクが増幅され、あ
るいは新たなリスクの生まれる可
能性が増している。昨年、ブルッ
キ ン グ ス が 実 施 し た 調 査 に お い
て、回答者の32%が、AIを人間に

対する脅威と見ており、脅威と見
なさないと回答したのは24%のみ
だった39。IBMは、昨年、対象を絞っ
たAIマルウェアを発表したが、こ
れは、既知の脅威－ WannaCry －
をビデオ会議アプリケーションに
「隠す」ことができ、目的とする
ターゲットの顔を認識した場合の
み起動されるものである40。他の
分野でも、同様のイノベーション
が 生 ま れ る 可 能 性 が あ る。 例 え
ば、第４章（急速な広がり）では、
合成生物学において悪意ある者が
新たな病原体を創造するためにAI
を利用する可能性に焦点を当てて
い る。 今 年 の 未 来 の 衝 撃（ 第 ６
章）では、「アフェクティブ・コ
ンピューティング」（人間の感情
を認識し、それに反応し、操作す
ることのできるAI）がもたらすで
あろう結果を考察している。

近 年 のAIの 最 も 広 範 で 破 壊 的 な
影響として、「メディア・エコー
チェンバー現象とフェイクニュー
ス」を増加させたことがある。こ
のリスクについては、GRPS回答
者 の69%が2019年 に お け る 増 加
を予想している。昨年行われたあ
る研究によれば、調査対象とされ
た126,000件のツイート投稿のう
ち、フェイクニュースを含むもの

が、真実の情報を含むものを一貫
して上回ったことが判明した。す
な わ ち、 フ ェ イ ク ニ ュ ー ス の 方
が、 平 均 し て ６ 倍 速 く1,500人 の
人 々 に 到 達 し た。 こ れ ら の 研 究
者が言及した有り得る理由の1つ
は、フェイクニュースは、強い感
情を引き起こす傾向があるという
ことである。すなわち、「フェイ
ク・ツイートは、驚きや不快に関
連する言葉を引き出す傾向がある
一方、正確なツイートは、悲しさ
や信頼に関連する言葉を呼び起こ
した」41。感情とテクノロジーの
間の相互作用は、これまで以上に
破壊的な力となる可能性がある。

重要技術インフラに起こり得る
脆弱性が国家安全上
ますます懸念されるように
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力と価値
多様な概念が存在する
世界におけるリスクの変化



国際システムが変化する現在、世界秩序を維持する前提
が揺らいでいる。昨年の『グローバルリスク報告書』
では、世界が多極化しているだけでなく、「様々な概念
が存在」するようにもなっていることを論じた。本章で
は、権力の力学の変化や規範および価値の多様化が、世
界政治および世界経済に影響を与えている態様を更に精
査する。

本章では、まず、規範の相違がどのようにして国内およ
び国際政治を変えさせていったのかを概説する。破壊的
変化を引き起こす可能性のある次の３つのトレンドに焦
点を当てる。⑴ 人権などの倫理的問題に対して世界の総
意を維持することの困難さ、⑵ 多国間主義および紛争解
決メカニズムの増加。
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主な国内における緊張には、次の
ようなものがある。

国家と個人
 　 均衡が個人から国家へ傾斜して

いる1。この文脈において、「自
由を制限した民主主義」の概念
が広く受け入れられている2。

国家とマイノリティ
 　 政治的に、多数決主義の高ま

りは、投票によって勝者がす
べてを得るという二極化され
たグループ間の争いと化してき
ていることを意味する。文化的
には、アイデンティティ政治が
ますます好戦的になり、多くの
国々の国内多数派がマイノリ
ティの一層の同化（または排除）
を求めるようになっている。

国家と市場
 　 多国籍企業の規模と力が、多く

の国々においてグローバル化に
対する反発を高めている。そう
いった国々以外では、国家がよ
り大きな経済的役割を果たすよ
うになっている。世界の大企業
の４分の１近くが、現在、国営

多極的な世界が多様な概念の存在
する世界でもあることは、驚くべ
きことではない。世界的な力が拡
散するにつれ、第２次世界大戦終
結以降よりも多様な価値により地
政学を形成する機会が増加した。
二極の冷戦が米国一極の権力に移
行した後、思想の闘いが終わり、
やがて西側の自由民主主義的規範
が世界に広がると主張した者もい
た。それは大胆な主張であって、
今では傲慢と捉えられるだろう。
今日の世界では、包括的な一連の
価値への漸進な収斂を語っても説
得 力 が な い よ う に 見 え る。 価 値
は、世界的に限らず、地域や国家
の中においても、統一ではなく分
裂の源なのだろう。

ノスタルジーに浸ることは、特に
過 去 数 十 年 に わ た っ て リ ス ク に
直面し続けていたため、適切とは
言えない対応である。今、求めら
れるのは、生じている変化を理解

価値に基づく緊張は、様々な場所
や態様で露呈し、国家や地域内外
で新たな境界線を作っている。し
かし、それには共通した特徴があ
る。すなわち、支配権と国家の役
割である。多くの政治指導者や共
同体が、国内の分裂、あるいは国
外のライバルや多国間組織を問わ
ず、それらへの支配権を失ったと
感じており、結果的に、国家を強
化しようとしている。それは、権
力、安全保障および自己決定の概
念が政治の根本をなすものである
ため、衝突が発生した場合、紛争
の種がより多くの技術的問題を含
んでいる場合よりも、妥協の余地
が少ないのかもしれない。

し、それがもたらす課題に安全に
対処する方法を学ぶことである。
多くの国々を深く統合したグロー
バル化を経て、関係性の再構築は
容易ではないだろう。

REUTERS/Jean-Paul Pelissier

ノスタルジーに浸る
余裕はない

国家、個人
および市場
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であり、過去数十年で最も高い
水準になっている3。

テクノロジーの役割
 　 様々な国において、価値の相違

が技術進歩の速度や方向性を決
定づける一方、新たな技術力に
よって例えば、個人のプライバ
シーが守られなかったり、あるい
は二極化を深化させ、価値をめ
ぐる既存の緊張を増幅している4。

世界的に、主要な圧力は、次のよ
うに国家の相互作用や国境を超え
た課題への取組みのあり方に関連
している。

多国間ルールおよび組織
 　 強国政治は、多国間主義の維持

をより困難にする。以下で更に
考察するように、このことは、
今のところ、世界貿易機関が監
督する国際的枠組みから国家主
導の地域的な新たな取組みおよ
び二国間協定への貿易政策のシ
フトにおいて最も顕著になって
いる5。

主権と不干渉
 　 国連憲章における国家主権の保

護は、干渉主義者の規範（2005
年の保護する責任の原則）より
もレジリエンス（復元力）があ
るように見える。デジタル時代
において、他国において政治的
価値を促進する（または妨げる）
取組みは、ますます議論を呼ぶ
ようになっている。

移住と保護
 　 国 境 を 越 えた 人 の 移 動は、近

年、多くの国々において断絶を
はらむ問題として露呈してきて
いる。アフリカとヨーロッパの
相対的人口の変化を予測する図
2.1に示されるような人口動態の
トレンドは、今後数十年の地域
間の移住を促進することになる。

国際公共財の保護
 　 気候変動や宇宙空間、サイバー

スペース、南・北極は、すでに
国際的な緊張の源になってい
る。あるいは、ますます緊張の
源になる可能性がある国際公共
財の一部である。

地政学的な競争の激化および多国
間 組 織 が 弱 体 化 し て い る 現 状 で
は、このような圧力をめぐり展開
される論争が、動揺を招き、さら
には紛争を助長する可能性を有し
ている。より希望の持てる可能性
としては、それらに代わり、国際
システムにおける現在の絶え間な
い変化が、実際の開かれた多元的
な方向に導くことであるが、その
場合でも、前途には困難かつ危険
な変化が待ち構えている。

出典： World Population Prospects 2017
https://population.un.org/wpp/

ヨーロッパ

アフリカ

割
合（

%
）

図2.1：変化の波
ヨーロッパとアフリカを合わせた
人口の相対的割合

本質的に異なる大国と多様な価値
の世界において、共有された世界
的な目標に基いて進むことは、よ
り困難になる可能性がある。この
ような進展には、次の２つのこと
が求められる。行動に向けての重
要な優先事項を調整することと、

その後、調整と協力を維持するこ
とである。気候変動の例は、前者
が可能な場合でも、後者は難しい
可能性があることを示している。
すなわち、幅広い総意が数十年に
わたり形成され、2015年のパリ協
定の締結に至ったが、実施への確
証は混沌とし、また、完全に実施
されても、地球温暖化が有害な水
準に達することを防止するには十
分ではないということである。

第４次産業革命に関連する課題は
今後急速に進展するが、このよう
な課題が基本的価値に絡む場合に
は、対応の調整が複雑になる可能
性がある。第４章（ウイルス化）
で、新たなバイオテクノロジーが
人類とテクノロジーの境界線をあ
いまいにしつつあることを論じて
いる。例えば、2018年終盤、遺伝
子編集ツールを使用して遺伝子を
操作された赤ちゃんが誕生したと
の発表があった。各国がこのよう
な研究の進路を自ら決定するか、
あるいはその代わりに、国際的制
限を課すために共有される倫理上

多様な価値の中で
共有される目標
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の原則をめぐり連携するかは、人
類の将来に関して重要な意味を持
つだろう。

移住と関税政策は、倫理的な問題
であるとともに、様々な国家利益
を条件とするもう１つの世界を巻
き込む問題である。しかしながら、
最も切迫している課題は、国際シ
ステムにおいて価値が果たす役割
の変化に関する試金石となってい
る人権によるものかもしれない。

地政学的緊張や競争が強まるにつ
れ、 人 権 が ま す ま す 政 治 問 題 に
なってきている6。この領域に現れ
てきている複雑な世界の姿－共有
価値に関する名ばかりの連携、解
釈や実施における際立った相違、
多 国 間 組 織 に 対 す る 断 片 的 ア プ
ローチ－は、国際システムにおい
て価値が果たす幅広い役割の縮図
である。楽観的なシナリオでは、
人権をめぐり明らかになっている
ような変化を、国家およびその他
のステークホルダーが物事を行う
より良い方法を見出す好機と見て
いる。しかしながら、価値の相違

政治指導者は、国際システムにお
け る 国 民 国 家 の 優 位 性 を ま す ま
す主張するようになっており、ま
た、国際協定や多国間組織から課
される国家の自治権に対する制約
を弱めることをますます求めるよ
うになっている。多国間主義の擁
護者は、このような分裂は盲点を
作り、世界的な安定性を損ない、
また、国際的な課題への対応力を
制限するリスクがあると指摘して
いる。

現在の多国間構造は、新興大国と
旧 大 国 の 双 方 か ら 批 判 さ れ て い
る。新興大国によっては、国際的
な機関や組織が第２次世界大戦後
のパワーバランスや価値により大
変強固に形成されており、その後
の 世 界 的 な 変 化 を 反 映 し て 進 化
を 遂 げ て い な い と い う 批 判 が あ
る7。経済的な視点で見れば、例
えば、1950年に米国が世界GDPの
27.2%を、中国が4.6%を占めてい
たが（購買力平価ベース）、2017
年 に こ れ ら の 数 値 は、 そ れ ぞ れ
15.3%、18.2%と な っ た8。 こ の よ
うな経済的な重心のシフトは、制
度上の変更を必要としている。一
方、旧大国によっては、多国間主
義は自らの行動の自由に対する高
くつく障壁になっているという批
判がある。

多国間主義は、数多くの方法で弱
体 化 に 追 い 込 ま れ る 可 能 性 が あ
る。国家は、協定や組織から脱退
し、総意を妨げるために介入し、
また、規範やルールの支持に選択
的アプローチを採用することがで
きる。多国間組織が、徐々に廃止

は、この状況において「より良い」
が意味するものに関して、連携す
ることさえ困難であることを意味
する。未来の衝撃の１つで概説さ
れ て い る よ う に（74ペ ー ジ を 参
照）、国家が自らの自治権を制限
する概念－および組織－を捨てた
だけで、転換点に達したと考える
ことができる。

脅威に晒される
多国間主義
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REUTERS/Edgar Su

または無視の方向に向かう可能性
もある。おそらく、多国間システ
ムの結束力は、新たな並列構造の
創出により弱体化の一途をたどる
かもしれないが、組織的な密度の
向上が、このシステムのレジリエ
ンス（復元力）を強化することも
あり得る。

国際紛争の解決は特に懸念される
領域であり、これまで特に貿易と
の関連で明白になっている。例え
ば、WTO上級委員会の新たな委員
の任命が引き続き妨げられれば、
2019年12月には、有効な裁定を発
するために十分な数の委員が主要
な紛争解決パネルにいなくなり、
このパネルは機能を停止せざるを
得なくなるだろう9。

紛争の解決は国際取引を実施する

上で不可欠な部分であるが、シス
テムはすでに変化しつつある。つ
まり、その重心が欧米からアジア
にシフトしているのだ。例えば、
2017年終盤に、中国国際経済貿易
仲裁委員会（China International 
Economic and Trade Arbitration 
Commission ／ CIETAC） が 自 ら
国 際 仲 裁 規 則 を 初 め て 導 入 し て
お り、 ま た、2018年 中 盤 に、 中
国 は、 一 帯 一 路 構 想 に 関 連 す る
商 事 紛 争 を 扱 う た め の ２ つ の 新
た な 国 際 法 廷 を 設 立 し た10。 多
く の 国 々 で、 投 資 家 対 国 家 の 紛
争解決（Investor‐State Dispute 
Settlement ／ ISDS）手続（海外
投資家が、自らが投資を行った国
の現地法的枠組みではなく、国際
的仲裁プロセスに依拠することを
可能とするもの）をめぐる議論が
拡大している11。地政学的競争や

貿易はますます多極化し、多様な
概念が存在するようになっている
世界のあらゆるところから影響を
受けやすい、これまで最も明確に
出ている分野である。中国と米国
の間の貿易関係が2018年中に急速
に悪化した。2018年12月には前向
きな兆候があり、関係正常化への
期待が高まっているが、それまで
の悪化のペースは、この分野でリ
スクがどれほど早く具現化し高ま
るかを示している。

価値の多様化により国際的な信頼
が損なわれた場合、相互に容認で
きる紛争解決メカニズムがますま
す複雑になるかもしれない。

分裂は、盲点を作り、世界的な安定性を損ない、
また、対応力を制限するリスクがある

貿易関係の悪化
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2018年 の 初 め に、 米 国 国 際 貿 易
委員会の勧告を受けて12、トラン
プ大統領は、ソーラーパネルの輸
入（合計85億米ドル）および洗濯
機の輸入（18億米ドル）に対する
「セーフガード（緊急輸入制限）
関税」－ 2001年以降この規定が
使用されたのは初めて－を発動さ
せた。米国は、後日、関税の上乗
せを課した鉄鋼およびアルミの輸
入が、その理由に国家安全保障を
挙げた。また、上述のソーラーパ
ネル、洗濯機そして鉄鋼・アルミ
については、追加関税の背景に知
的財産および技術情報に関する紛
争の存在を言及した13。このよう
な米国の措置は中国の対抗措置を
誘発し、両国間のすべての商品取
引が対象となる恐れが間もなく生
じた14。

貿易をめぐる緊張の激化によって
発生し得るコストは、国際通貨基
金（IMF）が、2018年と2019年の
世界経済の成長予測を0.2パーセン
トポイント下方修正した2018年10
月に明らかになった。IMFは、米
国の成長が昨年の2.9%から2019年
の2.4%へ、中国の成長が6.6%から
6.2%へ減速すると予測している。

世界経済の成長の減速は、すでに
金利の上昇に表れており、また、
国内の政治的圧力に見舞われてい
るところもある開発途上国への逆
風を強めることになる。９月に米
国の債券利回りが上昇したことで
神経質になった投資家が、新興市
場の株式を弱気市場入りさせた15。

大国を相互利益関係に組み入れる
こ と に よ り 地 政 学 リ ス ク を 低 減
させる手段と長く見られていた経
済政策は、今や、戦略的競争の道
具と見られることが多くなってい
る。例えば、米国商務省の戦略計
画（2018 ～ 2022年 ） で は、「 経
済 安 全 保 障 は 国 家 安 全 保 障 で あ
る」とされている16。昨年、悪化
した米中間の膠着状態について、
両当事者ともに、相手方が両国間
の関係を損なっていると非難した
が17 18、国内の政治要因が必ずし
も常に両国間の妥協に資するわけ
ではなかった。現在の両国の関係
を考えると、保護主義的措置の急
速な展開を無視することはできな
いが、より基本的な課題について
警告しているアナリストもいる。

2018年 に 世 界 貿 易 の 状 況 が 悪 化

し た の は、 競 合 国 間 だ け で は な
かった。米国の同盟国との貿易関
係も、不測のボラティリティを経
験した。６月の主要７カ国首脳会
議の前に、米国は、欧州連合、カ
ナダ、メキシコ等からの鉄鋼およ
びアルミの輸入に追加関税を課し
た19。特に米国と欧州連合の間に
は、威嚇と対抗措置が続いた。例
えば、トランプ大統領は欧州連合
からの自動車の輸入に20%の関税
を課すと発言し、欧州委員会は、
商品輸出全体の約５分の１に相当
する2,940億米ドルにのぼる世界
的対抗措置を示唆した20。不確実
性が、すでに一部、米中間の貿易
摩擦の圧力を受けていたヨーロッ
パ自動車市場を緊張させた21。幾
分かの関係改善において、７月、
トランプ大統領とジャン＝クロー
ド・ ユ ン ケ ル 欧 州 委 員 会 委 員 長
は、双方の関税の削減に向けて取
り組むことに合意した。また、10
月には、米国、メキシコおよびカ
ナダ間のNAFTAに代わる貿易協定
の 改 定、USMCA（ 米 国・ メ キ シ
コ・カナダ協定）が発表された22。

2018年 に 警 告 さ れ、 ま た は 実 際
に課された貿易制限のうち、注目

米国商務省の戦略計画では、
「経済安全保障は国家安全保障である」とされている
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されるほぼ全ては、物的商品の輸
出入に関連している。しかし、国
際貿易のうち、サービス、特にデ
ジタルサービスの占める割合が増
加している。デジタルの流れは経
済的重要性を増しており、このこ
とは、データが収集された国以外
に存在する会社のサーバーではな

く、データが収集された国でデー
タを保管することを企業に要求す
る デ ー タ・ ロ ー カ ラ イ ゼ ー シ ョ
ン規制についても同様である23。
ロ ー カ ラ イ ゼ ー シ ョ ン の ル ー ル
は、プライバシーや知的財産から
国家安全保障、治安維持および税
に至るまで、多くの根拠に基づき

REUTERS/Yannis Behrakis

正 当 化 さ れ て き た。 し か し な が
ら、データの流れを制限すること
について政府が示すそのような理
由は、国境を越えるデジタル取引
を禁止するための保護主義を推進
するための口実であることが多い
という批判がある24。
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米国も、2018年、半導体や電気通
信を含む27分野への投資に関する
審査を改善するための法令を導入
した33。2017年、インドは、事業
に関する外国企業向けの規則を強
化した34。オーストラリアは、近
年、対内投資規則の強化を繰り返
しており、2018年に電力インフラ
および農地への投資制限の強化を
発表した35。

中国は、非常に異なる出発点から
であるが、別の方向に向かってい
る。経済協力開発機構（OECD）
の デ ー タ に よ れ ば、 中 国 は、 近
年、FDIに対する制限を大きく緩
和しているものの、それでも依然
世 界 で 最 も 制 限 の 多 い 国 の １ つ

海外直接投資（FDI）における昨
年の変化は、おそらく、貿易の緊
張よりも更に著しいものがある。
『グローバルリスク報告書（2018
年版）』において論じたように、
対外投資は、地政学的な立ち位置
に依る度合いが増してきている。
その結果、国内向け投資に対する
警戒が増大しつつある。FDIは、貿
易の流れとは異なる経済的事実を
現場にもたらすため、拡大しつつ
ある地経学的な競争が、成長に数
年を要し解決にさらに数年を要す
緊張の種をまく可能性のある領域
である。特に欧米諸国が、戦略的
分野、なかでも新興テクノロジー
に対する投資を制限するための権
限を強化しており、貿易と同様、
投資におけるグローバル化が部分
的に巻き戻される可能性が高まっ
ている。

2018年 ８ 月、 ド イ ツ 政 府 は、 外
国からの投資を制限することので
きる基準値を下げることを発表し
た25。ドイツ政府は、以前は、エ
ネルギー・インフラ企業が買収さ
れることを防ぐために、国有銀行
が当該会社の持ち分の20%を取得
するよう指導していた26。これは、
ヨーロッパの政府が対内投資の制
限を求めた最初の事例ではない。
悪 名 高 い 話 で あ る が、 フ ラ ン ス
は、2005年にペプシコ社による乳
製品企業ダノン社の買収提案を受
け流した27。当時のドミニク＝ド・

ビルパン首相は、世界的競争力の
基礎として「経済愛国主義」を称
えた28。このような表現は、当時、
反発を招いたが、現在、ヨーロッ
パの警戒心は米国による買収でな
く中国に向けられているものの、
今も共鳴している。

このような警戒心は、ドイツの最
先端技術系企業クーカが2016年に
中国企業により買収されて以降、
強まっている。2018年、英国は、
外国資本による買収を制限する政
府権限を強化する120ページに及
ぶ政策提案を発表した29。また、
フランスも、外国資本による買収
について大臣の事前承認を必要と
する分野の数を増加させる法案を
発表した30。技術系企業の重要性
が経済的な側面を越えているため
（多くの新たなテクノロジーの用
途の二重性により、買収が国家安
全保障上の意味を持つ可能性があ
る）、かかる企業への投資に関す
る審査が特に重視されている31。

28のEU加 盟 国 の う ち12カ 国 し
か、EU企 業 に 対 す るEU外 か ら の
投資を審査するメカニズムを有し
て い な い た め、2017年12月、 欧
州委員会は、そのような投資を管
理するためのEU規模の措置を提案
し た。EUが 懸 念 す る １ つ の 理 由
は、多くの決定に加盟国の全員一
致が必要とされているため、個々
の加盟国における外国資本の影響
力に対し脆弱になっていることで
あ る。2018年 ９ 月、 ジ ャ ン ＝ ク
ロード・ユンケル欧州委員会委員
長は、欧州連合において、全員一

致に代わる適格な多数決投票によ
り、より多くの対外政策に関する
決定がなされることを求めた32。

図2.2： 市場開放？
OECDのFDI制限性指数

（０=開放、１=閉鎖）

出典： Organisation for Economic Co-
operation and Development (OECD).
https://data.oecd.org/fdi/fdi-restrictiveness.
htm
注：この指数は、次の主な４種類のFDIに対する
制限を対象としている。外国持ち分に対する制
限、差別的な審査または承認に関するメカニズ
ム、主要な外国人材に関する制限、営業に対す
る制限

中国

米国

OECD

投資をめぐる緊張
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図2.3：減少
世界におけるFDIの国内への流れ

（10億米ドル）

出典： Organisation for Economic Co-
operation and Development (OECD). http://
www.oecd.org/investment/statistics.htm

で あ る（ 図2.2を 参 照 ）36。2018
年、中国は、外国企業による投資
が禁止される、あるいは中国企業
との合弁事業の一部としてのみ営
業が認められる分野の「ネガティ
ブリスト」の更なる削減を発表し
たが37、外国投資家が利益を生む
であろう多くの分野が依然として
リストに記載され続けている38。
貿易と同様に、国境を越える投資
の流れをめぐる情勢の悪化が続け
ば、世界の経済成長が妨げられ、
経済と地政学的な緊張が相互に悪
化する悪循環が生じるおそれがあ

る。他のマクロ経済指標が強いに
もかかわらず、データは、2017年
におけるFDIの急激な減少をすで
に示している。このような傾向は
2018年上半期も継続した（図2.3
参照）39。

このような状態が続けば、多くの
国々－特に弱小国－が、成長のた

めに投資を確保するか、財政規律
と戦略的独立を維持するかの苦痛
に満ちた選択を強いられることに
なろう。
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理知と感情
グローバルリスクの
人間的な側面



『グローバルリスク報告書』は、圧力にさらされてい
るシステム、世界が直面する課題にもはや適合してい
ない機関、政策や運用の悪影響といった構造的問題を
取り上げる傾向がある。このような問題はすべて、心
理的および感情的な緊張から相当数の犠牲者を生むこ
とになる。

このことは、通常、あからさまには触れられないが、
一層の注意に値することである。なぜなら、心理的お
よび感情的な充足度の低下がそれ自体、リスクである
にとどまらず、とりわけ社会の結束や政治に対する影
響を通して、より広いグローバルリスクとして影響を
与えるためである。
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本章では、このようなグローバル
リスクの人間的な側面に明確に
焦点を当てる。最初の２つのセク
ションで考察するように、今の世
界は、多くの人間にとってますま
す不安で、不幸で、孤独な世界に
なっている。怒りが増し、共感が
低下しているように見受けられ
る。本章では、３つの領域－社
会、テクノロジーおよび仕事－に
おける複雑な変化の結果を精査す
る。共通するテーマは、心理的ス
トレスが、不確実な事柄に直面し
ても制御できないという感情に関
連しているということである1。

ギャラップ社は、毎年、世界の感
情状態に関する大規模な調査を
実施している。2017年には145カ
国以上154,000人の回答者に対し
て、調査の前日に様々なポジティ
ブな経験をしたか、あるいはネガ
ティブな経験をしたかを尋ねてい
る。全般的に、ポジティブな経験
（微笑み、尊敬、学びなど）がネ
ガティブな経験（苦痛、心配、悲
しみなど）を上回っているのは安
心材料であるものの、最近の傾向
値は懸念されるものである。

図3.1のグラフに示されているよ
うに、ポジティブ経験指数（５つ
のポジティブな経験の複合測定尺
度）は、この調査が始まった2006
年以降、比較的安定している。一
方、ネガティブ経験指数は過去5
年間で急上昇している。2017年の
調査では、10人のうち４人近くが
前日に多くの心配事やストレスを
経験、10人のうち３人が多くの身
体的苦痛を経験、また、10人のう
ち２人が多くの怒りを経験と回答
した2。

怒りは、ギャラップ社のネガティ
ブな経験のうちで依然として最も
頻度が低いものであるが、一般的
に、時代精神を定義する感情とさ
れている。「相互の憎しみのすさ
まじい増大」に注目して、現在は
「怒りの時代」であると言う者も
いる3。大衆の怒りは、統合し加速
する力になり得る－アラブの春に
絡む十年間の初期には見られた希
望－と考えられる一方で4、それ以
降、政治的分裂と社会的侵食の原
因と見られることが多くなってい
る。

米国の世論調査担当者は、敵対す
る政治集団が以前はお互いにフラ
ストレーションを表していた場面
で、現在は、恐れや怒りを表して
いると記録している5。ある調査
では、回答者の３分の１近くが、
2016年の大統領選挙について家族
や友人と話すのをやめたことを報
告した6。別の調査では、アメリカ
人の68%が少なくとも１日に１回

は怒ると回答し、また、女性が、
中流階級が上流層や貧困層と比較
してより多く怒るように、自分が
男性よりも多く怒ると回答した7。

怒りは、長らく地位の喪失と関連
づけられてきた8。最近の調査で
は、集団のアイデンティティとも
強い結びつきのあることが示され
ている9。リスクは、このような
組合せが怒りによる二極化－多く
の国々においてますます一般的と
なっている政治の特徴－を生むこ

出典： Gallup 2018 Global Emotions Report.
https://www.gallup.com/analytics/241961/
gallup-global-emotions-report-2018.aspx

注：上記の２つの指数のスコアは、1から100ま
でである。ポジティブ経験指数のスコアが高い
ほど、より多くのポジティブな経験をしているこ
とを示している。ネガティブ経験指数について
は、より多くのネガティブな経験をしていること
を示している。

ネガティブ経験指数

ポジティブ経験指数

図3.1：E感情面の低下

の人々が
精神疾患に

かかっていると
推定されている

億

怒りの時代
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ネ ガ テ ィ ブ な 経 験 の 増 加 と い う
ギャラップ社の見立ては、うつ病
と 不 安 障 害 が1990年 か ら2013年
の間にそれぞれ54%、42%増えて
いるという世界保健機関のデータ
と一致している11。この２つは、
世界の疾病負荷の中でそれぞれ第
２位と第７位に位置づけられてお
り、また、上位20の疾患のうち５
つが精神疾患である12。全世界で
７億人が精神疾患にかかっている
と推定されている13。

すべてのデータが、メンタルヘル
ス上の問題の蔓延を裏づけている
わけではないが、特に現在の若者
世代でメンタルヘルスの不調を抱
える者が著しく増えていることを
示す兆候がある。例えば、米国の
総人口に占めるうつ病患者の割合
は、2005年 の6.6%か ら2015年 の
7.3%に増加したが、このような増
加は12 ～ 17歳において、5.7%か
ら12.7%へとより急激な変化を見
せている14。ある研究では、2007
年の米国の学生について、標準化

された調査票上で精神病理学的症
状を報告したものが、1938年の学
生と比較して５～８倍になってい
ることが分かった。このような傾
向は米国の少女において特に顕著
であり、５人のうち１人が、2016
年の前年に大うつ病性障害を経験
していた15。診断基準の緩和に関
する懸念が高まっているが、行動
の結果同じ方向を示している。10
～ 14歳の少女の自傷癖の割合は、
2009年 か ら2015年 の 間 に ほ ぼ ３
倍になっており、15 ～ 19歳の自
殺率も、同期間に59%増加してい
る16。

記録されている精神疾患の患者の
割合は、不安障害の生涯有病率が
中 国 で4.8%、 米 国 で31%で あ る
ように、西側諸国においてより高
い。このことの説明として、報告
バイアスや方法論的要因、貧困状
況においては、精神的苦痛が診断
上の異常というよりは生活で予期
さ れ る も の と み な さ れ る 可 能 性
が 高 い こ と な ど が 挙 げ ら れ て い
る17。それでも、低所得国で精神
疾患を患う人々は深刻な困窮に直
面する可能性がある。28カ国に及
ぶ研究で、85%に上る治療上の隔
たりがあることが分かっている18。

豊かな国々では、富が充足度に与
え る 影 響 は 複 雑 で あ る。 不 安 障
害の蔓延度は、低所得層において
より高い。しかし、金銭に対する
姿勢も重要なポイントである。研
究者は、充足度の低下を、内発的
動機付け（共同体感情や帰属に関

とである。以下のテクノロジーの
セクションで更に考察されている
ように、近年、伝統的かつ横断的
な社会のつながりを侵食している
「社会的選別」の過程が、集団の
アイデンティティを強固にしてい
る10。

連している）から外発的動機付け
（金銭的成功や社会的地位に関連
している）への社会の変化と結び
付けている19。このことは、各世
代 間 で 顕 著 で あ る。 た と え ば、
ある米国の研究で、18 ～ 25歳の
81%が、裕福になることが自分の
世代の第１または第２の目標であ
ると回答している（26 ～ 39歳で
は62%）20。もう１つの重要な世
代間パターンは、生活の質を高め
る期待感に関連していた。図3.2に
示されているように、若者が、自
分の生活が両親のものと比較して
今後どのようになると認識してい
るかは、国により大きな相違があ
る。中国では調査回答者の５%し

敵対する政治集
団が、以前は、
互いにフラスト
レーションを露
わにしていた場
面で、現在は、
恐れや怒りを露
わにしている。

メンタルヘルスの
世界的な傾向
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ネガティブな経験が増えるこのよ
うなパターンの要因は何か。社会
的なストレスが、考えられる第１
の潜在的要因である。暴力を伴う
紛争が、依然として感情的および
心理的苦痛の最も強い原因の１つ
で あ る。 こ れ に つ い て は、 図3.3

同じことが、他の種類の暴力につ
いても言える。殺人の蔓延は、そ
れが治安全般に影響を与えること
から、特に重要である24。世界に
お け る 発 生 率 は、 こ の10年 間、
2016年にわずかに上昇するという
ところまでは低下しているが25、
地 域 に よ っ て 影 響 度 が 非 常 に 異
なっている。例えば、世界人口の
８%を占めるラテンアメリカでの
殺人は33%を占めている26。「親し
いパートナーによる暴力」には、
同様の傾向があてはまらないもの
の、世界保健機関は、全世界の約
30%の女性が生涯のうちにこのよ
うな暴力を経験し、これがうつ病
のリスクを２倍にしていると推定
し て い る27。2017年 に は 毎 日137
人の女性が、親しいパートナーま
たは家族により殺害された28。

貧 困 生 活 を 送 る 世 界 人 口 の 割 合
は、この数十年で著しく減少し、
物質的そして精神的充足度に対す
る主な脅威の１つを緩和している
が29、世界人口の増加は、貧困生
活を送る者の絶対数が依然として

「今後、両親の世代よりも良い生活を送ると思いますか、それとも悪い生活
を送ると思いますか？」（全回答者に占める割合（%））

出典： Ipsos Global Trends, 2016. https://www.ipsosglobaltrends.com/life-better-or-worse-than_
parents/

悪くなる 良くなる

か両親の生活より悪くなると予想
していないのに対し、米国や英国
では30%が、フランスでは60%近
くが悪くなると予想している21。

に示されているように20世紀中頃
以降、紛争関連死が急激に減少し
ているため、客観性を欠くおそれ
がある。しかしながら同図に示さ
れているように、紛争の数は1990
年代初めの最高値近くになってお
り、近年増加している22。大量死
を伴う紛争ではないが、これらの
紛争は明らかに、特にアフリカや
中 東、 南 ア ジ ア の 非 常 に 多 く の
人々にとって感情的および心理的
苦痛の原因になっている23。

暴力、貧困
および孤独



人口100万人当たりの戦闘による死者
（1946～2016年）

紛争の数（1946～2016年）

図3.3：紛争と死
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出典： Uppsala Conflict Data Program.
http://ucdp.uu.se/; Max Roser, “War and 
Peace”, 2018. https://ourworldindata.org/
warand-peace.

極 め て 大 き い こ と を 意 味 す る。
2015年 に は、 １ 日 当 た り1.90米
ド ル 未 満 で 生 活 す る 人 々 が ７ 億
3,600万人存在しており、サハラ以
南アフリカ地域、中東および北ア
フリカで該当する人数が増えてい
る30。また、高所得国においても、
所得と豊かさの格差－我々の今年
の調査におけるグローバルリスク
展望の要因の第４位－が、メンタ
ルヘルス上の問題の増加に結び付
いている31。

第３の社会的なストレス要因は、
孤独である。これは、特に、世帯

構造が大きく変化している欧米に
おいて増加している。研究者は、
現在の単身者の割合は「歴史上、
全く前例がない」ものであるとし
ている32。英国の単身世帯の平均
的 割 合 は、 産 業 革 命 前 の 地 域 に
お け る 約 ５%か ら、1960年 代 に
17%、2011年 に は31%に 増 加 し
た。 同 様 の 数 値 が、 ド イ ツ や 日
本、オランダ、米国において記録
されている。

多くの首都におけるいわゆる「お
ひとりさま」（単身者）の割合は、
例えばパリで50%、ストックホル
ムで60%と更に高い。マンハッタ
ン中心部の世帯の94%は単身者で
ある。研究者は、都市化が小規模
な農村社会と比較して家族等の絆
を弱める可能性があると主張して
いるが33、このことは高所得国で
明らかにメンタルヘルス上の問題
がより蔓延していることの説明を
後押しするものになるだろう34。
都市化に関連する心理的緊張の痕
跡は、新興経済国にも見られる。
中 国 で は1980年 か ら2014年 の 間
に農村人口が80.6%から45.2%に激
減したが35、都市への流入者と彼
らが離れた農村社会の双方におい
て孤独の度合いが上がっているこ
とが調査で明らかになっている36。

英 国 の 最 新 の 公 式 デ ー タ は、
時 々、 頻 繁 に、 ま た は 常 に 孤 独
を感じる人々の割合が、2014 ～
2016年 の 平 均17%か ら2017年 に
は22%に増加したことを示してい
る37。孤独を感じていない人々の
割合は、同じ期間に33%から23%

に 減 少 し た。 米 国 の あ る 研 究 で
は、人々が何人の親友を持ってい
るかを調査した。平均値は、1985
年の2.9人から2004年の2.1人に減
少 し、 親 友 が い な い と 回 答 し た
人々の割合が同じ期間に３倍にな
り、振り幅が広い回答となった38。

自 分 が 孤 独 で あ る と 考 え る 人 々
が、孤独ではない人々と同程度の
社会関係資本を有していることを
研究が示している39。孤独に結び
つ け ら れ る 行 動 パ タ ー ン の １ つ
は、質の悪い睡眠であり、これは
個人の幅広いレジリエンス（復元
力）に波及して影響を与える40。
孤独が増殖していることによって
起こり得る社会的影響が要注意の
問題として認識され始めている。
そこで、2018年初頭、英国は、孤
独を政府の大臣の権限事項に加え
た。

の女性が
生涯のうちに

「親しいパートナー
による暴力」を経験
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最新のある研究で、米国の調査回
答者の58%、英国の回答者の50%
が、孤独や社会的孤立の主な原因
と し て テ ク ノ ロ ジ ー を 挙 げ て い
る41。しかしながら、同じ調査で、
ソ ー シ ャ ル メ デ ィ ア が、 人 々 が
「意味のある方法で他者と繋がる」
ことを容易にするものと考えられ
ていること、また、孤独を感じる
と回答した人が他者よりソーシャ
ルメディアを利用する可能性が必
ずしも高いわけではないことが分
かった。このような結果は、テク
ノロジーの変化が個人の充足度に
影響を与える態様に関する不確実
性を例示している。テクノロジー
の変化は常にストレス要因となる
が、現在の変化の波－第４次産業
革命－は、人間とテクノロジーの
間の境界線のあいまいさによって
定義されるものである。

例 え ば、 デ ジ タ ル 技 術 の 中 毒 性
を め ぐ り 議 論 が 巻 き 起 こ っ て い
る42。2018年 中 頃 の 英 国 の 調 査
で、人々が平均して１週間当たり
24時 間（2011年 の ２ 倍 以 上 ） を
インターネットに接続しているこ
とが分かった43。まだ実証例は少
ないが、１人の権威ある内分泌科
医 に よ れ ば、 喜 び を 感 じ さ せ る
ドーパミンを刺激し同じ効果を得
るには使用量を増やす必要もある
という点で、デジタル技術を常習
性薬物になぞらえている44。多く
のビジネスモデルは、ユーザーの

注意を引きつけ維持するという点
で新たなテクノロジーが持つ効果
的な機能に依存しており、企業に
よっては、ドーパミンのもたらす
行動への影響を活用し、企業の専
門性を市場に売り込むことさえし
ている45。しかしながら、中毒性
については、心配のしすぎ、また
は、誇張であると主張する者もい
る46。例えば、英国の調査で、人々
がインターネットに接続している
時間はテレビを見ている時間より
も依然として短いことが分かった。

幼児の発達に着目している研究者
は、依存よりも「機能障害」のリ
スクを懸念している。例えば、「集
中、 優 先 順 位 付 け お よ び 一 時 的
な衝動の抑制学習」能力といった
後々の発達の基礎となる要素をも
つ対人相互作用がデジタル技術に
よって遮断されてしまう可能性で
ある47。現在、米国小児科学会は、
18カ月以下の子供はビデオチャッ

トのためにのみ画面を利用するこ
と、５歳以下の子供には「質の高
い」プログラムを１時間程度両親
と一緒に見るという制限を勧奨し
ている48。

青年について50万人以上の米国の
学生に関する研究で、スポーツや
人との対話、家庭学習、印刷物、
礼拝といった非デジタル活動に比
較して、デジタル媒体により多く
の時間を費やす者はメンタルヘル
ス上の問題を訴える可能性が高い
ことが分かった49。評論家はこの
ような結果に対し、特に画面を見
る適切な時間について異議を唱え
ている。彼らは、画面を見る時間
が長くても、例えば朝食を摂らな
い、あるいは十分な睡眠を取らな
いといったことと比較しても、依
然としてその影響は小さいことを
も主張している50。

も う １ つ の 起 こ り 得 る 懸 念 事 項

テクノロジー、
依存および共感
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は、テクノロジーが共感（人の立
場になって考える能力）の低下を
も た ら す と い う こ と で あ る。 米
国 の 学 生 を 対 象 に し た あ る 研 究
で、 共 感 の レ ベ ル が、1979年 か
ら2009年 の 間 に48%低 下 し た こ
とが明らかになったが51、この理
由に関する説明については、パソ
コン等のテクノロジーの利用の増
加以外のものには、物質主義の高
まり、躾の変化といったことがあ
り得る。個人を結束の強い下位集
団に定着させることによって、い
かにしてデジタル・エコーチェン
バー現象が社会横断的な共感を弱
め得るのかという論争になること
が多い。

オ ン ラ イ ン デ ー ト・ プ ラ ッ ト
フ ォ ー ム と い っ た 他 の テ ク ノ ロ
ジーも、一定の役割を果たしてい
る。これについては、選別やマッ
チングの過程によって、横断的な
社会の結びつきが低下することを

REUTERS/Juan Medina

研究者が見出している52。

テクノロジーと共感の関係性は、
特別な意味合いがあると見られ、
インターネット上の繋がりは共感
を呼ぶものである可能性があるも
のの、その効果は、現実世界の相
互作用よりも６倍弱いことを研究
が示している53。バーチャルリア
リティ（VR）技術が「共感の原動
力」になると考える者がいる54。
一方で、例えば現在のオンライン
ゲームは、共感に対しマイナスに
作用すると主張する者もおり55、
同様のゲームにさらに没頭させる
VR版は、マイナス効果を高くして
しまうかもしれない。感情に反応
するロボットが、特に介護関連に
おいて、孤独に対処できる可能性
があると言う者もいる。しかし、
これには起こり得るリスクが伴っ
ており、我々は、未来の衝撃（73
ページ）で起こり得る危険につい
て考察している56。

テ ク ノ ロ ジ ー お よ び 社 会 の 変 化
は、職場における急速な変化と結
びついており、職場で起こること
は、 感 情 的 お よ び 心 理 的 充 足 度
に影響を与える可能性がある57。
155カ国のフルタイム従業員に対
する調査によれば、「自分の仕事
を積極的にこなし、熱意をもって
従事をしている」と感じていたの
は15%のみであった58。このよう
な「誇り」を持って仕事をしてい
る者の割合は、米国における33%
から東アジアのわずか６%までば
らつきがあるが、研究者はこれを
働 き 過 ぎ の 結 果 で あ る と し て い
る。世界を見渡せば、より高い割
合－ 18% －の従業員が、「怒って
おり、不満を態度で示している」
と定義され、積極的に自分を仕事
から切り離していることが分かっ
た59。

多くの労働者にとって、最近の顕
著 な 変 化 は、 仕 事 と 日 常 生 活 を
分ける境界線があいまいになって
いることである60。仕事関連の電
子メールが、本来の労働時間が始
まるずっと前に送られてくること
が多く、仕事が終わった後も同様
である。多くの世帯が複数の仕事
を、 育 児 や ス ト レ ス に 満 ち た 通
勤、年老いた両親の介護とともに
こなしている。仕事で成功するた
めに最も重要なこととして、ワー
クライフバランスを保つ能力を挙

自動化、監視および
職場のストレス
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げる従業員が増えている61。ある
研 究 に よ れ ば、 米 国 の 労 働 者 の
50%が「仕事でしょっちゅう、あ
るいはいつも疲れ果てている」と
しており、この割合はこの20年間
で３分の１近く増加している62。
別の研究で、英国の労働者に職場
における主なストレス要因を尋ね
たところ、半数が、非現実的な時
間 制 約 お よ び 要 求 を 挙 げ た。 同
じ 研 究 か ら、 従 業 員 が、 職 場 の
変 化 に つ い て の 話 し 合 い の 欠 如
（31%）、自分の仕事に関する制
御の欠如（27%）に懸念を示して
いることが報告されている63。

自動化は、長らく職場における混
乱 の 原 因 で あ っ た。 自 動 化 は、
非 常 に 多 く の 従 業 員 が バ リ ュ ー
チェーンを高め、単調で危険な業
務から逃れることを可能とした。
しかしながら、1959年に遡るが、
世 界 保 健 機 関 は 自 動 化 だ け で な
く、自動化の見込みによる心理的
な悪影響も指摘していた64。2018
年に発表された研究では、米国に
おいて、自動化により影響を受け
る可能性が10%高まると、身体的
健康および精神的健康がそれぞれ
0.8%、0.6%減少することとの関連
が示された65。

テクノロジーは、雇用主が労働者
を 監 視 す る こ と も 容 易 に し て お
り、このことが促進する「あらか
じめの順応」の度合いが、自動化
に代わる形に達すると示唆する者

もいる66。自動化と監視への懸念
が最も顕著な分野の１つは、オン
ライン小売である。生産性目標に
関する多くの報告書が指し示す倉
庫業の効率性のレベルが労働者の
身体的および心理的緊張を招いて
いる。しかしながら、職場の監視
は、労働者がそれを不信の表れと
認識する場合、実際には成果を減
少させかねない67。監視によるプ
ライバシーの喪失は、同様の影響
が想定される。例えば、中国の工
場での実験で、カーテンによって
監視されなかった労働者の生産性
が、 他 の 同 僚 よ り も10 ～ 15%高
かったことが分かった68。逆に、
従業員による窃盗を防ぐために監
視を利用していた米国のレストラ
ンでの実験では、１週間当たりの
収益に大幅な増加が記録されたも
の の、 こ れ は、 予 想 さ れ て い な
かった顧客サービス水準の改善の
結果として生じたものであった69。

労働の構造および社会における位
置 づ け に 関 す る 大 き な 変 化 は、
潜在的ストレスのもう１つの要因
である。雇用の確保および安定性
は、多くの先進経済国において低
下しており、実質所得の伸びもわ
ずかか、あるいは停滞している。
また、あまり先の見通しを立てる
こ と が で き な い「 ギ グ・ エ コ ノ
ミー」（インターネットを通じて
単発の仕事を受注する働き方）の
仕事が拡大している。一方、多く
の低所得国において、確実で安定

し た 雇 用 は 常 に 例 外 と な っ て お
り、例えば、サハラ以南アフリカ
地域における雇用の70%は、国際
労働機関により「脆弱」と分類さ
れている70。

職場においては、メンタルヘルス
上の問題の高まりが懸念となって
きている。英国の調査機関によれ
ば、全体の疾病関連の欠勤が2009
年から2017年の間に15%以上減少
している一方で、メンタルヘルス
上の問題に関連する欠勤は５%増
えていることが分かった71。もち
ろん、職場で記録されるすべての
メンタルヘルス上の問題が、職場
での問題によって引き起こされる
わけではないが、雇用主と規制当
局は、職場の状況が問題を引き起
こさないこと、あるいはそれを悪
化させないことを確保すべきであ
る。この英国の批評では、身体的
充足度だけでなく精神的充足度に
もより配慮するよう、安全衛生に
関する規定を改定することを勧奨
している。

19世紀に多くの工業国において、
身体的健康および安全に関する規
則と運用が労働そのものを作り変
えた。21世紀においては、精神的
健康および安全に関する規則と運
用が、ますます知識を必要とする
経済状況下の職場環境の適合性を
確保することにより、労働そのも
のを変える役割を果たす可能性が
ある。

どれほど法律や規則を以てしても、
共感の欠如を克服することはできない
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本章では、個人的な危害や苦痛の
増加をもたらす要因のいくつかに
焦点を当てた。本章では、社会、
テクノロジーおよび仕事でのトレ
ンドを考察したが、同様に、政治
的不安定から人口動態の変化、環
境破壊に至るまで、他の変化がい
かに充足度の低下に繋がっている
かを精査することもできただろう。

個人的な損害は、それ自体重要で
あ る が、 よ り 幅 広 い シ ス テ ミ ッ
クリスクや課題に発展する可能性

もある。例えば、巨大な経済コス
トがある。世界経済フォーラムと
ハーバード公衆衛生大学院の調査
に よ れ ば、2010年 に お け る 精 神
障がいによる世界経済に対する影
響は２兆５千億米ドルであり、間
接費用（生産性の損失、早期退職
など）が直接費用（診断や治療）
を概ね２対１の割合で上回ってい
た72。

経済リスク以外に、起こり得る政
治的および社会的影響がある。例
えば、怒りを増長している人々の
世界では、不安的な選挙結果が生
じ、また、社会不安リスクが上昇
する可能性が高い。共感が低下し
続ければ、いずれにせよ、社会に

よっては、このようなリスクが更
に 大 き く な っ て い く か も し れ な
い。すなわち、「共感は、リベラ
ルな状態を希求するすべての政治
システムを支えており ... どれほど
法律や規則を以てしても、共感の
欠如を克服することはできない」
ということである73。

近年、国際的に、テクノロジーを
利用した競合国に対する非難が繰
り返され、怒りによる分裂と二極
化が煽られている。このような感
情的および心理的な混乱が、外交
上、そして軍事上の深刻な事態さ
えももたらすことは想像に難くな
い。

充足度が
重要である理由
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急速な
広がり
生物学的リスクの変容



前章では、世界が今まさに直面する複数の変化がもた
らす感情的および心理的な影響を考察した。本章で
は、地球規模の変革により形成される一連の脅威であ
る生物学的病原体について考察する。我々の生活様式
の変化は、生物学的脅威の壊滅的な大流行が自然発生

するリスクを高めており、一方で、新興テクノロジー
は、意図的であれ偶然であれ、その創造と拡散をます
ます容易にしている。
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こ れ ま で、 自 然 発 生 し た 感 染 症
は、人間の行動パターンの変化に
より生じた好都合な条件に後押し
される場合も多かったが、健康、
経済および安全保障に対し極めて
大きな影響を与えてきた。エボラ
出血熱、MERS（中東呼吸器症候
群）、SARS（重症急性呼吸器症候
群）、ジカウイルス感染症、黄熱
病、毎年のインフルエンザの流行
と い っ た 様 々 な 脅 威 は 長 年 に わ
たって世界各地でニュースのヘッ
ドラインで取り上げられてきたこ
とにより、人々にとって聞き覚え
のある存在になっている。

疾病の大流行の頻度は、着実に増
加 し て い る。1980年 か ら2013年
の 間 に、4,400万 人 の 患 者 を 発 生
させ世界のすべての国々に影響を
与えた12,012件の大流行が記録さ
れている1。世界保健機関（WHO）
は、毎月7,000件の起こり得る大流
行の新たな兆候を追跡し、300件

世界は、ごく小さな生物学的な脅
威に対してさえ、備えは万全では
ない。我々は、個人の生活、社会
福利、経済活動および国家安全保
障において起こり得る巨大な影響
に対して脆弱である。革命的で新
しいバイオテクノロジーは奇跡的
な進歩を現実のものとしたが、監
視および制御という解決の難しい
課題も生み出している。進歩は、
従来型の脅威を楽観視させている
が、自然は依然として、甚大な被
害をもたらす世界的大流行を「改
変」する能力を有している。

以下のセクションで、生物学的リ
スクが自然界で、また研究室で進
化している様子を考察する。我々
は 重 大 な 局 面 に い る。 共 同 体 が
域内のことばかりに専念するよう
になると、無駄な混乱に見舞われ
る領域があるとすれば、それはグ
ロ ー バ ル ヘ ル ス の 安 全 保 障 で あ
る。しかしながら、新たなリスク
が出現するにつれ、重要な管理シ
ステムやプロトコルが侵食されつ
つあることを示す初期の兆候があ
る。

の再調査を行い、30件の研究を行
い、さらに10件の完全なリスク評
価を行っている。2018年６月、こ
れまでで初めて、WHOの「優先疾
病」リスト中の８つの疾病分類の
うちの６つの大流行があった。い
ずれかが大規模に拡大していた場
合、数千名の死者と大規模な世界
的混乱の発生の可能性があった2。
５つの主なトレンドが、このよう
な 大 流 行 の 頻 度 を 高 く す る 要 因
となっている。第１に、旅行や貿
易、 接 続 性 の 水 準 の 急 速 な 上 昇
は、大流行が遠隔地の村落から世
界中の都市へ36時間以内に移動す
る可能性のあることを意味する。
第２に、非衛生な状態であること
が多く人口密度の高い地域では、
感染症が都市での拡大をより容易
に し て い る。 今 や、 世 界 人 口 の
55%が都市で生活しており、この
割合は2050年までに68%に達する
と予測されている3。

第３に、森林伐採の増加が問題と
なっており、樹木で覆われた土地
は こ の20年 で 着 実 に 減 少し て お
り、このことは、エボラ出血熱、
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医学的大発見や公衆衛生システム
の 進 歩 に よ っ て、 感 染 症 の 大 流
行による疾病率や死亡率への影響
抑制を果たし、人間の健康への感
染症大流行の影響が減少しつつあ
る7。しかしながら、グローバル
化によって、感染症の大流行を要
因とした社会的および経済的影響
に対して世界はさらに脆弱さを見
せ て い る。2003年 のSARS大 流 行
は、 約8,000名 の 感 染 者 と774名
の死者をもたらし、世界経済に対
し推定500億米ドルの損失を与え
た8。2015年の韓国におけるMARS
大流行では、200名の感染者と38
名の死者と被害はある程度は抑え

られたものの、推定85億米ドルの
損失をもたらした9。
21世 紀 中 に 発 生 し 得 る 世 界 的 大
流行に関するある推計では、経済
的損失を年平均600億米ドルと見
積もっている10。損失生存年数の
帰属価値を含めた別の推計では、
世界的に大流行するインフルエン
ザによるものだけで年間の損失を
5,700億米ドル－気候変動と同じ
桁数－と見積もっている11。

多くの大流行が比較的貧しい国々
で 発 生 し て い る こ と を 考 慮 す る
と、絶対数としては少なく見える
経済的損失でさえ、関係諸国に深
刻な影響を与える可能性がある。
世界銀行は、2014 ～ 15年のエボ
ラ出血熱で最も影響を受けた３カ
国 － ギ ニ ア、 リ ベ リ ア、 シ エ ラ
レ オ ネ － が、 合 計22億 米 ド ル の
GDPの損失を被ったと推計してい
る12。しかしながら、関連する社
会的負担コスト－健康に対する直
接的影響および食糧安全保障や雇
用に対する間接的影響－を含める
と、この金額は530億米ドルに跳
ね上がる13。

最近の感染症大流行による死者数
が比較的少ない－ 1918年のスペ
イン風邪では5,000万人以上が死

ジカウイルス感染症、ニパウイル
ス感染症等の大流行の31%に関連
づけられている4。第４に、WHO
は、気候変動が、ジカウイルス感
染症やマラリア、デング熱といっ
た感染症の感染パターンを変化、
加速させる可能性を指摘している5。

最後に、強制退去がこの点で決定
的要素となる。貧困、紛争、迫害
あるいは緊急事態を問わず、大規
模な集団を新たな場所に移動させ
ることは、劣悪な条件下で行われ
ることが多いが、強制退去を強い
られる人々の生物学的脅威に対す
る脆弱性を増大させる。難民の間
では、原因が報告される死亡の60
～ 80%を、はしか、マラリア、下
痢および急性呼吸器感染症が占め
ている6。

亡した－のは、対抗措置が功を奏
している証拠と見なすことができ
る。ワクチンや抗ウイルス剤、抗
生物質が、大量死のリスクを大き
く低減している。しかし、2000年
以降の大流行に対するもう１つの
見方は、「大惨事の瀬戸際の繰り
返し」であり、これは、自己満足
ではなく警戒心を高めるべきだ14。

WHOは、このような自己満足に
対 し 警 鐘 を 鳴 ら し て い る。2015
年、WHOは、「優先疾病」リスト
を導入し、毎年見直している。こ
のリストの目的は、どの病原体が
次の大流行を引き起こす可能性が
最も高いのかを予測することでは
なく、どの疾病に対する研究およ
び開発を増やすことが最も必要か
に焦点を当てることである。2018
年、WHOは、 今 の と こ ろ ヒ ト に
感染しない疾病または非効率的に
しか感染しない疾病によるパンデ
ミックリスクに対し研究者の注意
を集中させるために、「疾病X」を
このリストに加えた。

優先疾病への取組みについては、

革命的で新しいバイオテクノロジーは
奇跡的な進歩を現実のものとしたが、
監視および制御という解決の難しい
課題をも生み出している

死者数の減少と
コストの増加

備えの隔たり
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エボラ出血熱に対する最初の有効
なワクチンが、５～ 10年の通常
の開発サイクルではなく、12カ月
で開発されたといった研究を基礎
にしている。他の主要疾病向けの
ワクチン開発の推定費用は、この
ような研究に現在充てられている
資金を大きく上回っている。2018
年のある研究は、WHOが以前重
き を 置 い て い た11種 の 各 感 染 症
のワクチン開発費用を、少なくと
も28 ～ 37億米ドルと見積もって
いる15。一方、ワクチン開発を調
整 し 資 金 供 給 を 行 う た め に2017
年に設立された感染症流行対策イ
ノベーション連合（The Coalition 
f o r  E p i d e m i c  P r e p a r e d n e s s 
Innovations ／ CEPI）が2021年ま
でに投資を約束している金額は、
10億米ドルに過ぎない16。

各国における基本的な備えの甘さ
は、 パ ン デ ミ ッ ク 対 応 に 重 大 な
障害となる。特に2014 ～ 16年の
エボラ出血熱の蔓延以降、進歩を
見せているものの、多くの国では
2007年に発効した拘束力ある規則
により、切迫した公衆衛生上の脅
威を発見し、評価し、報告し、お
よび対応する能力に最低限の国際
的基準は見い出せない17。このよ
うに、大流行が発生した場合、適
切な対応が欠如し、あるいは対応
が遅れる可能性があり、また、起
こり得る他の蔓延事象に対処する

合成生物学テクノロジーは、リス
ク の 展 望 を 変 容 さ せ る 可 能 性 を
含んでいる。見込まれる利益－化
学物質や医薬品、燃料、電子機器
の新たな生産方法－は大変大きい
が、最悪の事態を招くリスクも同
様にある。生命の基礎となる要素
を複製・変更するために必要なス
キ ル と 設 備 が 急 速 に 拡 散 し て い
る。科学の発達と市場の力に後押
しされ、DNA合成の費用は、ムー
アの法則よりも速く低下してきて
いる。かつては一流かつ資金力の
ある科学者しか近づけなかった有
力 な バ イ オ テ ク ノ ロ ジ ー の 領 域
に、世界中のより多くの人々が入
り込むようになっている20。最先
端のDNA合成施設は、もはや輸送
用コンテナほどの用地に建設でき
るようになっており、その上、小
型化が急速に進んでいる。酵素に
よるDNA合成が今や、卓上型装置
で実現できる21。こうした小型化
により、DNAを合成する施設と他
の生物学的研究を行う施設と区別
する外部的「特徴」はない。

リソースが不足する可能性がある。
パニックと放置のパターンは、パ
ンデミックへの備えに影響を与え
る傾向がある。あらゆる大規模な
流行の間およびその後に、指導者
たちは、備えに対する投資を増や
すことを迅速に求める。このよう
な呼びかけによって、実際に進歩
が見られることが多いが、大流行
の影響が薄れると、再び、放置が
始まり、新たな大流行が発生する
までそれが続く。新たな大流行が
発生すると、新たなパニックが爆
発的に生じ、不必要で高くつく可
能 性 の あ る 対 策 に 時 間 と エ ネ ル
ギーが浪費される可能性がある。
例えば、2014 ～ 16年のエボラ出
血熱の蔓延の間、WHOは、一般的
な旅行制限は不要だと助言をした
が、海外旅行に対して制限の課し
た事例が41件記録されている18。

生 物 学 的 リ ス ク に 対 応 す る 能 力
は、不注意によっても損なわれて
いる。抗生物質の誤用および乱用
は、これまでに発見された最も重
要な医学的対応策の１つの効果を
損ない続けている。同様に、ワク
チン規範の侵食は、根絶されたと
考えられていた古い生物学的脅威
の 復 活 を も た ら し て い る。 例 え
ば、赤ん坊や幼児、若者に深刻な
脅威をもたらす、はしかである。
ワクチンへの根拠なき安全上の懸
念からその接種率が低下している

ため、ヨーロッパ中ではしかが増
加している19。

2000年以降の大流行は、
「大惨事の瀬戸際の繰り返し」とされている

合成生物学が
リスクを増幅させる
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今 や、 少 数 精 鋭 の 研 究 チ ー ム で
も、重大な研究結果をもたらす可
能性のある実験が可能となってい
る。例えば2018年、カナダの研究
者グループは、馬痘ウイルスを合
成するためには10万米ドルの予算
で十分であることを実証した。馬
痘は人間に害をもたらさないが、
天然痘－ 1900年以降３億人の生
命を奪ったが、1980年に根絶され
た疾病－を引き起こす大痘瘡の近
縁種である。現在、天然痘ウイル
スの生きたサンプルは、より確実
に安全が確保されている米国とロ
シアの２施設にのみ存在している。

このカナダの研究チームは、馬痘
ウ イ ル ス の 合 成 プ ロ セ ス を 公 表
することにより、天然痘の合成に
対する障害を急速に低下させ、ま
た、天然痘が偶然に、あるいは意
図的に世界へ拡散されるリスクを
増加させた。この研究者たちは、
新たなワクチンを創成する潜在的
利益は自らの研究におけるリスク
よ り も 重 要 で あ る と 主 張 し て い
る22。

これは、類を見ないジレンマでは
ない。例えば、1918年のスペイン
風邪と季節性インフルエンザの致
死率は2.5%未満、0.1%未満である
ことと比較して、H5N1型インフ
ルエンザの致死率は50%超と圧倒
的である。H5N1ウイルスについ
ては、ヒトからヒトへ効率的に感
染しないこともあり、ヒトの症例
は稀である。もし仮に現状が変化
すれば、これまでよりも大きな世
界的大流行のリスクがもたらされ

る 可 能 性 が あ る。2011年、H5N1
の新たな変種に対して、より迅速
な対応を取ることを目的として、
H5N1の感染性に関する研究が行
わ れ た。 こ の 研 究 は 議 論 を 呼 ん
だ。 す な わ ち、 バ イ オ セ キ ュ リ
ティの専門家は、この研究が、感
染性の高いウイルスが偶然に、ま
たは意図的に配備された生物兵器
として、人間集団に拡散されるこ
とに繋がる可能性を懸念した23。

生物学的作用物質については、そ
の製造に当たってのリスクが認識
されており、また、特定の集団ま
たは住民を標的にすることが困難
であることもあり、興味を引く兵
器ではないというのが一般通念で
ある。しかし、これは油断が許さ
れる領域ではない。米国国防総省
が昨年、委託した報告では、「生
物学を利用して追求される可能性
がある悪意のある活動のリストは
ほとんど無限」であることが強調
されており、また、冷戦時代の物
理学と化学の進歩の重要性と比較
している24。

政 府 が 支 援 す る 生 物 兵 器 の 開
発 は、1975年 に 生 物 兵 器 禁 止
条約（The Biological Weapons 
Convention ／ BWC）が発効され
て以降、ほぼ中止されている。し
か し な が ら、BWCに は 弱 点 が あ
る。まず、財政的に苦しく、華美
ではない会議計画の維持にさえ苦

労している25。次に、条約の順守
を証明する唯一の仕組みは、毎年
の「信頼醸成措置」制度であるが、
どの年についても署名国の半数以
下 し か こ の 措 置 を 提 出 し て お ら
ず、３分の１は一度も提出してい
ない。第３は、BWCが最先端の研
究に対して限定的にしか適用され
ないことで、革命的な生物学的進
歩を考えるとますます大きな問題
である26。

国家主体に対する抑制が保証され
たとしても、悪意のある非国家主
体にとっては、生物兵器は依然と
して興味の的だ。微生物に関する
科学捜査の現状では、生物兵器に
よる攻撃の犯人を信頼可能な水準
で特定することは困難であり、ま
た、生物兵器による攻撃の影響は
予測しがたい。深刻なものとなる
可能性のある社会的および政治的
混乱が、死者や負傷者といった直
接的影響を悪化させる恐れがある。

見積もりや補てんが困難な資源を
必要とする他の種類のテロ攻撃と
比べて、生物兵器による破滅的攻
撃を実施するために必要な技術的
知識は、一旦習得すると反復して
利用することができる。このよう
な「再装填」能力は、影響の大き
い連続攻撃を可能にさせる。ある
専門家によれば、米国の9・11テ
ロ攻撃で明らかになった国家安全
保障上の脆弱性が、一連の「炭疽
菌入りの手紙」（その後の数週間
で５人の死者が出た）が明らかに
した脆弱性よりも小さかったこと
を意味する27。2018年６月、ドイ

意図的な攻撃
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ツ警察は生物兵器による攻撃の兆
候を傍受し、毒物リシン84ミリグ
ラムの発見が犯人逮捕につながっ
た28。

自然発生するパンデミックに有効
な 対 応 は、 意 図 し た 攻 撃 の 軍 事
的および政治的重要性ならびに信
頼できる管理枠組みの欠如を考慮
すると、意図的な攻撃に対しては
それほど効果的でないかもしれな
い29。例えば、国家は、後続の攻
撃により自国が影響を受けるリス
クを認めた場合には、他国を支援
するために資源と人員を送ること
を躊躇するかもしれない。

現在の管理システムは、バイオテ
ロに適した条件を生んでいる危険
性がある。合成生物学研究に関す
る容認できる制限を定める自治の
枠組みを策定するといったような
主導権を科学者が握っていること
がよくある。例えば、DNA合成企
業 は、 合 成 さ れ たDNAの 注 文 を
審査し、悪意ある意図の潜在的指
標を探る新たなシステムを開発し
ている。しかしながら、審査は任
意であり、多くの国々で適用され
ず、また、審査の基準、技術およ

意図的な攻撃によって起こり得る
影響について、昨年、米国で実施
されたパンデミックへの準備演習
で焦点を当てた。この演習には、
テロリスト集団が、高い致死率と
伝 染 の し や す さ を 結 合 す る た め
に改造したウイルスを放出すると
いう軍事作戦シナリオが含まれて
いた30。その結果はどうであった
のだろうか？ワクチンの無効、数
千万人の死者、政府機能の麻痺、
医療システムの破綻、株式市場の
90%の下落であった31。これは仮
定のシナリオであったかもしれな
いが、サイエンスフィクションの
世界の出来事ではない。

管理面の課題
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び イ ン セ ン テ ィ ブ は、DNA合 成
技術やビジネスモデルの急速な進
化に後れを取っている。より厳格
な透明性および監視に関する要件
ならびにパンデミックリスクを高
める可能性のある研究に適用され
る、より強い規範が求められる。

自治の他の事例について触れる。
2015年、 米 国 科 学 ア カ デ ミ ー、
医学機構、中国科学アカデミーお
よびロンドン王立協会は、生殖細
胞系編集（世代から世代へと伝え
ら れ るDNAを 変 化 さ せ る も の ）
の将来を検討するために科学者を
招集した。このグループは、ヒト
胚の生殖細胞系編集の実施に反対
する勧告を発表した32。しかしな
がら、このような種類の勧告は執
行することが困難であり、中国の
研 究 者 は、 そ の 後、 ク リ ス パ ー
（Clustered Regularly Interspaced 
S h o r t P a l i n d r o m i c R e p e a t ／
CRISPR）を利用して生育不能なヒ
ト胚の突然変異体を修正した33。
著名な専門誌には、一部倫理的理
由により、この研究の掲載を拒否
したものがあったが、これによっ
ても、この分野における更なる研
究を止めることはできていない。
昨年11月、中国の研究者が、遺伝
子を編集した最初の赤ちゃん（HIV
に感染しないように書き換えられ
たゲノムを持つ双子の女子）の誕
生を主張し、テクノロジーと人間
性の間の境界線は更にあいまいと
なった34。

第４次産業革命を構成する様々な
テクノロジーにまたがって相互に

補強しあう進歩がなされるため、
合成生物学への規制に対する異議
が声高に唱えられることになる。
例えば、機械学習は、どのインフ
ルエンザウイルスの突然変異体が
最も致死率が高いかを特定するこ
とができる35。この研究の理論的
根拠は、大流行へのより効率的な
対応を可能にするためというもの
であったが、機械学習は、敵意を
持つ者がより強力な生物兵器を製
造することを助長するためにも同
様に利用することができる。人工
知能と遺伝子編集の交わりにおい
ても、実際的にだけでなく、倫理
的 に も 不 確 実 な 結 果 を も た ら す
研究が行われている36。イノベー
ションの継続は促進しなければな
らないが、影響力の大きい事象に
関する新たなリスクに対しては、
これまで非常にわずかな注意しか
払われてこなかった。

第２章（力と価値）で論じている
よ う に、 世 界 的 に 強 化 さ れ る で
あろう規範を確立することへの異
議は、先進テクノロジーをめぐる
地経学的競争をめぐって激化して
いる。しかし、合成生物学の分野
は、今後数十年の開発の舵取りを
行う規範と運用を整備するのに時
期尚早だ。インターネットと類似
しているところがある。結果論に
なるが、早い段階で、基礎的な要
素の中により強力な安全に対する
配慮を組み込むことができたであ
ろう。サイバーセキュリティの専
門家は、今日の合成生物学に同様
の機会をみている。

管理面の課題は、世界危機準備モ
ニ タ リ ン グ 委 員 会 や パ ン デ ミ ッ
ク緊急ファシリティの設立といっ
た発展にかかわらず、「従来型」
のパンデミックへの備えに関して
も存在している37。疾病の大流行
や健康危機への迅速な対応を可能
に す る た め に2015年 に 設 立 さ れ
たWHOの緊急対応基金は、年間
１億米ドルの目標の３分の１しか
資金供給を受けていない。生体試
料を共有するこの国際的システム
は、疾病の監視および対応に不可
欠であるが、名古屋議定書の導入
以降、弱体化しているように見え
る。この議定書は「アクセスおよ
び 利 益 配 分 」 に 関 す る 協 定 で あ
り、自らの領土で収集されたウイ
ルス試料に対するより大きな権利
を国家に与えるものと解釈されて
いる38。これは、公正に配分され
ない利益を生むワクチンを製造す
るために試料が利用されるのでは
ないかという懸念をいくつかの国
で再燃させている39。

アクセスと利益をめぐる交渉によ
り、 新 た な 大 流 行 へ の 対 応 が す
でに遅れており、また、季節性イ
ンフルエンザ試料の交換さえ困難
になり始めている。国家間の相違
が迅速かつ衡平に解決されない場
合、危険なことになるだろう。世
界的な健康安全保障ほど、開かれ
ていて協力的なやりとりへ向けた
政治的ではない関与が重要な分野
にはほとんど存在しないのである。
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闘うか、 
逃げるか
海面上昇に対する
都市の備え



急速に成長している都市では、より多くの人々が海面
上昇の影響に直面している。世界人口の３分の２が、
2050年までに都市で生活するようになると予測されて
いる。570以上の沿岸都市に居住する推定８億人の人々
が、2050年までに予想される0.5メートルの海面上昇に
対し、すでに被害を受けやすい状況となっている1。

都市化は、被害や混乱が予想される地域に人々や財産を
集中させるだけでなく、そのようなリスクを悪化させる
悪循環も招く。例えば、沿岸のマングローブなどの自然
のレジリエンス（復元力）の源を破壊することによって
地下水の貯蔵を逼迫させている。海面上昇リスクは、嵐
による高波や降雨の強度や増加により深刻化することが
多い。
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数十年前に、海面上昇の加速に対
処する戦略を整備し始めている都
市 や 国 も あ る。 こ の20年 間 で、
取り組み方は「ハード」なエンジ
ニアリング戦略から、より「ソフ
ト」な自然を基点に大きく寄せる
ようになってきている。しかしな
がら、多くの都市において準備が
遅れており、いち早く実行に移さ
なければならない。

以下のセクションでは、海面上昇
に関する最新の予測を提示し、世
界のどの部分が最も甚大な影響を
受ける可能性が高いかを評価し、
また、住民や都市インフラに対す
る 起 こ り 得 る 影 響 を 検 討 す る。
さらに本章では、いくつかの都市
で求められている適応戦略を考察
し、普及しつつある洪水からのレ
ジリエンス（復元力）に対する総
体的なアプローチに焦点を当てる。

気 候 変 動 に 関 す る 政 府 間 パ ネ ル
（the Intergovernmental Panel on 
Climate Change/IPCC）では、地
球 温 暖 化 が 現 在 の ペ ー ス で 進 め
ば、大気温度の上昇が向こう35年
間に1.5℃に達するであろうと考え
ている2。これを防ぐためには、農
業、エネルギー、工業および輸送
の脱炭素化を推進する前例のない
行動が必要となる3。パリ協定で
定められた２℃の上限を満たすこ
とさえ、難しいのではないだろう
か4。現在の軌道は、約3.2℃の上

昇に向かっている5。

地球の気温が上昇するにつれ、海
面上昇のペースも加速している。
IPCCに よ れ ば、1901年 か ら2010
年の間の海面上昇の平均値は1.7ミ
リメートル／年であったが、1993
年 か ら2010年 に お い て は3.2ミ リ
メートル／年の上昇だった。世界
の海面は、海洋温度の上昇と氷河
および氷床の消失によって21世紀
以降も上昇を余儀なくされるだろ
う。IPCCによれば、気温が２℃上
昇 す れ ば、2100年 ま で に 海 面 は
0.30 ～ 0.93メートル上昇するとい
う6。別の研究は、２℃未満の上
昇でも、２メートルに達する海面
上昇の可能性を示唆している7。
2100年以降、海面上昇は最終的に
６メートルに達する恐れがある8。
不確実性は、大気温の上昇、海洋
温度の上昇および氷床の消失の相
互作用の複雑な性質に起因する。
例えば、西南極氷床の崩壊は、海
面を3.3メートル押し上げる可能性
を秘めている9。

世界平均は、氷山の一角にすぎな
い。 海 面 上 昇 に つ い て は、 地 域
や地区によって大きく異なる。例
えば、南極の氷の消失によって世
界の沿岸都市の大半が集中してい
る北半球に、とりわけ大きな影響
が出ると予測されている10。沿岸
地域の90%が平均以上の海面上昇
に見舞われ11、平均との差は最大
30%に広がるだろう12。

地下水の汲み上げや無秩序・無計
画な都市の拡大などの要因により

地盤沈下が発生している多くの都
市において、相対的な海面上昇は
更に大きくなる。都市の中には、
海面上昇のペースよりも速く地盤
沈下が進んでいるところがある。
例えば、ジャカルタの一部では、
地 表 面 が こ の10年 で2.5メ ー ト ル
沈下している13。さらに、海面が
上昇するということは、小さな波
でも異常な水位に達することを意
味するため、嵐による高波の影響
が増幅される。

地域における海面上昇の正確な相
互作用と都市の人口動態および開
発のパターンには不確実性が存在
する。しかしながら、水文学や、
人口密度および資産集中の度合い
から見て、総合勘案すると、アジ
アが最も大きな影響を受ける地域
であることは明白である14。アジ
アでは、地球の気温が３℃上昇す
ると、浸水すると予想されている
地域に５分の４の人々が居住して
いる15。中国だけで7,800万人以上
の人々が低地にある都市に居住し
ており、この数値は毎年３%ずつ
増加している16。

沿岸地域の90%
が、平均以上の
海面上昇に見舞
われるだろう

海面上昇
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海面上昇は、家庭や企業の財産に
だけでなく、公共財産や重要インフ
ラにも甚大な損害を与える恐れが
あり、その結果、納税者の負担する
偶発債務が著しく増加することにな
る。ある研究では、海面上昇への
脆弱性が高額な財産やインフラと
連関する場合、経済面の影響が地
理的に非常に集中することが示さ
れている。広州、マイアミ、ニュー
オーリンズおよびニューヨークの４
都市だけで、平均年間損失の43%
を占める24。この研究者は、「沿岸
部に洪水リスクが非常に集中する
ので、リスクの高い地域のうち数カ
所で洪水を減少させるための対策
を打てば、大きな経済効果が見込
めるだろう」と記している25。

既存の防護策によって、洪水によ
る経済損失はすでに大きく減少し
ている。上記と同じ研究では、都
市が統計上100年に一度の確率で
発生するとされる大規模洪水に晒
された場合の予想被害額と、これ
までに記録のある平均年間損失額
とを比較している。その差異は非
常に大きい。例えば、アムステル
ダムが100年に一度の洪水に見舞
われた場合の被害は、広州の２倍
以上－推定830億米ドル対385億米
ドル－である。しかしながら、ア
ムステルダムの強靱な防御策が功
を奏し、これまでの平均年間損失
額を300万米ドルに抑制している
（広州は６億8,700万米ドル）26。

米 国 の 研 究 に よ れ ば、 海 面 上 昇
に よ り、2005年 か ら2017年 の 間
にコネチカット州、フロリダ州、
ジョージア州、ニュージャージー
州、ニューヨーク州、ノースカロ
ライナ州、サウスカロライナ州お
よ び バ ー ジ ニ ア 州 の 住 宅 価 格 が
141億米ドル損なわれたことが明
らかになった27。開発途上国では、
海面上昇や砂の採取、インフラの
構築による沿岸の堆積物の流れの
寸断に起因する沿岸の侵食によっ
て、財物に対する脅威が高まるこ
とが多い。サハラ以南アフリカ地
域の沿岸地域のうち、すでに毎年
最大30 ～ 35メートルの土地が流
され、何千ものリスクに晒されて
いるところがある28。

英国・国立海洋センターの研究で
は、海面上昇による世界全体の損
失が、2100年に年間14兆米ドルに
達すると予測されている29。この研
究によれば、絶対額では中国が最
大の損失に直面することとなり、
GDP比 の 影 響 で は、 ク ウ ェ ー ト
（24%）、バーレーン（11%）、アラ
ブ首長国連邦（９%）およびベト
ナム（７%）が高くなっている30。

世界銀行は、ヨーロッパの大都市
のうち70%が海面上昇の被害に遭
い や す い 地 域 で あ る と 指 摘 し て
いる17。アフリカには、アビジャ
ン、アクラ、アレキサンドリア、
アルジェ、カサブランカ、ダカー
ル、 ダ ル エ ル サ ラ ー ム、 ド ゥ ア
ラ、 ダ ー バ ン、 ラ ゴ ス、 ル ア ン
ダ、 マ プ ト、 ポ ー ト・ エ リ ザ ベ
ス、チュニスなど、100万人以上
の人口を有す脆弱な沿岸都市が少
なくとも19存在している18。ノー
フォーク、ボルチモア、チャール
ストン、マイアミなどの米国東海
岸の都市は、海面上昇による「晴
天日」の洪水をすでに経験してい
る19。ある研究では、2100年まで
に0.9メートル海面上昇した場合、
420万人の人々が洪水の危険に晒
さ れ、2100年 ま で に1.8メ ー ト ル
海 面 上 昇 し た 場 合、1,310万 人 の
人々（現在の人口の４%に相当）
に影響を与えることが示されてい
る20。

デルタ地帯には、世界の大都市の
３分の２以上にあたる３億４千万
人の人々が居住している21。デル
タ地帯に存在するこのような都市
は、地盤沈下に対し特に脆弱であ
る。 相 対 的 な 海 面 上 昇 は、 ク リ
シュナ（インド）やガンジス・ブ
ラマプトラ（バングラデシュ）、
ブラフマニ（インド）の各デルタ
地域に最も高いリスクをもたらし
ている22。バングラデシュでは、
0.5メートルの上昇が、国土の約
11%の消失をもたらし、約1,500万
人の人々が立ち退きを余儀なくさ
れることになる23。

居住に適した都
市 空 間 は 縮 小
し、その縮小し
た空間により多
くの人々がひし
めき合うように
なる

起こり得る損害
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以下のように、様々な形状のイン
フラおよび経済活動が、海面上昇
によるリスクに晒されている。

 道路 　米国東海岸の沿岸道路に
関する研究で、満潮時の洪水に
よりすでに毎年１億台の車が停
滞すると推定されており、2100
年までにその停滞が34億時間に
増加する可能性があると示唆し
ている31。

 鉄道 　英国の4.5キロメートルの
沿岸鉄道区間を対象にした研究
で、0.55メートルの海面上昇に
より毎年84日間の運休が生じ、
この路線の代替輸送費用が数億
ポ ンド に 上 ると 予 測 さ れ て い
る32。

 港湾 　世界銀行は、海面上昇リ
スクの特に高い、中東の24の港
湾都市と北アフリカの19都市を
特定している33。海面上昇は、
2018年 ９ 月 に ハ リ ケ ー ン・ フ
ローレンスがノースカロライナ
州の港のトラック輸送を10日間
停止させたような混乱を招く事
態が頻繁に起こりかねないと指
摘している34。

 インターネット 　米国の4,000
マ イ ル 以 上 の 地 下・ 光 フ ァ イ
バ ー ケ ー ブ ル と1,100の コ ン
ピュータ・ネットワークに接続
されている機器が、15年以内に
水 没 す る と 予 測 さ れ て お り、
ニューヨークやマイアミ、シア
トルにおけるリスクが高い35。
これらのケーブルは、海底イン
ターネットケーブルとは違い防

水設計になっていない。

 衛生 　2018年の研究で、米国で
は、たった30センチメートルの
海面上昇によって、60か所の下
水 処 理 施 設（ 下 水 処 理 能 力 は
410万人以上分）が被害を受け
ることが分かった36。西アフリ
カのベナン等の国々の水処理施
設は、すでに海の脅威に晒され
ている37。

 飲料水 　帯水層の汚染は、河川
流量の低下により悪化する。す
なわち、2050年代までに、500
都市の６億５千万人以上の人々
について、淡水の入手可能量が
少なくとも10%減少すると予測
されている38。河川や小川には
地 下 水 が い く ら か 含 ま れ る た
め、塩害が表層の淡水にも悪影
響を与える可能性がある。

 エネルギー 　C40都市イニシア
テ ィ ブ は、0.5メ ー ト ル の 海 面
上 昇 に 対 し 影 響 を 受 け や す い
270の発電所を特定している。
これらの発電所は、大部分がア
ジア、ヨーロッパおよび北アメ
リ カ 東 海 岸 に 居 住 し て い る
４億５千万人の人々に電力を供
給している39。

 観光 　多くの都市において、沿
岸地域は観光やビジネスの収益
源になっている。例えば、エジ
プトでは、海面が0.5メートル
上昇すれば、アレキサンドリア
のビーチが破壊され、325億米
ドルの損失が生じると、IPCCは
推測している40。

2017年 に1,880万 人 の 人 々 が、 洪
水や沿岸の嵐などの天候を理由に
移住を余儀なくされた42。沿岸の
都市や平野に対する海面上昇の影
響の激化は、ますます多くの土地
を居住に適さないものに、あるい
は経済的に生存不能なものにして
いる。

こ の よ う な 事 態 は、 大 都 市 圏 内
の、あるいは大都市からの移住を
もたらす可能性がある。居住に適
した都市空間は縮小し、その縮小
した空間により多くの人々がひし
めき合うようになる、居住に適し
た縮んでいく都市空間に押し込ま
れることになり、また、さらに多
くの人々が、国内あるいは他国の
都 市 に 移 住 し て い く 可 能 性 が 高
い。このような移住は、リスクの
連鎖をもたらす可能性があり、例
えば、食糧や水の供給を更に逼迫
させ、また、社会的、経済的、さ
らには安全保障上の圧力さえも増
大 さ せ る 恐 れ が あ る。 世 界 銀 行
に よ れ ば、2050年 ま で に サ ハ ラ
以南アフリカ地域の8,600万人の
人々、南アジアの４千万人の人々
およびラテンアメリカの1,700万
人の人々が、気候変動により永久
的な国内移住を余儀なくされる可
能性がある43。

 農業 　海面上昇は、特にデルタ
地帯において、土壌や灌漑に用
いられる水源に対する塩害が増
加する可能性がある。バングラ
デシュでは、塩害により米の収
穫量が15.6%低下する恐れがあ
る と、 世 界 銀 行 は 推 測 し て い
る41。
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海面上昇による損害リスクに直面
している都市は、水を排除するこ
とに努めるか、あるいは上昇した
高さの水との共存を学ぶことによ
り適応することができる。新しい
戦略や技術もあるが、基本的な考
え方は新しいものではない。すな
わち「沿岸の社会には、環境の変
化や局所的な海面上昇に適応して
きた長い歴史がある。これは、沿
岸地域が、地球上で最も動的な環
境の１つであるためである。例え
ば、河川のデルタ地域に存在する
沿岸の巨大都市のいくつかは、20
世紀中の地盤沈下による数メート
ルの相対的海面上昇を経験し、そ
れに適応してきた」44。

主な戦略は３つある。第１は、防
波堤、防潮堤、排水ポンプ、オー
バーフロー室など、都市から水を

REUTERS/Amit Dave

排除する「ハード」なエンジニア
リング・プロジェクトである。第
２は、自然を基にした防御策（例
えば、マングローブや塩性湿地の
保護や回復）、あるいは、常に洪
水 を 防 止 し よ う と す る の で は な
く、洪水が都市に与える影響の洗
い出しをすることである。第３の
戦略は、人々を巻き込むことだ。
例えば、家庭や企業のより安全な
土地への移転、あるいは洪水リス
クを有するコミュニティに一層の
レジリエンス（復元力）を持たせ
る た め の 社 会 資 本 へ の 投 資 で あ
る。沿岸地域の適応手段の適切な
組み合わせは、「沿岸部における
被害のいくつかを桁違いに減少さ
せる」可能性を帯びている45。

オランダは、その成り立ちからし
て、海面上昇に晒されている－国
土の３分の２が洪水の影響を受け
やすい－ため、沿岸地域の適応の
模範になっている。水の管理の重
要性は、オランダの行政機関にお

いても認識されており、政府に依
存するのではなく、地域の水管理
委員会が洪水防止のための税を自
ら課している46。オランダは、上
記の３つの戦略を総合して遂行し
ている。高度に発達したハード・
インフラには、堤防や世界最大の
防潮堤からなる広範なシステムが
含まれる。しかしながら、1990年
代初めの、20万人の人々が避難を
余儀なくされた内陸の洪水を経験
し、アプローチの変化がもたらさ
れた。従来よりも高い堤防－これ
が決壊した場合には、より大きな
被害が生じることを意味する－の
建設を続ける代わりに、「河川の

災害復旧への支
出額が、予防へ
の支出額の９倍
近くに

沿岸地域での適応
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中国における洪水管理に対するア
プ ロ ー チ も 大 規 模 な 洪 水 に 対 応
し、オランダに倣って1990年代に
変化した。1998年の長江盆地洪水
で は4,000人 が 死 亡 し、 ハ ー ド・
インフラ・プロジェクトへの依存
からの脱却が促された。自然を基
にした対策が優先され、200万人
以上の人々をより高い土地に移転
させた49。しかしながら、都市化
の急速な進行によって、洪水に対
する自然の防御を破壊し、多くの
沿岸地域における洪水リスクを引
き続き高めている。例えば、深圳
では、約70%のマングローブ樹林
が破壊されている50。2015年、浸
透力のある舗装道路や新たな湿地
帯、屋上緑化といった都市機能を
導入することによって急速な都市

化を相殺するため、新たな「スポ
ンジ・シティ」イニシアティブが
開始された。このプログラムの対
象 で あ る30都 市 に は、 海 面 上 昇
に対し特に脆弱な上海が含まれて
いる。このプログラムの目標は、
2030年までに市街地の80%につい
て、雨水流の70%を吸収し、ある
いは再利用できるようにすること
である51。

多くの都市や国が、海面上昇がも
たらす数多くの課題への対処に苦
闘している。インドネシアのジャ
カルタでは、大規模な防潮堤を－
オランダの支援を得て－建設して
おり、また、海面上昇の脅威に晒
されている川岸や貯水池から約40
万人を移住させる５年計画のプロ
ジェクトも開始されている52。し
かしながら、当局は、地盤沈下を
防止するためにもより多くのこと
を す べ き と い う 批 判 も 受 け て い

余裕」プログラムとして、いくつ
かの堤防の高さを下げて、洪水が
発生した際、都市を守るために農
地に水を誘導することを許容する
ようになった。影響を受ける地域
の農家は取り壊され、対象となっ
た家族は、８メートルの高さに人
工的に造成された土手の上に建設
された新しい住宅に移った47。

ロッテルダム－土地の90%が海抜
以下－では、「サンド・エンジン」
と 呼 ば れ る プ ロ グ ラ ム で、 北 海
からの堆積物を浚渫し、波が海岸
線を侵食することを防ぐために同
市の海岸の沖に堆積させる取組み
が行われた48。また、ロッテルダ
ムには、浮動式家屋や洪水時に数
百万リットルの水を集めるよう設
計された都市広場など、都市の水
に関する数多くのイノベーション
が存在する。

管理された退却
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る53。適正な行動の取り方をめぐ
る議論は、適正な洪水管理を行う
上での組織の複雑さを際立たせて
いる。成功は、多額の費用を要す
る古いインフラの問題の解決次第
ということが多い。ジャカルタの
送水管システムは住民の３分の１
にしか到達しておらず、３分の２
の住民は、同市の地盤を弱めてい
る 地 下 水 の 汲 み 上 げ に 頼 っ て い
る54。

タイのバンコクは、土地の海抜が
低 い 上 に 地 盤 沈 下 し て お り、 ま
た、沿岸の自然防御が侵食され、
近くのタイ湾は世界平均よりも急
速に海面上昇している55。バンコ
クの地表は、世界で最も水が浸透
しにくい土地の１つでもある。平
均 し て、 住 民 １ 人 当 た り3.3平 方
メ ー ト ル の 緑 地 し か な い（ シ ン
ガボールは66平方メートル）56。
異常気象のパターンは激化してお
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り、バンコクは南側からの海面上
昇と、北側からのますます激しく
なっているモンスーンの雨に対し
脆弱になっている57。政府の対応
と し て は、2,600キ ロ メ ー ト ル の
運河ネットワークや、400万リッ
トルを地下の容器に排出できる中
央 公 園 の 建 設 と い っ た も の が あ
る58。

2011年 の バ ン コ ク で 発 生 し た 大
洪水の結果、関係当局の中には、
首都の移転を提案したものがあっ
た59。「管理された退却」という考
えは、海面上昇や異常気象が激化
するにつれ、ますます適応計画の
お手本になりうる。ある研究は、
す で に 発 案 さ れ て い る22か 国 の
27事例を特定している60。他の国
では、計画は準備中である。モル
ディブは、高さ３メートルの防潮
堤で強化された人工島を建設し、
島の賃貸と観光振興により資金を

海面が上昇し都市の脆弱性が増大
するにつれ、これらの変化に喫緊
に対応する必要性が高まることに
なる。海面上昇の影響を受けやす

調達することを目指している61。
太平洋にあるキリバスは、自国民
の将来の新住居としてフィジーの
土地を購入している。米国では、
ルイジアナ州のジャン・チャール
ズ 島（1955年 以 降、 土 地 の98%
が消失した）のコミュニティ全体
を移住させるために4,800万米ド
ルを割り当てている62。コミュニ
ティの感覚を維持しつつこれらの
住民を移転させるという複雑な取
り組みは、将来に向けた試みとな
ろう。

無駄にする時間は
ない
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い都市に対しては、適応措置以外
に、家庭、企業および政府が危険
の悪化を回避することが必要であ
る。例えば、家庭や企業による沿
岸地域や氾濫原の開発が続き、既
存の防御手段が損なわれるのであ
れば、洪水に対する新たな防御手
段を整備してもあまり意味がない。

洪水からのレジリエンス（復元力）
が対応できる負荷は、ますます重
要な問題となる。適応に対する投
資への資金供給と洪水が発生した
場合の復旧費用の双方をまかなう
強靭なリスクファイナンス戦略が
必要となる。今のところ、復旧へ
の支出額が予防への支出額の９倍
近くになっている63。これを転換
するのは容易なことではない。先
行支出や行動－特に移住のような
大規模な混乱を含む場合－への支
持の形成には、対話と計画に多く
の年数を要する可能性がある。無
駄に過ごす時間はない。

適応により多くの費用が必要とな
るにつれ、責任分担への疑問が生
じてくる。例えば、公共セクター
と 民 間 セ ク タ ー 間 や、 自 治 体 当
局と政府当局の間、さらには国家
間にも責任分担は必要かもしれな
い。海面上昇に対する備えを行わ
なかった場合には、国境を越える
波及効果が生じ、また、最もリス
クに晒されている都市のいくつか
は、適応するための資源不足に苦
悩する可能性のある国々に囲まれ
ている。手遅れとなる前にグロー
バルな行動に出るためには、革新
的で協調的なアプローチが求めら
れるだろう。
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未　　　来　　　の

衝　　　撃

世界がさらに複雑化し、相互連関を深めるにつれ、これまで時間をかけて進んできた変化は、
フィードバックを繰り返すことで結果が増幅されていく不安定さ、閾値効果、混乱の連鎖に
道を譲りつつある。突然の劇的な破綻－未来の衝撃－が生じる可能性が高まっている。本章
では、そのような10種の起こり得る未来の衝撃を扱う。他のものより不確実なものもあれ
ば、すでに明確化してきているリスクに基づくものもある。これらは予測を示すものではな
く、思考や行動の糧となるものである。つまり、世界に根源的な混乱や不安定さをもたらし
得る未来の衝撃は何であろうか、また、それを防ぐためには何ができるであろうか、を説く。

気象戦争  
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気象操作ツール－降雨を誘発する
ための雨雲の組成など－は、真新
しいものではないが、大規模な運
用がより容易かつ手の届きやすい
ツールとなっている。そのため、
気象変動が及ぼす影響が強まる
につれ、技術で気候を調整しよう
とする動きが、増加することにな
る。政府が降雨の減少と水の需要
の増加を同時に管理しようとする
ことがそれを物語っている。
環境面で起こり得る影響はさてお
き、地政学的な緊張が高まって
いる時代には、善意の気象操作さ
え、敵意があると見なされる可能
性がある。要するに、認識の違い
がボタンの掛け違いの要因になる
ということだ。隣国は大規模な人
工降雨を雨の盗難あるいは干ばつ
の原因と考えるかもしれない。人
工降雨用航空機が、諜報活動の両
用ツールと見られるかもしれな
い。敵意ある利用は禁止されてい
るが、排除することはできない。
例えば、気象操作ツールは、隣国
の農業や軍事計画を混乱させるた
めにも利用できるだろう。そし
て、国家がより過激な地球工学技
術の利用を一方的に決定した場合
には、凄まじい気候破壊を引き起
こす恐れがある。

テクノロジーが進化し実用化が進
むにつれ、利用の主体、手段およ
び目的の透明性が増して、不安定
な曖昧さをある一定の範囲内に収
めるのに有効だろう。隣接する国
家間、そしてより広範の地域、お
よび世界の多国間プラットフォー
ムでの環境脆弱性に対する積極的
な協議および協力についても同じ
ことが言える。

気 象 戦 争

気 象 操 作 ツ ー ル の 使 用 は 、
地 政 学 的 な 緊 張 の 高 まりを 助 長
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量子研究に充てられている莫大な
資金によって大規模な量子コン
ピューティングが実現すれば、現
在のデジタル暗号法の基盤を形成
するツールの多くは陳腐化してし
まう。特に、公開キーアルゴリズ
ムは容易に突破されるようになる
だろう。量子による暗号化の新し
い方式の開発に期待が寄せられる
ものの、新たな防衛策が整備され
るまでに、多くの機密情報が漏え
いし、犯罪者や国家、競合企業の
側に渡ってしまうかもしれない。

暗号法の崩壊は、デジタル生活の
基盤の多くに連鎖するだろう。
これらのテクノロジーは、オンラ
イン上の認証、信頼、さらには個
人識別の骨格を成すものであり、
取り扱いに注意しなければならな
い個人情報から企業や国家の機密
データまで、あらゆる機密情報の
安全性を保っている。また、電子
メールによるコミュニケーション
から銀行取引や商取引に至るま
で、もはや当たり前となったサー
ビスはテクノロジーなくしては成
り立たない。これらすべてに不具
合が生じれば、極めて大きな混乱
と損失が発生し得るだろう。

量子解読の可能性が現実のものに
なるにつれ、新たな代替手段であ
る格子暗号およびハッシュベース
暗号などへの移行が速まることに
なる。人によっては、取り扱いに
注意を要する情報をオフラインで
とる、本人による直接交換に頼る
など、低い技術レベルのソリュー
ションに戻るかもしれない。しか
し、過去のデータも脆弱であるこ
とになる。今、もし、私があなた
の所有する従来型の暗号化データ
を盗んだとしよう。あなたが追っ
てさらに強力な予防策を施したと
しても、量子の進歩はデータへの
アクセスを可能にするため、防衛
と侵入の応酬は繰り返される。

公 然 の 秘 密

量 子 コ ン ピュ ー ティング は 、
現 在 の 暗 号 法 を 陳 腐 化して い る
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都 市 の 限 界

世界の政治地理学は、農村部から
都市部への移住者の急増により
変容しつつあり、これが両者の関
係を緊張させている。価値観、年
代、教育、権力、繁栄といった多
くの局面において格差が拡大して
いる。もし、都市と農村の分断が
極めて鮮明になって、国家統合が
侵食され始める転換点に達した
時、どうなるのか。

国内を見渡せば、都市部と農村部
の間の価値観の相違は、すでに
二極化の極みにあり、また、多く
の国々において選挙の不安定性を
もたらしている。恨みや対立関係
の激化は、地域に根差した保護主
義、さらには暴力を伴う衝突につ
ながる可能性がある。豊かな都市
部では、住民の帰属意識が希薄に
なった貧しい農村部への収益分配
に憤慨する分離主義的な運動が出
現するかもしれない。主要都市は
国家構造を無視し、直接、国際的
役割を担おうとするかもしれな
い。経済面では、都市への移住が
加速することにより、農村人口と
地域経済の低下をもたらし、国に
よっては食料安全保障上の影響が
生じる可能性がある。

拡大する都市と過疎化する恐れの
ある農村地域の双方にとっての
より良い長期的計画は、このよう
なリスクを軽減するのに有効だろ
う。輸送と通信回線の強化が、都
市と農村の分断の緩和に一役買う
可能性もある。資源が必要となる
ものの、収益性の分散、あるいは
都市化がもたらす生産性向上のよ
り幅広い再分配のための方策を見
いだすといった、より多くの財政
的創造性が必要となるかもしれな
い。

都 市 と 農 村 部 の 隔 たりの 拡 大 は 、
転 換 点 に 達して い る
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反 穀 物

気候変動によって世界の食糧シス
テムへの緊張が増大し、また、国
際的な緊張がすでに高まっている
中で、地政学上の動機に基づく食
料供給途絶のリスクが高まってい
る。貿易戦争の悪化は、食糧や農
産物の供給を途絶させるという、
リスクの高い脅威に波及するかも
しれない。サプライチェーンの要
所に影響を与える紛争は、国内お
よび国境を越えた食糧の流れを途
絶させかねない。極端な場合に
は、国家または非国家主体が、例
えば秘密裡におこなれる化学兵器
を使用した攻撃で敵国の収穫物を
標的にする恐れもある。

このような状況においては、報復
措置が即座に働く可能性がある。
国内を見渡せば配給が必要となる
かもしれない。買い溜めや窃盗
行為が社会秩序を損なうかもしれ
ない。近年の飢餓リスクの広がり
は、開発途上国における飢餓と死
者が増加することによって、大規
模な国際対応すら危ぶまれること
を示している。同様の困難がより
権力のある国々において生じた場
合には、その対応は迅速で厳格な
ものであろう。

より復元力のある貿易や人道主義
的ネットワークがあれば、食糧
供給途絶の影響を小さく押さえる
ことができるだろう。しかし、貿
易戦争が主要因であれば、国家は
食糧生産および農業における自給
率の向上に活路を求めるかもしれ
ない。先進経済国の中には、この
数十年、先細りしていた技術や技
能の再構築を必要とするところが
あるかもしれない。農業の多様化
や、より復元力のある作物品種の
開発は、国家の脆弱性を低下させ
ることにより、国家安全保障の強
化を見込めるかもしれない。

地 経 学 上 の 緊 張 が 高 まる に つ れ 、
食 糧 供 給 の 途 絶 が 1 つ の ツ ー ル として
現 れ て い る
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バイオメトリクス、すなわち生体
認証技術は、すでに急激な進歩
を遂げつつある。最近までサイエ
ンスフィクションの世界にあった
テクノロジーが、今や数十億人の
人々の生活での現実となってい

る。顔認証、歩行分析、情報端末、
感情コンピューティング、マイク
ロチップの埋込み、デジタル読唇
術、指紋センサーなどのテクノロ
ジーが広がるにつれ、自らに関す
るあらゆる情報が取り込まれ、保

デ ジ タ ル ・ 全 展 望 監 視 シ ス テ ム

存され、人工知能（AI）アルゴリ
ズムの対象となる世界に突入して
いる。

これは、公共および民間サービス
の一層の個別化に寄与するが、
新たな形の適合やマイクロターゲ
ティングで人々を操ることをも可
能にしてしまう。重要な意思決定
を行う局面で、人間が機械に取っ
てかえられるようになればなるほ
ど、効率は向上するだろうが、同
時に社会が硬直化して柔軟性を欠
くおそれもある。完全に可視化さ
れ追跡が可能となった世界で、権
威主義への傾倒を容易に許すよう
になる一方、民主主義の保持がよ
り困難になる可能性がある。、プ
ライバシーや信頼、自律性への脅
威と、安全や効率、斬新さの高ま
りの見通しにおける平衡感覚をど
のようにして保つのか、多くの社
会の苦闘はすでに始まっている。
地政学的に考えれば、未来は、
様々な価値観を持つ社会が新たな
データの蓄積をどのように取り扱
うかにある程度かかっているのか
もしれない。

このような政府や企業のテクノロ
ジーの利用に対する健全な説明責
任制度が、バイオメトリックの監
視により個人にかかるリスクの軽
減の一助になるかもしれない。こ
れは、国内の環境によっては可能
な場合もあるが、影響力のあるよ
り幅広い国際規範の導入には苦難
が立ちはだかる。

先 進 的 で 普 及 力 の あ る
バ イ オ メトリック の 監 視 が
新 た な 形 の 社 会 統 制 を 可 能 にして い る
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断 水

いくつもの要素が原因で、より多
くの都市を断水をはじめとした
「給水日ゼロ」に追い込む恐れが
ある。これらの要因には、人口増
加や移住、工業化、気候変動、干
ばつ、地下水の枯渇、インフラの
弱さ、不十分な都市計画といった
ものが挙げられる。多くの国々に
おける自治体および国家レベルで
の短期的展望で二極化した政治
が、このような危険性を一層高め
ている。

水不足によって走る社会への衝撃
は、状況により、鮮明に異なる方
向を辿る。分断を悪化させるかも
しれない。どのような水であれ、
入手できる水を巡って、紛争が勃
発するかもしれず、あるいは富裕
層が個人的に水の輸入を始めるか
もしれない。しかし、水ショック
は社会を刺激し、生存への課題の
共有に直面させるだろう。いずれ
にしても、被害が生じることは避
けられない。衛生状態が悪化し、
医療システムに負担を課すことに
なるだろう。このような失態が非
難されれば、政府は水道を公的に
引いていない非正規住宅に居住す
る貧困層から成るコミュニティを
スケープゴートにする衝動にから
れるかもしれない。

水資源が潤沢な間に、広報キャン
ペーンや既存インフラの基礎整
備、家庭や企業、政府が使用可能
な水量を制限する規則など、管理
と計画を是正することは、給水日
ゼロが発生するリスクを削減する

大 都 市 は 、絶 え ず 存 在 す る 水 不 足 の リス ク に 直 面し 、
対 応 に 苦 慮して い る

だろう。慎重なリスク評価を条件
として、新たな水源開発も可能だ
ろう。水の使用量を削減して水の
再生利用を増やすために、スマー
トテクノロジーの活用が期待され
る。
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宇 宙 競 争

地 球 を 回 る 低 軌 道 は 、
地 政 学 的 な 紛 争 の 場 と なって い る

今日、人工衛星が民生技術および
軍事技術の円滑な作動にとって重
要となるにつれ、宇宙における商
取引および政府の活動が増加して
きている。法的に曖昧さの残る領
域であり、混乱や事故、さらには
意図的な破壊があり得る。宇宙ゴ
ミも拡散しつつあり、今や、50万
個の破片が銃弾と同じ速度で低軌
道を移動している。

ゴミの偶然の衝突さえ、インター
ネットへの接続とそれに依存する
すべてに大きな混乱を引き起こし
かねない。地政学上の競争が激化
している時代に、宇宙も活発な紛
争の場と化している。重要な宇宙
の資産を守るための防御する動き
でさえ、不安定な軍拡競争を招く
だろう。精密誘導兵器や軍事早期
警戒システムは高軌道衛星に依拠
しており、宇宙の軍用化はそれら
に対する壊滅的な攻撃を阻止する
ために求められるかもしれない。
将来、宇宙へのアクセスがより簡
単になるに従い、宇宙を起点にし
たテロ行為の新たな脅威の出現も
否めない。

新たな規則またはプロトコル更新
は、特にビジネスの急速な拡大
あるいは軍事活動について、より
高度な明確さをもたらすだろう。
ゴミの除去活動に対する透明性の
確保といった単純な対策であった
としても、意図を誤解されないた
めに有益かもしれない。国際協調
が弱体化する時代において、宇宙
は、多数の国々が利用を推進する
ことで、すべての者が参画可能な
領域になり得る。
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感 情 の 混 乱

テクノロジーと人間の生活との結
びつきが深まるにつれ、人間の感
情を読むことができる、あるいは
人間の感情的反応を予測すること
ができるアルゴリズムを利用した
「感情コンピューティング」は、
ますます普及するだろう。やが
て、人工知能（AI）のチャットボッ
トWoebotや同様のツールの出現
が、感情的・心理的ケアの提供に
大きな変化をもたらす可能性があ
る。言うなれば、心臓モニタや歩
数計と似通っている。しかし、感
情を「理解できる」コードによる
偶然の、あるいは意図のある悪影
響は甚大なものになる可能性もあ
る。

エコーチェンバー現象やフェイク
ニュースなどのデジタル革命がこ
れまでに引き起こした様々な混乱
を考えてみよう。感情コンピュー
ティングがもたらす同様の混乱と
はどのようなものになるのだろ
うか。選挙妨害や広告のマイクロ
ターゲティングについてはどうだ
ろうか。感情的に受け入れてしま
う傾向の高い個人や、そうした個
人を暴力にかりたててしまう具体
的な要因を特定するために機械学
習が利用されれば、急進化の一途
をたどる新たな可能性も拡大する
だろう。抑圧する政府がその支配
力を行使するために、あるいは怒
りによる分断を扇動するために、
感情コンピューティングを利用す
るかもしれない。

これらのリスクを軽減する一助と
して、テクノロジーに潜む直接的

感 情 を 認 識し 、そ れ に 反 応 で きる A I が 危 害 を も た ら す
新 た な 可 能 性 を 生 ん で い る

および間接的影響についての調査が
奨励される。強制基準を導入し、研
究・開発に倫理上の制限を課すこと
もでき得る。開発者は「オプトアウ
ト」権の個人への提供が求められる
だろう。さらに、この分野の研究者
と一般市民双方に対して、起こり得
るリスクに対する教育機会の拡大も
有益だと思われる。
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人 権 の 死

多 様 な 価 値 観 が 存 在 す る 世 界 で 、
人 権 は 、何 ら 責 任 を 負うこと なし に 、
公 然 と 侵 害 さ れ て い る

強国政治と国内の二極化が進展す
る新たな局面の中で、政府が集
団の安定化のために個人の保護を
犠牲にすることがより容易になっ
ている。この現象はすでに広範に
発生している。人権に対しリップ
サービスが横行し、国内および海
外において国益に適う場合には人
権が侵害されている。もし、リッ
プサービスさえも棚上げされ、脅
威が高まる時代に国家を弱体化さ
せる過去の遺物として、人権が捨
てられたらどうなるだろうか。

人権保護が確保されていない権威
主義の国々においては、上述の転
換点の影響は、より多くの権利が
侵害されるという程度の問題にす
ぎないかもしれない。民主主義国
の中には、反自由主義への動揺と
いった定性的変化が生じる可能性
が高い。そこでは、権力者が誰の
権利が保護されるのかを決定し、
選挙で敗北した勢力の個人が「民
衆の敵」として検閲や拘留、暴力
を受ける恐れがある。

人権制度の将来をめぐり、主要国
の間では、国連の場においてすで
にせめぎ合いが起きている。多様
な基本的価値観を持つ多極化した
世界において、この分野における
広範囲に及ぶ合意の形成は、不可
能に限りなく近い。「普遍的」権
利が地域のものと解釈され、その
ような解釈をめぐる闘いが世界中
で起こるかもしれない。「人権」
より政治色の薄い、新しい言葉の
ような、表面上の変化が多少の役
に立つかもしれない。
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金 融 ポ ピ ュ リ ズ ム

もし、保護主義の波が広がり、世
界の金融システムの中心にある中
央銀行が襲われればどうなるであ
ろうか？地経学の拡大という背景
のもとで、独立した金融政策の「コ
ントロールを取り戻し」、それを、
世界の経済国間の報復的対立にお
いて武器として利用せよ、という
声が高まる可能性がある。中央銀
行の慎重で調整された政策が、ポ
ピュリストの政治家により、国民
民主主義からかけ離れたグローバ
リストとして攻撃されるかもしれ
ない。

主要な中央銀行の独立性に対する
直接的な政治的異議申し立ては、
金融市場を混乱させる可能性があ
る。投資家が、世界の金融システ
ムの制度基盤の安定性を疑うこと
になるかもしれない。不安が深ま
るにつれ、市場が動揺を始め、為
替が変動するかもしれない。不確
実性が実体経済に広がる可能性が
ある。二極化が国内の政治的対応
を妨げ、問題の悪化を、国内外の
敵の責任にする可能性もある。国
際的には、調整された段階的縮小
策を強制して正当性を有する主体
が存在しないかもしれない。世界
の金融構造に対するポピュリスト
による攻撃のリスクは、中央銀行
の独立性に関する、一般的な正当
性を最大化する努力を強めること
により低減できる可能性がある。

このことは、独立性、説明責任お
よび安定性に関する決定に－おそ
らくは正式な協議会を通して－国
民を巻き込むことによって行うこ
とができるであろう。金融政策の
任務やツールに関する国民の理解
や支持が大きくなるほど、危機の
時代にあって、脆弱さの程度が低
下することになる。

保 護 主 義 的 衝 動 の 高 まりが 、
中 央 銀 行 の 独 立 性 に 疑 問 を 投 げ か け て い る



振り返りの
視点

毎年、振り返りの視点のセクションでは、過去の『グローバルリスク報告
書』を振り返り、我々がかつて取り上げたリスクを再び考察する。その目
的は、取り上げられた年と比べてどのような進化を遂げているかを追跡す
ることである。それらのリスクと世界の対応は、どのように変遷してきた
のだろうか。今年、我々が振り返るリスクは、食料安全保障、市民社会、
インフラへの投資の３つである。
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食糧システムの安全保障

近 年、 食 料 安 全 保 障 に 対 す る 脅
威 は 高 ま り を 見 せ て い る。2017
年、南スーダンで飢饉が宣言され
数カ月で解除されたものの、飢饉
宣言は21世紀になってからわずか
２回目であった。南スーダンの状
況は、依然として、飢饉早期警報
システムネットワーク（Famine 
Early Warning Systems Network/
FEWS）1が用いる５段階の尺度で
「飢饉」の１段階下の「非常事態」
と指定されている。エチオピアや
ナイジェリア、イエメンも同様の
位置にある。アフガニスタンやコ
ンゴ民主共和国、ソマリア、アフ
リカ南部の一部などは、「非常事
態」の次に深刻な「危機」のカテ
ゴリーに分類されている。FEWS
によれば、現在、緊急食糧援助を
必要とする人々の数は、「この数
十年で前例がない」ものとなって
い る。 イ エ メ ン だ け で も、 毎 月
1,500万人の人々が緊急食糧援助
を待っている2。

図7.1に 示 さ れ て い る よ う に、 栄
養不良は2015年以降、絶対的にも
相対的にも増加傾向にある。栄養
不良に苦しむ世界人口の割合は、
2000年代初期の約15%から2015年
の10.6%へ減少したが、それ以降
の２年間で10.9%へと微増してい
る。 こ れ は、 絶 対 的 に は 約4,000
万人の増加を意味しており、2017
年には合計８億2,100万人の人々
が栄養不良の状態にあり、2009年
以降最大であった。20億人以上の
人々が、成長や発達、疾病予防に

食料不足の悪化

出典：United Nations, Department of 
Economic and Social Affairs, 2018.
https://unstats.un.org/sdgs/ indicators/
database/?indicator=2.1.1

図7.1：栄養不良の増加
世界の栄養不良の拡大

人数（百万人） 世界人口に占める割合（%）

必要な微量栄養素の不足に陥って
いる3。

このような最近の食料不安定性の
進行の１つの重要な要因は、紛争
である。世界の飢えた人々の大部
分が、紛争の影響が及ぶ国々で生
活しており4、第３章（理知と感情）
で論じたように、近年、世界中の
紛争の数が増加していることは言
うまでもない。2017年に長引く食
料危機を経験していると分類され
た19カ国のすべてが、暴力的紛争
による影響も受けていた5。

『 グ ロ ー バ ル リ ス ク 報 告 書2016
年版』で論じられたように、紛争
は、食糧システムに連鎖して混乱
を 引 き 起 こ す 可 能 性 が あ り、 ま
た、2017年版食料安全保障および
栄養状態に関する報告に記載され
ているように、「... 紛争は、世帯の
食料入手を減少させる経済や価格
など影響をもたらし、人々の可動
性をも抑制したり、さらには、世

初期の『グローバルリスク報告書』の１つである2008年版では、食料安全保障を取り上げていた。そこでは、
2007年中に記録された食品価格の急上昇が、ありがちな短期的変動を示すものか、あるいは、食糧システムの
より構造的な混乱かを問い、気候変動や人口増加、消費パターンの変化といった食料の不安定化の要因に焦点
を当てた。2016年版では「気候変動と食料安全保障へのリスク」の章で気候変動について更に詳しく考察し、
穀物生産高が需要ほど急速に伸びていないことを示した。気候変動がどのように食料安全保障に影響を与える
か、次の２つの主な筋道を挙げた。(1) 気温や降雨パターンの変化による農業生産高に対する直接的な影響、お
よび (2) 市場変動、輸送網の中断、人道的な非常事態といったより広範に連鎖する混乱

紛争の影響
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世界人口の伸びが、紛争やその他
の食料不安定化要因による食料シ
ステムへの影響を深刻化させてい
る。入手可能な食料に係る現在の
水 準 を2050年 ま で 維 持 す る た め
には、食料生産をおよそ70%増加
させなければならない9。食料増
産の効率的な取り組みをするため
には、廃棄についても対処されな
い限り、向上しない。因みに、現
在、 世 界 の 食 料 の 約 ３ 分 の １ が
廃棄されている10。食品廃棄物の
水 準 は、 米 国 に お け る １ 人・ １
年 当 た り95キ ロ グ ラ ム か ら ル ワ
ン ダ の １ キ ロ グ ラ ム ま で と、 ば

帯の食料や医療サービス、安全な
水の入手を制限する可能性すらあ
る6」。イエメンでは、2018年下半
期にリアル通貨の価値が急落し、
食料や生活必需品の価格を押し上
げ、首都サナアでは７月から10月
の間に食料価格が35%上昇した。
紛争は、食料安全保障上の問題を
引き起こす強制的な移住をも招い
ている。現在、6,850万人の人々が
世界中で住む場所を失っている。
難民に十分な食料を供給する取組
は 今 な お 継 続 中 で あ る。 今2016
年、国連の世界食糧計画は、ケニ
ア の 難 民 キ ャ ン プ で の 配 給 を 半
量にせざるを得なかった7。2017
年、エチオピアの難民キャンプで
は、資金不足のために配給が３度
にわたって停止された8。

気候変動は、「気温や降水量、異
常気象における変化および二酸化
炭素濃度の上昇」により、世界の
食糧システムへの負荷を増大して
いる14。過去４年は、史上最も暑
かった15。気候変動に関する政府
間パネル（The Intergovernmental 
Panel on Climate Change/IPCC）
は、パリ協定の目標値1.5℃を超え
る地球温暖化が食料安全保障にも
たらす影響について警鐘を鳴らし
ている。例えば、1.5℃の上昇で推
定3,500万人の人々が穀物生産高
の変化に直面する可能性があり、
３℃上昇すればこれが18億人に膨
れ上がる。すでに収穫量の変化の
うち約３分の１が、気候要因によ
るものである16。2018年中のヨー
ロッパにおける干ばつは、2012年
以降最低の穀物生産高を記録した
が17、これは世界の穀物備蓄の急
激な減少を招いてしまった18。食
糧システムは、第５章（闘うか、
逃げるか）で論じたように、都市
での地下水の採取など、他の使用

者と水をめぐっても闘わなければ
ならない。

研究者は、極めて多くの量を扱う
食品の国際取引などの食糧システ
ムの「要所」－航路帯や沿岸イン
フラ、内陸輸送網19 －に影響を与
えるリスク要因としても特定して
いる。例えば、「国際的に取引さ
れるすべての穀物のうち半分が、
14の 難 所 の う ち 少 な く と も １ つ
を通過しなければならず、10%超
が、代替ルートを探し出せない海
事の要所に依存している20」。2000
年から2015年の間に国際取引され
る農産物量は127％に増加するな
ど、世界の食料サプライチェーン
の役割が重要になるにつれ、これ
らの要所の脆弱性に起因するリス
クは高まっている21。研究者たち
は、複数の要所に同時に発生する
障害によるリスクは、気候変動に
よって高まっているとの見解を示
している。例えば、メキシコ湾岸
の米国の港がハリケーンによって
閉鎖され、同時に、ブラジルの主
要道路が大雨のために水浸しにな
るという最悪のケースでは、世界
の大豆供給量のうち最大半分が一
挙に途絶することも有り得る22」。

らつきが大きい11。ある研究は、
2030年まで食品廃棄物が毎年２%
近く増加する可能性を示唆してい
る12。この影響は、食料安全保障
の枠を越えており、国連食糧農業
機関（the Food and Agricultural 
Organization of the UN/FAO）の
調査では、食品廃棄物によって年
間温室効果ガス排出量の推定８%
が発生しているという13。

人口増加と浪費

気候変動と要所
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CIVICUSの記録によれば、世界で
最 も 頻 繁 に 起 き て い る 市 民 の 自
由の侵害は、報道の自由に関連し
ている。過去２年間の出来事は、
我々が2017年版報告書で提起した
懸念を裏付けている。世界中で報
道の自由が広範囲にわたり制限さ
れている。エコノミスト・インテ
リジェンス・ユニットは、同社が
2006年にメディア自由指数を発表
して以来、2017年を最悪の年と位
置づけている23。

国境なき記者団によれば、一般に

『グローバルリスク報告書2017年版』には、「市民社会スペースの圧迫」を論じた章が紹介されていた。その章
では、世界中で市民社会団体の運営に対する取り締まりが強化されたことにより、社会的信用の低下や、汚職、
二極化および不安の増大などの悪影響を警告した。また、同章では、109カ国における市民の自由、特に報道の
自由に対する深刻な脅威を指摘する研究を引用した。さらに、市民社会団体に対する制限を正当化するために
安全保障が頻繁に引き合いに出されていること、および、表現や集会の自由を制限する手段として新たなテク
ノロジーの重要性の高まりについて焦点を当てた。

通常、「振り返りの視点」のシリーズでテーマとして取り上げるには、２年超の時間をおくことになるが、短期
間のうちに、上記のトレンドは、多くの国々において社会および政治リスクの展望をますます特徴づけるよう
になっている。これは、強国政治が一般的に強まっていること、および、民主主義国と非民主主義国の双方に
おいて、権威主義に基づく統治にかなりシフトしていることを反映している。

フリーダム・ハウスは、直近の年次報告で、世界における自由が2017年には12年連続して低下しており、113
カ国が自由の純減を記録している（62カ国は改善した）と示した。市民社会の能力強化や運動づくりを行う
CIVICUSによれば、2018年中も引き続き状況は厳しくなっており、３月から11月の間に、「妨害されている」ま
たは「抑圧されている」と分類される国々の数が増え、「開かれている」または「限定されている」と分類され
るものが減少した。

市民社会スペース

ジ ャ ー ナ リ ス ト を 擁 護 す る ヨ ー
ロッパのいくつかの国々において
さえ状況が著しく悪化している。
マルタとスロバキアでは、過去18
カ月でジャーナリストの殺害が目
立っている24。

我 々 は、2017年 の 時 点 で は、 そ
れ以降重要性を増すことになる、
ある事象について論じなかった。
定 評 の あ る 非 政 府 組 織（NGOの
多 く ） は リ ベ ラ ル 系 だ が、 国 に
よっては、保守系の市民社会団体
が目立った役割を果たしているこ

とに注意すべきである。最近のあ
る研究では、ブラジルやインド、
タイ、トルコ、ウガンダ、ウクラ
イナ、米国といった国々における
保守的な市民社会運動の影響が指
摘されている25。このような団体
は、様々な信仰やコミュニティの
規範、政治的見解に根ざす様々な
目的を追求しているが、１つの共
通点は、「変化からの保護、外部
の経済的圧力からの保護、新たな
種類のアイデンティティや道徳規
範からの保護を探求している」こ
とである26。

報道が圧力を
受けている

保守系団体が
力を増している
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市 民 の 自 由 を 制 限 し て い る 政 府
は、引き続き、正当化の理由とし
て安全保障を挙げている。2018年
版国連・平和的な集会と結社の自
由の権利に関する特別報告者によ
る報告は、「国家による非常事態
宣言（時に十分な正当化の理由の
ないことがある）、テロ行為や治
安への脅威を定義するためのあい
まいな表現の利用、ならびに平和
集会および結社の自由に対する制
限に関する濫用的な解釈を可能と
する広範な法規定」といった懸念
を挙げている27。この報告は、20
カ国近くの様々な厳格な規定を挙
げている。

この特別報告者は、市民社会団体
の活動に立ちはだかる制限を課す
ルールや規制の利用が増加してい
ることも述べている。このような
ルールは、煩雑な管理上の要件か
ら、より実体に即した規定、すな
わち「非政府組織（NGO）が自ら
の活動を政府の方針に適合させる
ことを要求し、それをしないNGO
には重い制裁を課すような制限」
にまで及んでいる28。外国から資
金援助を受けている団体は特にリ
スクが高い。これは、我々が2017
年に焦点を当てた、高まる可能性
のあるトレンドである。第２章（力
と価値）で論じた価値観に基づく
地政学上の緊張という背景のもと
で、多くの国々はすでに、競合国

が政治的不安定さを拡大するため
に「情報操作」を利用することに
懸念を示している29。

市民社会を監視・制御するための
新 た な テ ク ノ ロ ジ ー の 利 用 も、
地政学的な波及効果をもたらし得
る。世界ではインターネット上の
自 由 が ８ 年 連 続 し て 低 下 し て い
る30。上述の特別報告者は、新た
な テ ク ノ ロ ジ ー は 集 会 の 自 由 に
とって「最も重要」であると述べ
ており、また、ソーシャルネット
ワーキング・プラットフォームへ
のアクセスを禁止する政府がある
ことを強調している31。多極で多
様な概念が存在する世界秩序の発
展のもと、デジタル・フリーダム
を主な断層と見ている者もいる32。

安全保障上の
懸念が継続
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近年、インフラ支出は地域ごとに
明 確 な 差 を 見 せ て お り、 そ の 差
は、 あ る 推 計 に よ れ ば、 サ ハ ラ
以南アフリカ地域におけるGDPの
1.9%から、中東や北アフリカにお
ける6.9%まで及ぶ35。絶対的に、
支出水準はアジア、中でも中国に
おいて特に高くなっている。アジ
ア太平洋地域が2015年の世界のイ
ンフラ支出の半分以上を占めた36。

GIHの 予 測 に よ れ ば、 現 在 か ら
2040年までに最も大きなインフラ
需要を有する国は中国である。現
在の傾向では、中国は、合計28兆
米ドルの支出が必要であるのに対
し1.9兆米ドル不足することにな
る。米国の全体の投資需要はずっ

インフラへの投資
９年前の『グローバルリスク報告書』（第５回）では、インフラへの投資を増やす必要性について注意を喚起し
た。この報告書は、金融危機のさなかで世界経済が収縮した１年後の2010年に発行された。需要が低迷し不確
実性が高まる背景のもとで、この報告書は、20年にわたる推定35兆米ドルに相当する世界インフラの必要性を
提起した。そこでは、投資課題になる人口増加と気候変動という２つの主要トレンドと、農業およびエネルギー
セクターにおける共同開発の必要性を指摘した。また、重要インフラにおける脆弱性が評価と管理が必要なよ
り広範なシステミックリスクの要因であることも警告した。

2010年以降、将来必要となる投資の概算が増加の一途をたどっている。G20が創設した団体であるグローバル・
インフラストラクチャー・ハブ（Global Infrastructure Hub /GIH）の予測によれば、2040年までに57か国の７
つのセクターにわたり合計97兆米ドルに上るインフラ投資が必要であると指摘している。この金額は現在の79
兆米ドルの投資総額にほぼ見合うものであるが、それでも世界のインフラ・ギャップは18兆米ドルに上る33。
新興国、先進国を問わず多くの国々は、「自らのインフラ投資の維持および拡大に対し十分な注意を払っていな
いため、経済の非効率が生じており、また、重要システムの毀損を許している34」。

こ の 数 十 年 で、 全 般 的 な 開 発 金
融、特にインフラプロジェクトに
ついて、従来型の援助の流れから
海外直接投資（FDI）へと変化を
見せている40。これは、中国の影
響も大きく、たとえば、世界の投
資の流れに占める中国の割合は、
2006年の４%から2017年には17%

と少ないが（12兆米ドル）、現在
の傾向に対応するための不足額は
２ 倍 大 き い（3.8兆 米 ド ル ）。『 グ
ローバルリスク報告書』（2010年
版）で、米国土木学会（American 
Society of Civil Engineers/ASCE）
が 米 国 の イ ン フ ラ・ ス ト ッ ク を
「D」と評価したことを指摘した
（「A」が最高であり、「D」以下は
目的に適さないことを示す）。最
新のASCE報告書の評価は2017年
のものであるが、そこでは、米国
は「D+」へとごくわずかであるが
改善した37。

GDP比で、現在から2040年までの
期間について、アフリカが最もイ
ンフラ・ギャップが大きい38。１
つの理由は、この期間にアフリカ
の人口が倍増することが挙げられ
ている。この地域のインフラ需要
を満たすためには、大きな変化が
求 め ら れ る だ ろ う。 我 々 が2010

年に指摘した政治システムや統治
システムの脆さに関する懸念が、
投資資金の流れを抑制し続けてい
る。アフリカ開発銀行は、2016年
の公共および民間のインフラ資金
援助の取り決めが、主に中国から
の流入額の減少が報告された結果
として、５年間で最低の水準に低
下したことを示している39。

地域により異なる
支出ギャップ

FDIとサイバーに
関するリスクの増大
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『グローバルリスク報告書』（2010
年版）の発行以降、気候変動が世
界のインフラ需要に大きな変化を

へと増加している41。第２章（力
と価値）で論じているように、開
発途上国へのFDIの流れはますま
す地政学上の緊張を招く。国際的
なインフラプロジェクトが複雑に
絡 み 合 う 様 が も た ら す 相 互 依 存
は、『グローバルリスク報告書』
（2010年版）発行の時点では差し
迫った懸念事項ではなかったが、
今や、国際システムにおけるリス
クを増加させる源となっている。

過 去 数 十 年 に わ た り、 テ ク ノ ロ
ジーによってインフラ開発に関連
するリスクは根本から変化してき
た。デジタル化とモノのインター
ネットが世界中で接続性を深める
ことにより、悪意ある者がオンラ
イ ン 攻 撃 を 仕 掛 け る 可 能 性 を 高
め、起こり得る損害が増幅される
につれ、2010年版の報告書で指摘
した重要インフラを取り巻くリス
クが増大している。例えば、世界
経済フォーラムが現在着目してい
る領域42である国家の電力システ
ムがサイバー攻撃に遭えば、他に
拡散していくような破壊的な状況
を招きかねない。ある推定では、
エネルギー供給企業が自らのシス
テムをサイバー攻撃から守るため
に、2017年に17億米ドルを費やし
たとされている43。

もたらしている。今では、気候変
動がもたらすリスクへの認識が深
まり、共同での政策対応の必要性
について総意が得られている。低
炭素への移行により、様々な形で
インフラ投資の特性が形成されて
きている。例えばエネルギーセク
ターにおいて、2017年にはクリー
ンエネルギーへのシフトが停滞し
たが、再生可能エネルギーへの投
資は加速する可能性がある44。電
気自動車の割合の増加や、道路、
空路および海上輸送量の膨大な増
加に対応できる輸送インフラにし
なければならない45。また、セン
サーに基づく技術があらゆる種類
のネットワークやグリッドにおい
て幅広く利用されることから、そ
れらが依存するデジタルインフラ
に対する需要が増すだろう46。

気候変動への対応も、第５章（闘
うか、逃げるか）で論じた種類の

「グリーンインフラ」ソリューショ
ン へ の 投 資 を 促 進 す る こ と に な
る。これらのソリューションは天
然資源を用いるため、例えば、エ
ネルギー需要を低下させ、都市の
気温を下げ、また、水の管理を改
善することができる47。

持続可能なインフラの急速な展開
は、より多くの投資家がこの市場
に参入するにつれ、金融イノベー
ションの継続をもたらすかもしれ
ない。インフラ資産全般に投資す
るファンドの数がすでに著しく増
加 し て お り、2004年 の14%か ら
2016年の10.6%へとリターンを押
し下げている48。国連環境計画に

よれば、「グリーンボンド」の発
行額は、2013年の110億米ドルか
ら2017年 の1,550億 米 ド ル へ と 急
増した49。資産バブル、持続可能
な 投 資 を 促 進 す る た め に 資 本 要
件を下げる衝動など50のグリーン
ファイナンスの急速な拡大に関連
して起こり得るリスクが存在する
ものの、このようなリスクの管理
コストは、資金供給を増加させて
世界のインフラ需要を持続可能的
に満たす一助とする利益と比べる
と小さいだろう。

低炭素インフラ
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リスクの再評価
『グローバルリスク報告書』のリスクの再評価のセクションでは、リスク
とリスク管理に関するリスクの専門家の見識を共有する。その目的は、急
速に進化するリスクの展望にどのように対応するかについて新たな思考を
促すことである。１つのリスクを軽減する取り組みが他のリスクを悪化さ
せることが多いため、本年の報告書では、ジョン・D・グラハム氏が、リ
スク間のトレードオフを考慮することの重要性を論じる。また、アンド
ラーシュ・ティルシック氏とクリス・クリアフィールド氏が、組織をシス
テミックリスクから守るための措置に焦点を当てる。
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リスクの比較考量

企 業 幹 部 や 規 制 当 局、 医 師、 セ
キュリティ担当者は、意思決定に
おける共通のジレンマに直面する
ことがよくある。その共通のジレ
ンマとは、少なくとも今のところ
どちらのリスクを受け入れるのか
を決定することである。このよう
な分野においては、リスクをまっ
たく伴わないような決定の選択肢
はほとんどないのが厳しい現実で
ある。熟知していない会社との合
併は下方リスクが山積しているこ
とを知りながらも、企業幹部が有
望な買収への支持を決定すること
があるかもしれない。冠動脈バイ
パス手術による寿命の延長は、よ
り単純な血管形成術の手順と比較
して、手術の高い危険性に見合う
も の で あ る の か を 見 極 め る た め
に、心臓病疾患を抱える患者が心
臓病専門医のもとを訪れて相談を
することがよくある。ドイツが大
胆にも原子力発電から撤退したこ
とにより、ドイツは、少なくとも
再生可能エネルギーへの意欲的な
道筋が完成するまで、石炭を燃料
とする電力に起因するより大きな
リスクを負うことを間接的に強い
られている。そして、空港におけ
るテロ対策については、テロリス
トがスポーツイベントやコンサー
ト、地下鉄といった脆弱な新たな
標 的 に 単 純 に シ フ ト し た 場 合 に
は、社会全体のリスクが軽減した
ことにならないだろう。

「ターゲット・リスク」とでも呼
ば れ る も の は、 意 思 決 定 者 の 主
要な懸念事項の１つを意味する。
トランプ政権は、政府の補助金を
受けている中国製品により被害を
被っている米国企業が多く存在し
ていることから、米国企業に対す
る差し迫った脅威として中国から
の輸入を挙げている。「対抗リス
ク」とは、ターゲット・リスクを
低減させるための介入によって発
生する意図せぬリスクである。中
国からの輸入品に対する報復関税
は、中国を交渉テーブルにつかせ
るかもしれないが、その間に、こ
のような関税によって特に中国か
らの輸入品に依存する一定の米国
製品の価格が世界市場において高
騰する。米国の関税は中国との貿
易 戦 争 を も 招 き、 そ の 結 果 と し
て、中国で事業を行う米国の輸出
業者にとっての一定の対抗リスク
が発生する。

ターゲット・リスクと対抗リスク
の間のトレードオフを解決すると
いう課題は、差しあたって特に複
雑となる。技術的な選択肢はかな
り限られ、研究・開発（R&D）ソ
リューションは該当する計画対象
期間を超えている。また、政府お
よび企業における現在の法的・組
織的な取り決めについては、急な
再構築が困難である。長い目で見
れば、リスク管理に注ぐ時間の余

ジョン・D・グラハム

裕が、ターゲット・リスクと対抗
リスクの双方に対抗するための研
究・開発やイノベーション、組織
の変化を可能にさせることから、
「リスクに対抗できる」より多く
のソリューションが存在する。

リスクのトレードオフに対する最
も有望な差しあたってのソリュー
シ ョ ン は、 理 論 上 は 容 易 で あ る
が、実際には非常に難しい。意思
決定の選択肢について競合するリ
スクを特定し、慎重に比較検討す
る。例えば、世界経済が活性化を
帯びながら回復する中で、政策立
案者にとって金融節度を強化する
ことに魅力を感じつつも、そのよ
うな節度によって世界の大半が慣
れ親しんでいる驚くほど低い金利
水 準 よ り も 上 昇 す る か も し れ な
い。金利が上昇しすぎるか、ある
いは上昇が速すぎれば、事業活動
に対する悪影響が予想される。金
融節度に関するリスクと利益を比
較検討することは、金融政策立案
者の極めて重要な責務である。

リスク間の
トレードオフ

ターゲット・リスクを被る当事者
が、 対 抗 リ ス ク を 経 験 す る 可 能
性のある当事者と異なる場合、リ
スクのトレードオフは、意思決定
者はリスクのトレードオフに特に
注意を払わなければならない。中
国では、日頃から自動車の排気ガ
スに見舞われている汚染の進む東
部の都市の、特に渋滞する道路や

地理と文化
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幹線道路の近くで生活する家庭に
とって電気自動車は汚染の除去が
期待できるだろう。しかし、中国
の電力網から電力を得て電気自動
車に充電する場合には、発電所に
お い て よ り 多 く の 汚 染 が 発 生 す
る。それらの施設は中国の都市の
周辺や、または発電所の建設が容
易な、あまり裕福ではない中国内
陸部に設置されるかもしれない。
プラグイン電気自動車による間接
的な公衆衛生上のリスクを誰が負
うことになるのかを正確に知るた
めには、最新の大気化学や高解像
度地理情報システムから情報を得
た上での、慎重な大気質モデリン
グが求められる。対抗リスクに対
しターゲット・リスクと同一の分
析における注意を与えない場合に
は、規制当局にとって、ある住民
から他の住民へ汚染を移すことの
倫理的側面を比較検討することは
不可能なようだ。このような状況
において、対抗リスクをターゲッ
ト・リスクと同じように透明性を
持たせるのは、言うは易く、行う
は難しである。

リスクのトレードオフに関する決
定 を 異 な る 文 化 に お い て 行 う 場
合には、いくつかの厳しい相違が
生じることを予想すべきである。
米国のジョージ・W・ブッシュ、
バラク・オバマ両大統領の国家エ
ネルギー政策は、多段階水圧破砕
法や水平掘削といった技術革新に
よる非従来型の石油および天然ガ
ス開発を大きく促進させた。ペン
シルベニア州やノースダコタ州、
オクラホマ州、テキサス州におけ

る技術革新の普及が非常に急速で
あったため、州の規制当局は結果
として生じる地震や水質汚染のリ
スクをようやく理解し規制を始め
たところである。米国で利用され
ているのと同じ非従来型技術は、
ドイツでは認可されず、新たな産
業が操業を開始する以前に「水圧
破砕法」は禁止された。ドイツの
企業や世帯は、水圧破砕法禁止に
よって、高い天然ガス料金を負担
するとともにロシア産天然ガスに
大きく依存しているが、ドイツの
政策立案者はそのようなトレード
オフを行う権限がある。

規制リスク管理における厳しい国
際的相違については、主張される
リスクが特定の国に限定される生
産活動に関連するものではなく、
世界経済において国境を越えて取
引される商品の消費に関連する場
合にはそれほど容認されない。世
界貿易機関（WTO）は、国々が健
康リスクに関する懸念事項を、製
品の禁止や制限に関する保護主義
的な動機を隠すために利用しよう
してきた複数の事例をすでに明ら
かにしている。中国は、米国や欧
州連合がこのように行動すること
への懸念もあり、また、米国は、
ホルモンを投与した牛肉や遺伝子
組み換え種子についてWTOの場で
欧州連合に対しすでに勝訴してい
る。

貿 易 紛 争 の 解 決 に 向 け て の 根 拠
に基づくアプローチの利点の1つ
は、すべての国々が、文化的な規
範にかかわらず、科学的な根拠に

アクセスできることである。文化
的な規範を理解することは、より
主観を持った営みである。実証さ
れたリスクの深刻さに関する真の
不確実性が、様々な国々の予防規
制における相違を正当化するかも
しれないが、リスクと安全に関す
る科学知識は国境を超える。WTO
は完璧な組織ではないものの、リ
スク管理に向けての根拠に基づく
アプローチを促進し、リスクのト
レードオフに関する、より多くの
国際学習を育む可能性を持ち合わ
せている。

幸いなことに長い目で見れば、優
れたリスク管理のためのより有望
な機会は拡大する。現在の新たな
手術法は、冠動脈バイパス手術を
20年 前 よ り も 安 全 で 効 果 あ る も
のにしている。今日、米国やカナ
ダで利用されている水圧破砕技術
は、ほんの５年前に利用されてい
た技術よりもずっと持続可能で費
用 対 効 果 が 優 れ て い る。 ま た、
バッテリー技術の進歩は、大半の
専門家が10年前に可能と考えてい
たよりも、輸送分野の電化をより
妥当で持続可能、価格の手頃な選
択肢へと変えつつある。

厳しい問いかけは、難しいリスク
の ト レ ー ド オ フ を 緩 和 す る た め
に生産性のある研究・開発投資を

リスクのトレードオ
フを緩和するための
投資
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どのようにして促進するのか、と
いうことである。いつ、イノベー
ションは市場競争を通して生産性
を 以 て 発 生 す る の か、 ま た、 い
つ、業界はイノベーションを推進
するためのインセンティブや後押
し、あるいは強制さえも必要とす
るのか。政府の補助金は基礎研究
に集中させるべきか、あるいは、
政 府 が い く つ か 有 望 な テ ク ノ ロ
ジーを選び、実社会での実証に補
助金を与える必要もあるのか。政
府の研究・開発政策が、市場にお
ける「失敗作」を生んだ多くの事
例があるが、水圧破砕法やプラグ
イ ン 電 気 自 動 車 な ど、 政 府 の 研
究・開発政策が、刺激に富み変革
をもたらすイノベーションの育成
において建設的な役割を果たして
きた事例もある。

ジョン・D・グラハムは、イ
ンディアナ大学公共環境学
部長である。
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メルトダウンの時代における管理
アンドラーシュ・ティルシック、クリス・クリアフィールド

自然災害や異常気象、組織ぐるみ
のサイバー攻撃などの大規模な事
象を懸念することは正しいが、シ
ステムを停止させるのは、得てし
て小さな失敗の連鎖した結果であ
ることが多い。社会学者のチャー
ルズ・ペローは、この種の不測の
障害に対してシステムを脆弱にさ
せる２つの側面を洗い出した。す
なわち、複雑系と密結合である1。
複雑系は、複雑に接続された多く
の部品を持つ手の込んだ巣のよう
なもので、そこで起きていること
の多くは、肉眼には見えない。密
結合のシステムは容赦のないもの
で、ほとんど緩みがなく、許容誤
差も僅かである。

複雑系において何かがうまくいか
ないとなると、至る所で問題が現
れ始め、発生している事象を把握
することすら難しい。また、密結
合とは、露呈した問題がすぐに手
に負えなくなり、小さなエラーさ
え大規模なメルトダウンに連鎖す
る可能性を秘めていることを示す。

ペ ロ ー が1980年 代 初 め に 自 ら の
フレームワークを開発した時点で
は、高度に複雑で、かつ、密結合
であるシステムはほとんどなく、
原子力発電所やミサイル警報シス
テム、宇宙探査ミッションといっ
た珍しいハイテク領域の傾向を持
つものが存在していた。しかしな

がら、それ以降、世界には膨大な
量の複雑系が加わった。接続され
た 装 置 や 世 界 に 広 が る サ プ ラ イ
チェーンから金融システムや新し
く複雑な組織構造まで、小さな問
題が不測の連鎖的障害を引き起こ
す可能性が、今や至る所にある。

朗報としては、解決策があるとい
うことである。システムの単純化
は容易ではないが、システムの管
理方法を変えることはできる。あ
る研究で、チームを組織する方法
や問題へのアプローチの仕方を少
し変えるだけで、大きな違いが生
じることが示されている。

大規模な情報技術（IT）プロジェ
ク ト か ら 事 業 拡 大 の 取 り 組 み ま
で、複雑で密結合なシステムにお
いては、小さな障害が壊滅的なメ
ルトダウンを引き起こしかねない
筋道を事前にすべて特定すること
は困難だ。危機一髪の事態や、シ
ステム故障の全容を理解するには
役立ちそうもない小さな事象に関
する情報を収集しなければならな
い。小さなエラーからシステムの
脆弱性に関する貴重なデータを入
手し、それを活用して、より深刻
な脅威が迫っている箇所を特定す

ることができる。しかし多くの組
織は、このようなニアミスから学
習しない。これは、日常生活でよ
くある、あまりに人間的な傾向で
ある。すなわち、時々詰まるトイ
レ に つ い て、 そ れ が あ ふ れ る ま
で、警告サインではなく取るに足
りない問題として扱うのである。
あるいは、自動車について、かす
かな警告サインが出ていたとして
も修理工場に持ち込まずに無視す
るのである。複雑系においては、
小さな故障やその他の異常が強力
な警告サインとして有効だが、そ
うなるのは、警告サインとして扱
う場合のみである。

指導者は、障害を示す弱いサイン
にも注意を払う組織の能力を生み
出すことができる。巨大製薬会社
であるノボ ノルディスクは、経
営幹部が製造品質の低下（１億米
ドル以上の損害が生じた）に大き
な衝撃を受けた後、上記のような
能力開発に着手した。ノボ ノル
ディスクは、この失敗の結果に関
して、個人に対する非難、あるい
は、管理者に対する注意喚起の奨
励を行わなかった。その代わり、
重要な問題が組織の最下層でも見
過ごされないことを確実にするた
めに、あらゆる事業単位・職位の
職員と面談することを任務とする
新たなファシリテーターのグルー
プを創設した。このグループは小
さな問題でもフォローアップし、
それが大きな問題になることを防
ぐ。

1 Perrow, C. 1999. Normal Accidents. Princeton, NJ: Princeton University Press.

小さく考える
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問題や驚くべき事象に直面した場
合、我々の本能が表面に出てくる
ことが多い。しかし、問題の出現
に直面して計画に固執してしまう
と惨事を引き起こしやすくなる。
立 ち 止 ま る こ と に よ り、 不 測 の
脅威を評価し、事態が手に負えな
くなる前にやるべきことを把握す
る機会が与えられる。単純なよう
に聞こえるが、実際には、間違っ

複雑で密に結合されたシステムに
お い て、 認 知 バ イ ア ス は 大 規 模
な障害を引き起こす小さなミスの
原因となることが多い。幸いなこ
とに、より良い決定を行うために
利用することのできる単純な技術
がいくつかある。１つは、「プレ
モータム3」（起こり得る失敗とそ
の可能性を事前に予測するリスク
管理）である。今から６カ月後と

懐疑論を育てるもう１つの効果的
方法は、多様性を利用することで
ある。表面的な多様性（例えば、
人種や性別の相違）は、組織にお
ける健全な意見の相違を育む。あ
る研究では、多様なグループは、
決定を行う前により厳しい質問を
行い、より多くの情報を共有し、
また、より幅広い関連要素を議論
することが示されている。職歴の
多様性も重要である。20年近くの
間1,000以上の小規模な銀行を追
跡した研究では、取締役会に銀行
員が少ない銀行の方が失敗の可能
性の低いことが分かった2。要す
るに、銀行員ではない者は、明白
と思われる想定に異議を唱えるこ
とにより、集団思考を乱す傾向が
強かったということがある。構成
する人々の職歴が多様な取締役会
を持つある銀行CEOの発言によれ
ば、「何か好ましくないものを見
たときでも、誰もそれを指摘する
ことを恐れない」のである。

た警報かもしれないと考えれば、
チームメンバーが遅滞や混乱を招
くと刺激を与えてしまう可能性は
否めない。しかし、これは、リー
ダーが積極的に奨励しなければな
らない。

場合によっては、立ち止まること
は 選 択 肢 と な ら な い か も し れ な
い。そのような状況において効果
のある危機管理を実施するために
は、行動、監視および判断を迅速
に反復する必要がある。システム
を試し直すために何かを行わなけ
ればならない 。それに応じて発生
したことを監視し、行動が意図し
た 結 果 を も た ら し た か を 確 認 す
る。そうでなかった場合には、監
視により得た情報を利用し、新た
な判断を下し、次の行動の局面に
移る。ある研究で、このようなサ
イ ク ル を 迅 速 に 反 復 す る チ ー ム
は、複雑で変化する問題を解決す
る可能性の高いことが実証されて
いる。

2 Alamandoz, J. and A. Tilcsik. 2016. “When Experts Become Liabilities: Domain Experts on Boards and Organizational Failure”. Academy of Management 
Journal 59, 4 (2016): 1124–49.
3  Klein, G. 2007. “Performing a Project Premortem”. Harvard Business Review. September 2007.

成功が小さな失敗を避けることに
依 る の で あ れ ば、 複 数 の 角 度 か
ら自らの決定を検討し集団思考を
回避することができるよう、組織
に懐疑論を組み込む必要がある。
NASAのジェット推進研究所（Jet 
Propulsion Laboratory/JPL）が取
り入れた１つのアプローチは、す
べてのプロジェクトチームに懐疑
論者、特にJPLのエンジニアリン
グ技術局（ETA）出身のエンジニ
アを参加させたことである。

ETAのエンジニアは理想的な懐疑
論者である。彼らはテクノロジー
とミッションを理解する十分なス
キルを持つが、異なる観点を取り
入れるに十分な独立性を備えてい
る。また、彼らは組織の一員であ
るものの自らの指揮命令系統を持
つという事実は、プロジェクトマ
ネージャーがETAのエンジニアの
懸念事項を簡単に片づけることが
できないということを意味する。
ETAのエンジニアとプロジェクト
マネージャーが特定のリスクにつ
いて合意できない場合、彼らはそ
の問題をETAのマネージャーに持
ち込むが、このマネージャーは技
術 的 な 解 決 策 を ま と め る よ う 努
め、ミッションのための追加のリ
ソースを得るか、あるいは、当該
問題をJPLのチーフエンジニアに
展開する。

立ち止まることを
学ぶ

失敗を想像する

懐疑論の奨励
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して、着手しようとしている大掛
かりなプロジェクトが失敗したと
想像してみよう。プレモータムに
は、 過 去 に 遡 っ て 失 敗 し た 理 由
や、それを防止するためにできた
事項に関するアイデアを見つけ出
すことが含まれる。このプロセス
は、出現するかもしれないリスク
に関するブレインストーミングと
は異なる。すなわち、失敗がすで
に生じていると想定することによ
り、心理学者が「あらかじめの後
知恵」と呼ぶものを利用すること
ができ、一連の問題をより広範か
つ鮮明に予想することができるよ
うになる。

同様に、決定を行うための既定の
基準を利用することにより、（得
てして正しくないことが多い）本
能に基づく対応に頼るのを防ぐこ
とができる。起こり得る重要な結
果を考慮していない、過度に単純
化された予測に基づいて決定を行
うことがあまりに多い。例えば、
プロジェクトが完了するのに１～
３カ月かかると予測するかもしれ
ない。この種の予測に関するより
体系的な方法の１つは、起こり得
る結果の全範囲を複数の区間に分
割し、それぞれの区間の確率を推
定 す る、 主 観 的 確 率 区 間 推 定 法
（Subjective Probability Interval 
Estimates/SPIES）を利用すること
である。上記の例では、プロジェ
クト期間を６つの区間（０～１カ
月目、１～２カ月目、２～３カ月
目、 ３ ～ ４ カ 月 目、 ４ ～ ５ カ 月
目、５カ月目以降）に分けて考え
ても良いだろう4。

上記のすべての技術をもってして
も、物事はうまくいかないもので
ある。うまくいかない場合には、
もっとうまく教訓を学ぶ必要があ
る。実際には台本のある場合があ
まりに多い。すなわち、表面上の
事後検討が行われ、個々の、ある
いは特定の技術的な問題が原因で
あることが発見され、応急処置が
施される。それから、平常業務に
戻るのである。これでは、もはや
十分ではない。具体的問題を特定
するだけでなく、より広範な組織
的・体系的原因を検討するところ
の、非難をしないプロセスを以て
現実に直面する必要がある。さら
に、早期の警告サインを認識し、
懐疑論を組織に組み込み、体系的
な決定ツールを利用し、危機をう
まく管理することによって、現代
世 界 を 決 定 付 け る 特 徴 で あ ろ う
「前例のないエラー」を防ぐこと
ができるようになる。

クリス・クリアフィールド
と ア ン ド ラ ー シ ュ ・ テ ィ
ルシックは、『メルトダウ
ン：システムが故障する理
由 と 対 処 方 法 』 （ ペ ン ギ
ン・プレス、2018年）の共
著者である。

4  Haran, U. and A. Moore. 2014. “A Better Way to Forecast”. California Management Review 57 (1): 5–15.

結論
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付録Ａ |  2019年のグローバルリスクとトレンドの説明
グローバルリスク
「グローバルリスク」は、発生した場合、今後10年間に複数の国または産業に著しい悪影響を及ぼす可能性の
ある不確実な事象または状況と定義される。見やすさを重視し、グローバルリスクの名称は本報告書の図中で
は略称を用いている。図中の略称は、以下の表中の正式名称のうち太字で表記している。

グローバルリスク 説明

主要経済国における資産
バブル

主要経済国・地域において、商品、住宅、株式等の資産の価格が持続
不可能な水準まで過剰に高騰する

主要経済国におけるデフレ 主要経済国・地域において長期にわたりゼロに近いインフレまたは
デフレが続く

大規模な金融メカニズムまた
は金融機関の破綻

金融機関の破綻や金融システムの機能不全がグローバル経済に影響
を及ぼす

重要インフラの故障／不足
インフラ・ネットワーク（エネルギー、交通輸送、通信等）への適切な投
資、改良、安全確保を図ることができないために、システムに対する圧
力やシステム全体に影響を及ぼす故障が発生する

主要経済国の財政危機 過剰な債務負担が公的債務危機や流動性危機を招く

高水準の構造的失業または不
完全雇用

高い失業率、または就業人口の生産能力が十分に活用されない状況
が長期間にわたり継続する

不法取引（不法な資金の流れ、
脱税、人身売買、組織犯罪等）

不法な資金の流れ、脱税、人身売買、偽造、組織犯罪などの法的枠組
みから外れた大規模な活動が社会的交流、地域または国際的な協
力、グローバルな成長を損なう

エネルギー価格の急激な変動
（上昇または下落）

エネルギー価格の大幅な上昇または下落が、エネルギー依存度の高
い産業と消費者を経済的にさらに圧迫する

制御できないインフレ 主要経済国においてモノ・サービスの全体的な価格水準が暴騰し、制
御できない

経
済
リ
ス
ク
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異常気象
（洪水、暴風、火災等）

異常気象により、主要な財産、インフラ、環境が被害を受け、人命が失わ
れる

気候変動の緩和・適応の失敗
気候変動を緩和し、人々を守り、気候変動の影響を受ける事業の転換を
支援する有効な対策を政府や企業が実施または制定することができな
い

大規模な生物多様性の喪失と
生態系の崩壊（陸海） 

環境に不可逆的な影響がもたらされ、その結果、人類と産業にとって著
しい資源の枯渇が生じる

大規模な自然災害
（地震、津波、火山爆発、地磁

気嵐等）

地震、火山活動、地滑り、津波、地磁気嵐などの地球物理的災害により、
主要な財産、インフラ、環境が被害を受け、人命が失われる

人為的な環境損害・災害
（原油流出、放射能汚染等）

環境犯罪を含む、大規模な人為的損害・災害を防ぐことができず、人間
の命と健康、インフラ、財産、経済活動、環境に被害を及ぼす

国家統治の失敗　
（法の支配の破綻、腐敗、政治

的膠着等）

脆弱な法の支配、腐敗または政治的な行き詰まりが原因で地政学的に
重要な国家を統治することができない

地域的またはグローバルガバ
ナンスの破綻

地域機関またはグローバル機関が経済的、地政学的、環境的に重要な
問題を解決することができない

地域的影響を伴う国家間紛争 二国間あるいは多国間の争いが経済的紛争（貿易/ 通貨戦争、資源の国
有化）、軍事紛争、サイバー紛争、社会的紛争などに拡大する

大規模なテロ攻撃 政治的または宗教的な目的を持つ個人や非国家グループが大規模な人
的または物的損害を与える

国家の崩壊または危機
（内戦、軍事クーデター、国家

の機能不全等）

国内暴動、地域または世界の不安定、軍事クーデター、内戦、国家の機能
不全等により、地政学的に重要な国家が崩壊する

大量破壊兵器 核、化学、生物学的、放射性物質・技術を利用した兵器が配備され、国際
危機と大規模な破壊の可能性をもたらす

環
境
リ
ス
ク

地
政
学
リ
ス
ク
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都市計画の失敗
不十分な都市計画、都市のスプロール現象（郊外に宅地が無秩序・無計
画に広がってゆく現象）、および関連するインフラが、社会、環境、健康に
関する問題を引き起こす

食糧危機 適切な量と質の食料・栄養を十分に、手頃な価格で、または安定して入
手することのできない状況が大規模に発生する

大規模な非自発的移住 紛争、災害、環境または経済的理由により、大規模な非自発的移住が発
生する

深刻な社会的不安定 大規模な運動や抗議活動（街頭暴動、社会不安等）が政治的または社会
的な安定を乱し、住民と経済活動に悪影響を及ぼす

感染症の急速かつ大規模な
拡大

細菌、ウイルス、寄生虫または菌類が、歯止めのない感染症の拡大を引
き起こし（たとえば、抗生物質、抗ウイルス剤やその他の治療に対する耐
性が生じたために）、広範にわたり死者と経済的混乱が発生する

水危機 利用可能な真水の質と量が著しく低下し、人間の健康や経済活動に悪
影響を及ぼす

技術進歩の悪影響や新しい
技術の悪用

人工知能、地球工学、合成生物学などのテクノロジーの進歩がもたらす
故意のまたは予期せぬ悪影響が人間、環境、経済に損害を及ぼす

重要な情報インフラとネットワ
ークの故障

サイバー依存度の高まりにより、重要な情報インフラ（インターネットや
衛星等）やネットワークの故障が引き起こす広範にわたる混乱の影響を
受けやすくなる

大規模なサイバー攻撃 大規模なサイバー攻撃またはマルウェアが大きな経済的損失、地政学
的緊張、インターネットに対する幅広い信頼の喪失を引き起こす

大規模なデータの不正利用／
窃盗 個人情報や公的情報が前例のない規模で悪用される

社
会
リ
ス
ク
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トレンド
「トレンド」は、現在展開しつつある長期的なパターンで、グローバルリスクを増幅させたり、グローバルリスク間の関
係を変えたりする可能性のあるものと定義される。

トレンド 説明

人口高齢化
出生率の低下と中高年の死亡率の低下により、先進諸国と開発途上国
で人口高齢化が進む

国際ガバナンス展望の変化
グローバル機関または地域機関（国連、IMF、NATO 等）、協定、ネットワ
ークの展望が変化する

気候変動
自然の気候変動に加えて、人間の活動に直接的・間接的に起因する気候
変動が生じ、地球の大気の組成を変える

環境悪化
汚染物質の環境濃度の上昇やその他の活動・プロセスにより、大気、土
壌、水の質が低下

新興経済国における中間層の成長
新興経済国において中間層の所得水準に達する層の人口に占める割合
が増大する

国家意識の高まり
国民と政治的指導者の間で国家意識が強まり、国内外の経済的・政治的
姿勢に影響を与える

社会の二極化の進行
互いに全く異なる、または過激な価値観、政治的見解または宗教的見解
により、重要な課題について国内で合意を形成できない

慢性疾患の増加
慢性疾患とも呼ばれる非伝染性疾病の罹患率が上昇し、その結果生じ
る長期間にわたる治療費が近年の社会において向上した平均余命と生
活の質を脅かし、経済の重荷となる

サイバー依存度の高まり
人、モノ、組織のデジタル的な相互接続が拡大することにより、サイバー
依存度が高くなる

地理的可動性の増大
交通輸送手段のスピードおよび性能の向上と、法的障壁の低下により、
人とモノの可動性が増大する

所得と富の格差の拡大 主要な国・地域で富裕層と貧困層の社会経済的格差が増大する

権力の移行
国家から非国家主体と個人へ、グローバルレベルから地域レベルへ、先
進諸国から新興市場・開発途上国へ、権力が移行する

都市化の進行 都市部に居住する人々の数が増え、都市の物理的成長をもたらす
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付録B |  グローバルリスク意識調査および手法

GRPSの最初のセクションでは、回
答者に対し、現在の42の問題に関
連するリスクが、2018年と比較し
て2019年に増大するか、減少する
かについて評価を依頼した。これ
らの問題のリストについては、図
1.2（12ページ）に要約しているの
で、参照されたい。

回答の選択肢は、「大幅に減少」
か ら「 大 幅 に 増 大 」 ま で の １ ～
５の５段階とした。各問題につい
て、各回答（「大幅に増大」、「や

グローバルリスク意識調査（GRPS）は、世界経済フォーラムの独自のリスクデータの源泉であり、企業、政
府、市民社会およびソートリーダー（思想的指導者）で構成される本フォーラムの幅広いネットワークが有す
る専門知識を活用して実施されている。この調査は、2018年９月６日から10月22日の間に、世界経済フォーラ
ムのマルチステークホルダーのコミュニティ、諮問委員会の専門的ネットワークおよび、リスクマネジメント
協会のメンバーを対象に実施された。GRPSの結果は、本報告書の最初の部分に掲載されている「グローバルリ
スクの展望」、「相互連関性マップ」および「トレンドマップ」の作成に利用されるほか、全編を通して活用
される見識も提供する。

GRPSおよび『グローバルリスク報告書』の双方において、次に掲げる「グローバルリスク」と「トレンド」の
定義を用いている。

グローバルリスク： 「グローバルリスク」とは、発生した場合、今後10年間に複数の国または産業に著しい
悪影響を及ぼす可能性のある不確実な事象または状況である。

トレンド： 「トレンド」とは、現在展開しつつある長期的パターンで、グローバルリスクを増幅させる、あ
るいはグローバルリスク間の関係を変化させる一因となる可能性のあるものと定義される。

2019年の世界

方法論 や 増 大 」、「 変 化 な し 」、「 や や 減
少」または「大幅に減少」）の割
合は、その回答を選択した回答者
数を全回答数で割って算出した。

大部分の場合、回答者には、自ら
が 拠 点 を 置 く 地 域 に お け る 動 き
に基づいた回答を依頼した。回答
者に対し、次の質問をした。「特
にあなたが拠点を置く地域におい
て、 次 の 問 題 が も た ら す リ ス ク
は、2018年 と 比 較 し て2019年 に
増大すると考えますか、減少する
と考えますか？」
次の７つの問題については、世界
に軸を置いた質問を作成した。「世
界レベルで、次の問題がもたらす
リスクについては、2018年と比較
して2019年に増大すると考えます

か、減少すると考えますか？」

主要国間の経済的対立・摩擦１

主要国間の政治的対立・摩擦

 気候変動に関する国際的政策調
整の侵食

 多国間の貿易ルールおよび合意
の侵食

集団的安全保障同盟の信頼失墜

主要国を巻き込む地域紛争

国家間の軍事衝突または侵略

1 昨年のグローバルリスク意識調査2017－2018では、回答者に対し、「主要国間の政治または経済対立・摩擦」を評価するよう依頼した。今年の調査では、これを２つ
の独立した問題（経済と政治）に分けた。



101The Global Risks Report 2019

付 録Aに 記 載 さ れ て い る30の グ
ローバルリスクの各々について、
回答者に、⑴ 今後10年間にリスク
が世界的に発生する可能性と、⑵
同じ期間に、いくつかの国または
産業に対する悪影響を評価しても
らった。

最 初 の 質 問 に 対 す る 回 答 の 選 択
肢は、「非常に可能性は低い」か
ら「非常に可能性は高い」までの
１～５の５段階（１=非常に可能
性は低い、５=非常に可能性は高
い）とした。２つ目の質問につい
ては、回答者は、再び１～５（１
=ごく些少、５=甚大）の尺度を用
いる５つの選択肢（「ごく些少」、

グローバルリスクの
展望

「些少」、「中程度」、「重大」また
は「甚大」）のうちの１つを選択
してもらった。確かな回答ができ
ないと考える場合、「どちらとも
言えない」という選択肢も選べる
ようにした。また、無回答も可と
した。各リスクについて、部分的
な回答、すなわち発生の可能性の
み、または影響のみを評価した回
答は除外した。

これを基に、30のグローバルリス
クそれぞれについて発生の可能性
と影響の両方の単純平均が計算さ
れ た。 こ の 結 果 は、2019年 の グ
ローバルリスクの展望（図Ⅰ）に
示されている。

正式には、任意のリスクi につい
て、その発生の可能性（likelihoodi

と表す）と影響（impactiと表す）
は、以下のように計算される。
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ここで、Ni はリスクi に対する回
答者の数であり、その発生の可能
性（likelihoodi,nと 表 す ） と 影 響
（impacti,nと表す）はそれぞれ、
回 答 者nが リ ス クi に つ い て 評 価
した発生の可能性と影響を表す。
発生の可能性と影響は、１～５の
５段階評価で測定されている。Ni

は、リスクi について、そのリス
クの発生の可能性と影響の両方を
評価した回答者の数である（発生
の可能性と影響のいずれか一方し
か 評 価 し な か っ た 回 答 者 の 回 答
は、分析から除外した）。

出典：World Economic Forum Global Risks Perception Survey 2018–2019. 
注：ここに示す割合は、属性に関する質問に回答した参加者の数（916）に基づいている。
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う最も重要なトレンドを３つ（順
序は問いません）選んでください」
と、次に「［前の質問で］選んだ
３つの各トレンドについて、当該
トレンドによって最も強く促進さ
れるグローバルリスクを３つまで
選んでください」であった。この
結果は、リスク－トレンド相互連
関性マップ2019（図Ⅱ）に示され
ている。

両方の場合において、各組合せの
挙 げ ら れ た 回 数 が 集 計 さ れ た。
最も多く挙げられた組合せの回数
でこの数値を割った。最後に、ロ
ングテール効果（非常に強い繋が
り が い く つ か あ る 一 方、 弱 い 繋
が り が 多 数 あ る 状 態 ） を 弱 め、
繋 が り が 弱 い 要 素 間 の 差 異 を よ
り 明 確 に す る た め に、 こ の 比 率
の 平 方 根 を 取 っ た。 正 式 に は、
interconnectionijとして表される
リスクi とリスクj（またはトレン
ドi とリスクj ）の相互連関性の強
さは、以下の数式で求められる。

likelihoodi
1
Ni

likelihoodi,n

Ni
1

n=1
 

impacti=
1
Ni

impacti,n

Ni
2

n=1
 

interconnectionij=
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with

ここで、Nは回答者の数である。

回答者n が回答の１つとしてリス
クi とリスクj の組合せを選んだ場
合、変数であるpairij,nは１となる。
選ばなかった場合、０となる。相
互連関性の値によって、図Ⅱおよ
びⅢにおける各リスクを繋ぐ線の
濃さが決まり、最もよく挙げられ
た組合せが最も濃い線で表される。

グローバルリスクの展望のマップ
と リ ス ク － ト レ ン ド 相 互 連 関 性
マップにおいて、各リスクを表す
連結点の大きさは、システムにお
けるその連結点の重みの程度に応
じ て 拡 大・ 縮 小 し て あ る。 さ ら
に、リスク－トレンド相互連関性
マップにおいては、トレンドの大
きさは、グローバルな動向を形成

GRPSの第３部では、グローバルリ
スク間の相互連関性を評価してい
る。第４部では、グローバルリス
クと、基礎となる一連のトレンド
または要因との間の相互連関性を
評価している。

リ ス ク 間 の 相 互 連 関 性 に つ い て
は、調査回答者に「グローバルリ
スクは単独で存在するものではな
いため、グローバルリスク間の相
互連関性を評価することが重要と
なります。最も強く連関している
グローバルリスクはどれとどれだ
と 思 い ま す か？ ２ つ を １ 組 と し
て、３組から６組まで選んでくだ
さい」という質問をした。この結
果は、グローバルリスク相互連関
性マップ2019（図Ⅲ）に示されて
いる。

トレンドとリスクの間の相互連関
性について、回答者に対しまず、
今後10年間のグローバルな課題を
形作る上で重要な役割を果たすと
思われるトレンド（完全なリスト
については、付録Aを参照）を３
つまでと、それらの各トレンドに
よって最も強く促進されるグロー
バルリスクを３つ挙げることを依
頼した。次に、選択された３つの
各トレンドにより最も強く促進さ
れるグローバルリスクを３つ挙げ
ることを依頼した。２つの質問の
具体的内容は、「今後10年間にわ
たり世界の動向を形成するであろ

グローバルリスクの
相互連関性
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する上でのその重要性に対する認
識（上述したトレンドに関する最
初の質問に対する回答）を反映し
ている。最もよく挙げられたトレ
ンドが、グローバルな動向を形成
する上で最も重要とみなされてい
るトレンドである。

リスク－トレンド相互連関性マッ
プの連結点の配置は、ForceAtlas2
を 用 い て 計 算 さ れ た。 こ れ は、
Gephiソフトウェアに実装されて
いる力指向ネットワーク・レイア
ウト・アルゴリズムで、物理的粒
子シミュレーションを実行するこ
とにより辺の長さと辺交差を最小
化する２。

記入に関する基準

GRPSの記入率に関して、全体的な
最低基準は適用しなかった。その
代わり、調査の各セクションに関
する特定の有効性基準を設定した。

第１部「2019年の世界」：この質
問に挙げられているリスクのうち
少なくとも３つを評価した回答者
のみを分析対象とした（916名の
回答者がこの基準を満たした）。

第 ２ 部「 グ ロ ー バ ル リ ス ク の 評
価」：少なくとも１つのリスクの
影響と発生可能性を評価した885
名の回答者の回答（「どちらとも
言えない」という回答も有効な回
答とみなしたが、質問に全く答え
ていないものは無効とした）を結
果の算出に用いた。

第３部「グローバルリスクの相互
連関性」：少なくとも1つの有効な
リスクの組合せを選んだ635名の
回答者の回答を算出に用いた。

第４部「トレンドの評価」：重要
なトレンドと少なくとも１つの関
連リスクの組合せを少なくとも１
つ選んだ749名の回答者の回答を
算出に用いた。

2  Jacomy, M., T. Venturini, S. Heymann, and M. Bastian. 2014. “ForceAtlas2: A Continuous Graph Layout Algorithm for Handy Network Visualization Designed 
for the Gephi Software”. PLoS ONE 9 (6): e98679. doi:10.1371/journal.pone.0098679

REUTERS/Stringer

図B.1は、回答者の属性に関する主
要な記述統計と情報を示している。
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Varnum, Lisa Ventura, Aditi Sara 
Verghese, Dominic Waughray, 
Olivier Woeffray, Andrea Wong, 
K a r e n  W o n g ,  J u s t i n  W o o d , 
Nguyen Xuan Thanh, Saemoon 
Y o o n ,  K i r a  Y o u d i n a ,  C a r i d a 
Z a f i r o p o u l o u - G u i g n a r d , a n d 
Saadia Zahidi.

今 年 の 報 告 書 の デ ザ イ ン お よ び
制 作 に 貢 献 い た だ い た す べ て の
方 々 に 謝 意 を 表 し ま す。 な か で
も世界経済フォーラムのJordynn 
McKnight, Arturo Rago、 ま た、
Sanskruta Chakravarky, Javier Gesto, 
Floris Landi, Liam Ó Cathasaigh, 
E h i r e m e n O k h i u l u a n d M a r a 
Sandovalに 感 謝 申 し 上 げ ま
す。 さ ら に 外 部 協 力 者 のRobert 
Gale, Travis Hensgen and Moritz 
Stefaner（ デ ー タ・ ビ ジ ュ ア ラ
イゼーション）; Hope Steele （編
集 ）; Patrik Svensson（ 表 紙 お
よび未来の衝撃内のイラスト）; 
Neil Weinberg（図表）; Andrew 
Wright（執筆および編集）にも感
謝申し上げます。

ま た、 グ ロ ー バ ル リ ス ク 意 識 調
査2018 － 2019におけるご尽力に
Pierre Saouterにも感謝申し上げま
す。



World Economic Forum
91–93 route de la Capite
CH-1223 Cologny/Geneva
Switzerland 

Tel.:  +41 (0) 22 869 1212
Fax: +41 (0) 22 786 2744

contact@weforum.org
www.weforum.org

The World Economic Forum, 
committed to improving  
the state of the world, is the 
International Organization for 
Public-Private Cooperation.
 
The Forum engages the 
foremost political, business  
and other leaders of society  
to shape global, regional 
and industry agendas.




